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正 誤

規 則

知事の権限に属する事務の委任に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成22年３月30日

山形県知事 吉 村 美 栄 子

山形県規則第21号

知事の権限に属する事務の委任に関する規則の一部を改正する規則

知事の権限に属する事務の委任に関する規則（昭和41年９月県規則第70号）の一部を次のように改正する。

第18条第１号イ中「徴収方法の決定及び減免」を「徴収」に改め、同条第３号中「山形県スポーツ及び芸術奨学

金貸与条例」を「山形県スポーツ及び芸術奨学金貸与条例を廃止する条例（平成18年３月県条例第34号）附則第２

項の規定によりなおその効力を有するものとされる山形県スポーツ及び芸術奨学金貸与条例」に改める。

別表総合支庁長の項に次の２項を加える。

13 山形県県税条例（以下この項及び次項において「条例」という。）に基づく次の事項

(1)第６条の規定による徴収金の賦課徴収に関する事項及び県税に係る過料の徴収に関する事項。ただし、次

に掲げる事項を除く。

イ 地方税法（以下この項において「法」という。）第８条第１項及び第10項に関する事項

ロ 法第742条から第744条までに関する事項

ハ 条例第16条第１項の規定による期限の延長に関する事項

ニ 条例第131条の16第１項から第３項までの規定による届出の受理に関する事項

ホ 条例第131条の17の規定による報告の受理に関する事項

(2)第６条第２項の規定による法第20条の４第１項の規定によつて徴収の嘱託を受けた他の都道府県の徴収金

の徴収に関すること

14 山形県県税規則に基づく次の事項

(1)第２条第２項の規定による条例に基づく権限。ただし、条例第９条第４項の規定による課税地の指定、条

例第130条及び第35条第４項の規定による特約業者の指定及び指定の取消しに係る告示並びに条例第139条の

２（条例第117条第３項において準用する場合を含む。）の規定による売りさばき人の指定を除く。

(2)第３条第４項の規定による次の事項

イ 納税通知書の交付に関すること

ロ 納付又は納入の再委託に関すること

ハ 徴収金の徴収の嘱託又は受託に関すること

ニ 不足税額及びその延滞金又は不足金額及びその延滞金の徴収に関すること

ホ 督促状の発付に関すること

ヘ 徴収金の滞納処分に関すること

ト ゴルフ場利用税又は軽油引取税の特別徴収義務者が求償権に基づいて訴を提起した場合において、証拠

の提供その他必要な援助に関すること

別表総合支庁長又は自動車税事務所長の項を削る。

附 則

この規則は、平成22年４月１日から施行する。ただし、第18条第１号イ及び同条３号の改正規定は、公布の日か

ら施行する。
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山形県補助金等の適正化に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成22年３月30日

山形県知事 吉 村 美 栄 子

山形県規則第22号

山形県補助金等の適正化に関する規則の一部を改正する規則

山形県補助金等の適正化に関する規則（昭和35年８月県規則第59号）の一部を次のように改正する。

第12条中「補助事業者等」を「知事が必要があると認めて補助事業等の遂行の状況の報告を求めた場合は、補助

事業者等」に改め、「、補助事業等の遂行の状況に関し」を削り、「に別に定める」を「に必要な」に改め、「知事

に」を削る。

附 則

この規則は、公布の日から施行する。

山形県特定非営利活動法人に対する県税の課税免除に関する条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布す

る。

平成22年３月30日

山形県知事 吉 村 美 栄 子

山形県規則第23号

山形県特定非営利活動法人に対する県税の課税免除に関する条例施行規則の一部を改正する規則

山形県特定非営利活動法人に対する県税の課税免除に関する条例施行規則（平成17年12月県規則第89号）の一部

を次のように改正する。

第２条第１項に次の１号を加える。

(3)条例第４条の規定による自動車取得税の課税免除に関すること。（村山総合支庁長及び庄内総合支庁長に限

る。）

第２条第２項を削る。

別記様式第３号中「山形県自動車税事務所長」を「山形県何総合支庁長」に改める。

別記様式第５号及び別記様式第７号中「山形県自動車税事務所長」を「山形県何総合支庁長」に、「自動車税事務

所長を」を「総合支庁長を」に改める。

附 則

（施行期日）

１ この規則は、平成22年４月１日から施行する。

（知事の権限に属する事務の委任に関する規則の一部改正）

２ 知事の権限に属する事務の委任に関する規則（昭和41年９月県規則第70号）の一部を次のように改正する。

別表自動車税事務所長の項を削り、同表総合支庁長の項の次に次のように加える。

山形県産業廃棄物税条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成22年３月30日

山形県知事 吉 村 美 栄 子

山形県規則第24号

山形県産業廃棄物税条例施行規則の一部を改正する規則

山形県産業廃棄物税条例施行規則（平成18年６月県規則第85号）の一部を次のように改正する。

別記様式第20号中「県内にある」を削り、「郵便局」を「山形県その他東北各県内のゆうちょ銀行若しくは郵便

１ 山形県特定非営利活動法人に対する県税の課税免除に関する条例施行規則に基づ

く次の事項

(1)第２条第３号の規定による次の事項

イ 山形県特定非営利活動法人に対する県税の課税免除に関する条例第４条の規

定による自動車取得税の課税免除に関すること。

村山総合支庁長又

は庄内総合支庁長
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「

局」に、 を

」

「

に改める。

」

附 則

この規則は、平成22年４月１日から施行する。

訓 令

山形県訓令第３号

庁 中

出 先 機 関

山形県職員日額旅費支給規程の一部を改正する訓令を次のように定める。

平成22年３月30日

山形県知事 吉 村 美 栄 子

山形県職員日額旅費支給規程の一部を改正する訓令

山形県職員日額旅費支給規程（昭和33年５月県訓令第15号）の一部を次のように改正する。

第３条第１号イ中「5,230円」を「5,190円」に改め、同号ロ中「6,110円」を「6,160円」に改め、同号ハ中

「5,290円」を「5,340円」に改める。

附 則

この訓令は、平成22年４月１日から施行する。

山形県訓令第４号

庁 中

出 先 機 関

山形県職員服務規程の一部を改正する訓令を次のように定める。

平成22年３月30日

山形県知事 吉 村 美 栄 子

山形県職員服務規程の一部を改正する訓令

山形県職員服務規程（昭和37年４月県訓令第18号）の一部を次のように改正する。

第７条中「直ちに」を「直ちに総務事務システム（職員の服務、給与、福利厚生等の手続を行う電子情報処理組

織をいう。以下同じ。）により自ら出勤を申告しなければならない。ただし、総務事務システムを使用できない職員

にあつては、」に改める。

第８条に次の１項を加える。

２ 所属長は、職員の遅刻又は早退を承認したときは、総務事務システムに所要事項を記録しなければならない。

第９条中「あらかじめ欠勤届」を「あらかじめ総務事務システムにより届け出なければならない。ただし、総務

事務システムを使用できない職員にあつては、欠勤届」に改め、同条ただし書を削り、同条に次の１項を加える。

２ 前項の規定にかかわらず、緊急やむを得ない理由により、あらかじめ総務事務システムにより届け出ること又

は欠勤届を提出することができないときは、電話その他の方法により所属長に欠勤する旨を連絡するとともに、

できるだけ速やかに総務事務システムにより届け出、又は欠勤届を提出しなければならない。

第11条第５項中「第１項」を「第２項｣に改め、同項を同条第６項とし、同条中第４項を第５項とし、同条第３項

中「介護休暇承認申請書」を「介護休暇の承認の申請」に、「提出しなければ」を「行わなければ」に改め、同項を

同条第４項とし、同条中第２項を第３項とし、同条第１項中「職員が、職員の休日及び休暇に関する条例（昭和26



山 形 県 公 報 第2130号平成22年３月30日（火曜日）

364

年12月県条例第64号。以下「休暇条例」という。）」を「前項の規定にかかわらず、総務事務システムを使用できな

い職員が、休暇条例」に改め、「（育児休業条例第18条（育児休業条例第25条第１項において準用する場合を含む。）

及び第30条の規定により読み替えて適用する場合を含む。以下この条において同じ。）」を削り、同項を同条第２項

とし、同条に第１項として次の１項を加える。

職員が、職員の休日及び休暇に関する条例（昭和26年12月県条例第64号。以下「休暇条例」という。）の規定

（育児休業条例第18条（育児休業条例第25条第１項において準用する場合を含む。）及び第30条の規定により読み

替えて適用する場合を含む。以下この条において同じ。）による休暇を受けようとするときは、休暇を受けようと

する日（介護休暇にあつては、介護休暇を受けようとする期間の始まる日）の前日までに、総務事務システムに

より申請しなければならない。ただし、病気、災害その他やむを得ない理由により前日までに申請できない場合

は、直ちに電話その他の方法により連絡を行うとともに、できるだけ速やかに申請しなければならない。

第13条中「職務専念義務免除承認申請書（別記様式第12号）に」を「総務事務システムにより申請するとともに」

に、「一に」を「いずれかに」に改め、「添えて」を削り、同条ただし書を次のように改める。

ただし、総務事務システムを使用できない職員にあつては、職務専念義務免除承認申請書（別記様式第12号）

に、同条各号のいずれかに該当する旨を証明する書類又はその写しを添えて提出しなければならない。

第13条に次の１項を加える。

２ 前項の規定にかかわらず、研修を受ける場合その他知事があらかじめ特に承認した場合は、総務事務システム

による申請又は職務専念義務免除承認申請書の提出は要しないものとする。

第23条中「書類を」を「書類に記載すべき事項を総務事務システムにより届け出なければならない。ただし、総

務事務システムを使用できない職員にあつては、次に掲げる書類を」に改め、同条の表新規採用者の項第３号及び

第４号を削り、同表転任を命ぜられた職員の項を次のように改める。

転任を命ぜられた職員 通勤届（給与の支給に関する基準と手続の規定に該当するときに限る。）

第25条第２項中「履歴事項に」を「履歴事項のうち学歴、資格、免許その他の履歴事項（任免、給与等の発令事

項及び職員育成センターの研修を除く。）に」に改め、「（住所に係る場合を除く。）」を削り、同項を同条第４項と

し、同条第１項中「、本籍、住所、氏名」、「住所以外の異動にあつては」及び「、住所の異動の場合にあつては住

所略図を」を削り、同項を同条第２項とし、同項の次に次の１項を加える。

３ 職員は、履歴書に登載された履歴事項のうち、本籍、住所及び氏名について誤り、又は脱落を発見したときは、

総務事務システムにより訂正を願い出るとともに、当該事実を証明する書類又はその写（住所に係る場合を除

く。）を提出しなければならない。ただし、総務事務システムを使用できない職員にあつては、履歴事項訂正願

（別記様式第21号）に、当該事実を証明する書類又はその写（住所に係る場合を除く。）を添えて提出しなければ

ならない。

第25条に第１項として次の１項を加える。

職員は、本籍、住所及び氏名に関して異動が生じたときは、速やかに総務事務システムにより届け出るととも

に、当該事実を証明する書類又はその写（住所に係る場合を除く。）を提出しなければならない。ただし、総務

事務システムを使用できない職員にあつては、履歴事項異動届（別記様式第21号）に、当該事実を証明する書類

又はその写（住所に係る場合を除く。）を添えて提出しなければならない。

別記様式第17号から別記様式第20号までを次のように改める。

様式第17号から様式第20号まで 削除

附 則

この訓令は、平成22年４月１日から施行する。ただし、第23条の改正規定（「書類を」を「書類に記載すべき事項

を総務事務システムにより届け出なければならない。ただし、総務事務システムを使用できない職員にあつては、

次に掲げる書類を」に改める部分に限る。）及び第25条の改正規定は、同年７月１日から施行する。

山形県訓令第５号

庁 中

出 先 機 関

職員の育児休業等に関する規程の一部を改正する訓令を次のように定める。

平成22年３月30日

山形県知事 吉 村 美 栄 子

職員の育児休業等に関する規程の一部を改正する訓令

職員の育児休業等に関する規程（平成４年３月県訓令第３号）の一部を次のように改正する。
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第２条第１項中「請求は」を「請求は、総務事務システム（職員の服務、給与、福利厚生等の手続を行う電子情

報処理組織をいう。以下同じ。）により、育児休業を始めようとする日の１月前までに行うものとする。ただし、総

務事務システムを使用できない職員にあっては」に改め、「、育児休業を始めようとする日の１月前までに」を削

る。

第４条第２項中「届出は」を「届出は、総務事務システムにより行うものとする。ただし、総務事務システムを

使用できない職員にあっては」に改める。

第５条第２項を削る。

第７条第１項中「請求は」を「請求は、総務事務システムにより行うものとする。ただし、総務事務システムを

使用できない職員にあっては」に、「別記様式第５号」を「別記様式第４号」に改める。

第10条を削り、第11条を第10条とする。

第12条第１項中「請求は」を「請求は、総務事務システムにより行わなければならない。ただし、総務事務シス

テムを使用できない職員にあっては」に、「別記様式第７号」を「別記様式第５号」に改め、同条を第11条とする。

別記様式第４号を削り、別記様式第５号を別記様式第４号とする。

別記様式第６号を削り、別記様式第７号を別記様式第５号とする。

附 則

この訓令は、平成22年４月１日から施行する。

山形県訓令第６号

庁 中

出 先 機 関

職員の修学部分休業に関する規程の一部を改正する訓令を次のように定める。

平成22年３月30日

山形県知事 吉 村 美 栄 子

職員の修学部分休業に関する規程の一部を改正する訓令

職員の修学部分休業に関する規程（平成17年７月県訓令第15号）の一部を次のように改正する。

第２条第１項中「修学部分休業承認申請書（別記様式第１号）」を「総務事務システム（職員の服務、給与、福利

厚生等の手続を行う電子情報処理組織をいう。以下同じ。）（総務事務システムを使用できない職員にあっては、修

学部分休業承認申請書（別記様式第１号））」に改める。

第３条中「速やかに」を「速やかに総務事務システムにより届け出なければならない。ただし、総務事務システ

ムを使用できない職員にあっては、」に改める。

附 則

この訓令は、平成22年４月１日から施行する。

山形県訓令第７号

庁 中

出 先 機 関

職員の自己啓発等休業に関する規程の一部を改正する訓令を次のように定める。

平成22年３月30日

山形県知事 吉 村 美 栄 子

職員の自己啓発等休業に関する規程の一部を改正する訓令

職員の自己啓発等休業に関する規程（平成19年12月県訓令第28号）の一部を次のように改正する。

第２条第１項中「申請は」を「申請は、総務事務システム（職員の服務、給与、福利厚生等の手続を行う電子情

報処理組織をいう。以下同じ。）により、自己啓発等休業を始めようとする日の１月前までに行うものとする。ただ

し、総務事務システムを使用できない職員にあっては」に改める。

第５条第２項を削り、同条第３項中「前項の場合において」を「職員の自己啓発等休業の期間が満了したとき」

に改め、同項を同条第２項とする。

別記様式第３号を削る。

附 則

この訓令は、平成22年４月１日から施行する。
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山形県訓令第８号

総 務 部

総 合 支 庁

山形県県税事務取扱規程の一部を改正する訓令を次のように定める。

平成22年３月30日

山形県知事 吉 村 美 栄 子

山形県県税事務取扱規程の一部を改正する訓令

山形県県税事務取扱規程（昭和38年３月県訓令第３号）の一部を次のように改正する。

令達先を次のように改める。

総務部

総合支庁

第４条中「又は自動車税事務所長（以下「総合支庁長等」という。）」を削る。

第５条第１項及び第２項、第８条第１項から第３項まで及び第６項、第９条並びに第10条中「総合支庁長等」を「総

合支庁長」に改める。

第11条中「総合支庁長等」を「総合支庁長」に改め、「又は自動車税事務所長」を削る。

第12条から第15条まで及び第17条中「総合支庁長等」を「総合支庁長」に改める。

第52条中「自動車税事務所長」を「村山総合支庁長及び庄内総合支庁長」に改める。

第65条の３第１項中「自動車税事務所長」を「総合支庁長」に改め、同条第２項中「自動車税事務所長」を「総

合支庁長」に改め、「及び総合支庁長」を削る。

第70条第１項及び第２項、第71条並びに第73条第１項中「総合支庁長等」を「総合支庁長」に改める。

第79条第２項中「又は自動車税事務所」を削る。

第80条第１項中「総合支庁長等」を「総合支庁長」に改め、同条第３項中「又は自動車税事務所」を削る。

第81条第１項から第３項まで、第83条から第86条まで、第88条、第89条第２項、第90条第１項から第３項まで、

第92条、第93条及び第96条第１項から第３項までの規定中「総合支庁長等」を「総合支庁長」に改める。

第97条第１項、第４項及び第５項中「総合支庁長等」を「総合支庁長」に改め、同条第７項中「自動車税に」を

「徴収金に」に、「自動車税事務所長」を「当該引継ぎに係る総合支庁長」に改める。

第98条中「総合支庁長等」を「総合支庁長」に改める。

第99条第１項中「総合支庁長等」を「総合支庁長」に改め、同条第２項中「自動車税事務所長から総合支庁長に」

を削り、「出納員更訂決議簿」を「出納員更訂決議書」に、「自動車税事務所の」を「当該引継ぎに係る総合支庁の」

に改める。

第100条中「総合支庁長等」を「総合支庁長」に改める。

附 則

この訓令は、平成22年４月１日から施行する。

告 示

山形県告示第283号

障害者自立支援法（平成17年法律第123号）第29条第１項の規定により、指定障害福祉サービス事業者を次のとお

り指定した。

平成22年３月30日

山形県知事 吉 村 美 栄 子

指定年月日定員
障害福祉サー

ビスの種類
事業所の名称及び所在地

指定障害福祉サービス事業者の

名称及び主たる事務所の所在地

平成22.3.1130名
就労継続支援

（Ｂ型）

就労継続支援事業所 さごし

酒田市砂越字上川原204番地４

社会福祉法人親和会

鶴岡市新海町８番33号
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山形県告示第284号

山形県結核予防費補助金交付規程の一部を改正する規程を次のように定める。

平成22年３月30日

山形県知事 吉 村 美 栄 子

山形県結核予防費補助金交付規程の一部を改正する規程

山形県結核予防費補助金交付規程（昭和37年２月県告示第127号）の一部を次のように改正する。

第３条に次の１号を加える。

(3)その他知事が必要と認める書類

第５条に次の１号を加える。

(3)その他知事が必要と認める書類

附 則

この規程は、公布の日から施行し、改正後の山形県結核予防費補助金交付規程の規定は、平成22年度分以後の補

助金について適用する。

山形県告示第285号

山形県信用保証協会保証料補給金交付規程の一部を改正する規程を次のように定める。

平成22年３月30日

山形県知事 吉 村 美 栄 子

山形県信用保証協会保証料補給金交付規程の一部を改正する規程

山形県信用保証協会保証料補給金交付規程（昭和40年４月県告示第341号）の一部を次のように改正する。

第２条の表中

「

を

」

「

に改める。

」

附 則

１ この規程は、平成22年４月１日から施行する。

10分の４公害防止対策近代化資金保証制度

エネルギー対策

新事業開拓

労働力確保関連

中小小売商業関連

伝統的工芸品支援関連

地域伝統芸能等関連

流通業務総合効率化関連

特定事業活動等関連

中心市街地商業等活性化(支援)関連

創業等関連

特定新技術事業活動関連

経営革新関連

経営基盤強化関連

創業関連

経営資源活用関連

周辺地域整備関連

異分野連携新事業分野開拓関連

特定研究開発等関連

地域産業集積関連

地域産業資源活用事業関連

再挑戦支援

農商工等連携事業関連

10分の４近代化資金保証制度（山形県商工業振興資金融資制度を利

用するものに限る。）
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２ 平成22年４月１日前に山形県信用保証協会が受け付けた債務の保証に係る保証料補給金については、改正後の

第２条の規定にかかわらず、なお従前の例による。

山形県告示第286号

コイヘルペスウイルス病のまん延防止のためのコイの持出しの禁止及び放流等の制限（平成22年３月県内水面漁

場管理委員会指示第１号）１の(1)によりコイの持出しを禁止する水域の範囲を次のとおり定める。

平成22年３月30日

山形県知事 吉 村 美 栄 子

１ 次に掲げる水域を除く天童豊栄床固めから上流の最上川、その支流及び小支流

(1)水窪ダムから上流の刈安川、前ヶ沢川及び矢沢川、それらの支流及び小支流

(2)東置賜郡川西町小松地内の蓬田頭首工から上流の犬川、その支流及び小支流

２ 米沢市内の松が岬公園の堀

３ 鍛冶川及び鍛冶川との合流点から下流の地蔵川

４ 横堀排水路、沼尻排水路及び白竜湖

５ 東根市内の大木沢沼、堂ノ前沼、龍興寺沼及び光専寺沼

６ 東根市内の大木沢沼から取水する用水路及びそれに連接するすべての用水路

７ 最上川との合流点から蝉田川との合流点までの大旦川及び大沢川

８ 村山東根土地改良区第一号幹線排水路、第二号幹線排水路及び第三号幹線排水路

９ 東根市長瀞地内の二の堀

10 新井田川、その支流及び小支流並びに豊川

11 鶴岡市熊出地内の赤川頭首工から下流の赤川、その支流及び小支流

山形県告示第287号

海洋生物資源の保存及び管理に関する法律（平成８年法律第77号）第４条第７項の規定により、山形県の海洋生

物資源の保存及び管理に関する計画を次のとおり変更した。

平成22年３月30日

山形県知事 吉 村 美 栄 子

１ 変更した事項

第一種特定海洋生物資源ごとの漁獲可能量について本県に定められた数量等に関する事項のうち第一種特定海

洋生物資源の平成22年の知事管理の対象となる漁期及び数量

２ 変更した内容

(1)変更前

（注）すけとうだら及びずわいがにについては、管理の対象となる期間が開始する前までに設定する。

本県に定められた数量管理の対象となる漁期第一種特定海洋生物資源

（注）４ 月 か ら 翌 年 ３ 月す け と う だ ら

若 干１ 月 か ら 12 月ま あ じ

（注）７ 月 か ら 翌 年 ６ 月ず わ い が に

若 干１ 月 か ら 12 月す る め い か
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(2)変更後

（注）ずわいがにについては、管理の対象となる期間が開始する前までに設定する。

山形県告示第288号

県営土地改良事業の施行に伴う工事を次のとおり完了した。

平成22年３月30日

山形県知事 吉 村 美 栄 子

山形県告示第289号

土地改良法（昭和24年法律第195号）第18条第16項の規定により、浜中広岡土地改良区の次の役員が退任した旨

の届出があった。

平成22年３月30日

山形県知事 吉 村 美 栄 子

山形県告示第290号

土地改良法（昭和24年法律第195号）第18条第16項の規定により、浜中広岡土地改良区の役員に次の者が就任し

た旨の届出があった。

平成22年３月30日

山形県知事 吉 村 美 栄 子

本県に定められた数量管理の対象となる漁期第一種特定海洋生物資源

若 干４ 月 か ら 翌 年 ３ 月す け と う だ ら

若 干１ 月 か ら 12 月ま あ じ

（注）７ 月 か ら 翌 年 ６ 月ず わ い が に

若 干１ 月 か ら 12 月す る め い か

工 事 完 了 年 月 日地 区 名事 業 名

平成21年11月25日村 木 沢 地 区地 域 水 田 農 業 支 援 緊 急 整 備 事 業

平成21年12月25日川 原 子 地 区畑 地 帯 総 合 整 備 事 業

平成22年３月23日大 山 沢 地 区た め 池 等 整 備 事 業

住 所氏 名理事及び監事の別

酒田市広岡新田484番地佐 藤 功監 事

住 所氏 名理事及び監事の別

酒田市広岡新田466番地髙 橋 久 之監 事
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山形県告示第291号

山形県民有林林道等整備事業補助金交付規程の一部を改正する規程を次のように定める。

平成22年３月30日

山形県知事 吉 村 美 栄 子

山形県民有林林道等整備事業補助金交付規程の一部を改正する規程

山形県民有林林道等整備事業補助金交付規程（昭和36年７月県告示第541号）の一部を次のように改正する。

別表中

「

を

」

「

に改め

」

る。

附 則

この規程は、公布の日から施行する。

山形県告示第292号

道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定により、県道の供用を次のとおり開始する。

なお、関係図面は、村山総合支庁建設部建設総務課において平成22年３月30日から同年４月12日まで縦覧に供す

る。

平成22年３月30日

山形県知事 吉 村 美 栄 子

１ 路 線 名 山形山寺線

２ 供用開始の区間 山形市六日町183番６から

同 1734番５まで

３ 供用開始の期日 平成22年３月30日

(1)施行箇所又は施行

主体の変更

(2)施行位置、事業の

種類又は全幅員の変

更

(3)施行箇所ごとの施

行延長の30パーセント

を超える減少

施行箇所ごとの

事 業費 の30パ

ーセントを超え

る増減

(1)幹線

事業に要する経費の

10分の5.4に相当す る

額以内の額

(2)その他

事業に要する経費の

10分の3.4に相当す る

額以内の額

林 道 改 良

(1)施行路線又は施行

主体の変更

(2)施行位置又は全幅

員の変更

(3)施行路線ごとの施

行延長の30パーセント

を超える減少及び事業

費単価の30パー セン

トを超える増加

施行路線ごとの

事業費の30パー

セントを超える

増減

(1)幹線

事業に要する経費の10

分の5.4に相当す る額

以内の額

(2)その他

事業に要する経費の

300分の112に相当する

額以内の額

林 道 舗 装農林漁業用揮

発油税財源身

替林道整備事

業

(1)施行箇所又は施行

主体の変更

(2)施行位置、事業の

種類又は全幅員の変

更

(3)施行箇所ごとの施

行延長の30パーセント

を超える減少

施行箇所ごとの

事業費の30パー

セントを 超え

る増減

(1)幹線

事業に要する経費の10

分の5.4に相当する額

以内の額

(2)その他

事業に要する経費の10

分の3.4（舗装にあつ

ては、300分の112）に

相当する額以内の額

林 道 改 良
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山形県告示第293号

道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定により、県道の供用を次のとおり開始する。

なお、関係図面は、村山総合支庁建設部建設総務課において平成22年３月30日から同年４月12日まで縦覧に供す

る。

平成22年３月30日

山形県知事 吉 村 美 栄 子

１ 路 線 名 山形天童線

２ 供用開始の区間 山形市旅篭町三丁目528番２から

同 六日町715番１まで

３ 供用開始の期日 平成22年３月30日

山形県告示第294号

道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定により、県道の供用を次のとおり開始する。

なお、関係図面は、村山総合支庁建設部建設総務課において平成22年３月30日から同年４月12日まで縦覧に供す

る。

平成22年３月30日

山形県知事 吉 村 美 栄 子

１ 路 線 名 山形山辺線

２ 供用開始の区間 山形市大字上反田字天神森330番３から

同 字雀打場344番１まで

３ 供用開始の期日 平成22年４月１日

山形県告示第295号

道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定により、県道の供用を次のとおり開始する。

なお、関係図面は、村山総合支庁建設部建設総務課において平成22年３月30日から同年４月12日まで縦覧に供す

る。

平成22年３月30日

山形県知事 吉 村 美 栄 子

１ 路 線 名 下原山形停車場線

２ 供用開始の区間 山形市清住町三丁目76番16から

同 一丁目59番１まで

３ 供用開始の期日 平成22年３月30日

山形県告示第296号

道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定により、県道の供用を次のとおり開始する。

なお、関係図面は、村山総合支庁建設部建設総務課において平成22年３月30日から同年４月12日まで縦覧に供す

る。

平成22年３月30日

山形県知事 吉 村 美 栄 子

１ 路 線 名 下原山形停車場線

２ 供用開始の区間 山形市春日町７番９から

同 ８番23まで

３ 供用開始の期日 平成22年３月30日

山形県告示第297号

建設業法（昭和24年法律第100号）第29条第１項の規定により、建設業の許可を次のとおり取り消した。

平成22年３月30日

山形県知事 吉 村 美 栄 子

１ 処分をした年月日

平成22年３月18日
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２ 処分を受けた者

(1)商号 シンダイケン工機株式会社

(2)主たる営業所の所在地 最上郡真室川町大字新町字塩野944番地の１

(3)代表者の氏名 舟生 良助

(4)許可番号 山形県知事許可（般－17・20）第400523号

３ 処分の原因となった事実

平成20年９月26日に山形簡易裁判所から刑法（明治40年法律第45号）第204条の規定により罰金刑の略式命令

を受け、同年10月11日に刑が確定していた者が、同月25日付けでシンダイケン工機株式会社の取締役に、同年11

月17日付けで同社の代表取締役に就任したことは、建設業法第29条第１項第２号に該当する。

また、平成20年12月４日付けで提出された造園工事業の建設業許可申請書に、役員等が欠格要件に該当しない

旨を記載した誓約書及び代表取締役に賞罰がない旨を記載した略歴書を添付し建設業の許可の申請を行い、不正

の手段により同月24日に建設業の許可を受けたことは、建設業法第29条第1項第5号に該当する。

山形県告示第298号

道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定により、道路の区域を次のとおり変更した。

なお、関係図面は、置賜総合支庁建設部建設総務課において平成22年３月30日から同年４月12日まで縦覧に供す

る。

平成22年３月30日

山形県知事 吉 村 美 栄 子

１ 道路の種類 県 道

２ 路 線 名 口田沢川西線

３ 変更の区間並びに当該区間に係る敷地の幅員及びその延長

山形県告示第299号

道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定により、県道の供用を次のとおり開始する。

なお、関係図面は、置賜総合支庁建設部建設総務課において平成22年３月30日から同年４月12日まで縦覧に供す

る。

平成22年３月30日

山形県知事 吉 村 美 栄 子

１ 路 線 名 口田沢川西線

２ 供用開始の区間 東置賜郡川西町大字上小松字西五日町3492番から

同 3494番１まで

３ 供用開始の期日 平成22年３月30日

山形県告示第300号

道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定により、道路の区域を次のとおり変更した。

なお、関係図面は、庄内総合支庁建設部建設総務課において平成22年３月30日から同年４月12日まで縦覧に供す

る。

平成22年３月30日

山形県知事 吉 村 美 栄 子

１ 道路の種類 一般国道

２ 路 線 名 345号

３ 変更の区間並びに当該区間に係る敷地の幅員及びその延長

延 長敷地の幅員旧新の別区 間

メートル

34
メートル10.0～

7.6
旧

東置賜郡川西町大字上小松字西五日町3492番から

同 3494番１まで

同 上
メートル11.0～

7.6
新同 上
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山形県告示第301号

平成19年３月県告示第304号（山形県港湾施設の概要）の一部を次のように改正し、平成22年４月１日から施行す

る。

なお、関係図面は、土木部交通政策課及び庄内総合支庁建設部港湾事務所において縦覧に供する。

平成22年３月30日

山形県知事 吉 村 美 栄 子

１ 酒田港(1)第１酒田プレジャーボートスポット及び第２酒田プレジャーボートスポット以外の港湾施設の項

「 「

の表水域施設Ａの項中 を に改め、同表荷さばき施設Ｆの項中

」 」

「 「 「 「

を に改め、同表保管施設Ｈの項中 を に、

」 」 」 」

「 「

を に改め、同表港湾環境整備施設Ｌの項中

」 」

「

を

」

「

に改め、同

」

表港湾管理施設Ｎの項中

「

を

」

「

に改める。

」

「 「

３ 鼠ヶ関港(1)鼠ヶ関マリーナ以外の港湾施設の項の表中 を に改

」 」

「 「

め、同表保管施設Ｈの項中 を に改め、同表港湾管理施設Ｎの項を削る。

」 」

延 長敷地の幅員旧新の別区 間

メートル

64
メートル82.0～

31.0
旧

酒田市相沢字道脇354番１から

同 字道脇352番１まで

同 上
メートル78.0～

32.0
新同 上

200～295×720110～350×720

7,4538,054 11,4909,290

30,11827,648

22,581－５船場町緑地

5,733.89平方メートル３－１交流広場広場

27,020－５船場町緑地

26.51－３
酒田港海洋性廃棄物焼却

施設管理棟

30－５酒田北港焼却施設管理棟

30－５酒田北港焼却施設管理棟

荷さばき施設Ｆ荷さばき地Ｆ

16,45016,390
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山形県告示第302号

都市計画法（昭和43年法律第100号）第５条第６項において準用する同条第１項の規定により、都市計画区域を

次のとおり変更する。

なお、関係図書は、土木部都市計画課及び置賜総合支庁建設部西置賜道路計画課において縦覧に供する。

平成22年３月30日

山形県知事 吉 村 美 栄 子

１ 都市計画区域の名称

長井都市計画区域

２ 都市計画区域の変更に係る土地の区域

(1)新たに都市計画区域に含まれる土地の区域

長井市九野本字西高野（648－２に限る。）、字大正、字東新町、字谷地寺、字大谷地、字長野、字中道、字高

野（718－１、718－５、718－６、718－８、718－12、951－１から951－３まで、955－１、956－１、959－１、

960－１、960－３、960－４、961－１、961－２、961－４、961－９、962、963－１、963－２、966、967－１

から967－３まで、967－５、970、971－１から971－３まで、972、973、974－２、974－３、975、981、982－

１、982－２、983－１、983－２、985、987、988、989－１、990－１及び990－２に限る。）及び字谷地（1015、

1016、1017－１、1017－２、1018－１から1018－３まで、1019－１、1019－２、1021－１、1021－２、1022か

ら1031まで、1033から1035まで、1036－１、1036－２、1037から1039まで、1041、1042、1043－２、1044－１、

1045、1047、1048－１、1048－３、1051－１、1051－２、1052、1053－１、1054－１、1055、1056－１、1056

－２，1057－１、1057－２、1059－１、1061－１、1062－１、1063－１及び1064に限る。）、泉字中河原壱（72－

１、72－２の一部、73－２の一部、74－１及び74－５の一部に限る。）、字中河原弐（90－１の一部、92－１、

92－２、92－３の一部、93から96まで、96－２、96－３、97、98、98－２、99から101まで、102－１、104及び

105に限る。）、字中河原三、字中河原四、字落堀、字向川原、字丸山壱、字丸山弐、字丸山参、字船場壱、字船

場弐、字船場三、字金山、字東田之入、字枝沢、字東一本木、字先達沢、字五葉沢、字羽黒沢、字境之沢、字

松河端壱、字松河端弐、字前開、字白川向壱、字白川向弐、字高野河原壱、字高野河原弐、字高野河原三、字

高野河原四、字前川原壱、字壱本木（30、30－１及び30－２に限る。）、字金坪（1366の一部、1369－２の一部、

1370－２、1370－３の一部、1371－２、1371－３、1371－４の一部、1372－２の一部及び1372－３の一部に限

る。）、字前小路（1011－１、1011－２の一部、1011－３、1012－２、1012－３の一部、1012－４から1012－６

まで、1014－４の一部、1015－１の一部、1017－１、1017－２、1018、1018－１及び1019－１の一部に限る。）、

字舘（1324－２の一部に限る。）、字向野（359－１、359－２、360、361－１、361－２、362、363－１、363－

２の一部、365－乙の一部、366－２、366－３、366－乙の一部、395－２の一部、396－２の一部、399－２の一

部、399－乙の一部、400－１、400－２、401－１、401－２、402から404まで、404－２、404－４、404－５、

405、406、407－１から407－３まで及び408から411までに限る。）、字河原子壱（983－２の一部、984－１から

984－６まで、985－２、985－３の一部及び985－６に限る。）、字河原子弐（995－２、995－３の一部、995－

４、995－8及び995－乙に限る。）、字河原子三（997の一部、998－１、998－２、998－３の一部、999－１、999

－２、1000－２、1000－３、1001、1001－１、1001－乙、1002、1002－乙、1003－１、1003－２、1004－１、

1004－２、1005から1010まで及び1010－１に限る。）、字羽黒南（2414、2416、2417、2417－１、2418－１、2418

－２、2419－１、2419－２、2420、2421、2434－１から2434－３まで、2435－１、2435－２、2436から2442ま

で、2444から2447まで、2449の一部、2451の一部、2452、2456、2457、2461、2466及び2467の一部に限る。）、

字前川原弐（234、234－１、234－３、235－１から235－４まで、236－１から236－４まで、237－１から237－

５まで、238－１から238－５まで、239－１、239－２の一部、239－３、240－２の一部、241－２、241－３、

244－２、244－３の一部、244－４、245－１、245－２の一部、245－３、245－４、246の一部、247－１、247

－２の一部、247－３、247－４、248－１、248－２の一部、248－３から248－７まで、248－9から248－１3ま

で、250の一部、251－１から251－６まで、252－１、252－３の一部及び252－４に限る。）及び字的場（412、

412－乙、413、413－１、413－２、414－１から414－４まで、415から417まで、418－２、419、420－２、420

－３の一部、421－１、421－２の一部及び422の一部に限る。）、時庭字壇ノ越、字諏訪、字諏訪前、字諏訪ノ

下、字八幡前、字南田、字田仲前、字田仲北、字町屋敷、字仲道、字仲道東、字下川原、字下川原西、字壇廻、

字向北、字六角、字石仏、字藤檀、字川崎、字上川原、字上川原前、字向川原、字向川原前、字向川原西、字

板橋東、字滑志川原、字東滑志、字向西、字舟場上、字向、字東川原、字船場尻、字塔場東、字街道東、字街

道、字街道西、字船場、字中島川原、字豊成（134－１、1950、1951－１、1951－２、1952－１から1952－9ま

で、1953から1956まで、1957－１、1957－５から1957－１1まで、1960－１、1961－１から1961－４まで、1962
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－１、1962－２、1963から1968まで、1969－１、1970、1971－１、1972、1973、1974－１、1974－２、1975か

ら1978まで、1980から1984まで、1986から1991まで、1992－１から1992－３まで及び1993から2000までに限

る。）、字豊改二（1849、1850、1850－１、1851から1854まで、1855－１から1855－３まで、1856－１、1856－

２、1857－１、1857－２、1858－１、1858－２、1859－１から1859－３まで、1860から1862まで、1863－１、

1863－２、1864－１、1864－２、1865、1866、1867－１から1867－３まで、1868－１、1868－２、1869、1869

－１、1870の一部、1872、1874の一部、1876から1880まで、1881－１、1881－２、1882から1884まで及び1886

から1888までに限る。）、字豊田（1894－１から1894－３まで、1895から1902まで、1903－１から1903－４まで、

1904－１から1904－３まで、1905－１、1905－２、1906、1907－１から1907－３まで、1910、1911－１から1911

－４まで、1912、1913、1914－１から1914－４まで、1917－１から1917－４まで、1918－１、1918－２、1919

－１、1919－２、1920－１から1920－３まで、1921から1923まで、1923－１、1923－２、1924－１から1924－

３まで、1925－１から1925－３まで、1926－１から1926－５まで、1927の一部、1928の一部、1931、1932、1934

から1936まで、1938、1939－１、1939－２、1942及び1944から1947までに限る。）、字五ノ神（1156－４、1157

－４、1157－５、1158－４の一部、1159－４の一部、1160－４、1160－５、1162－５、1162－9の一部、1162－

１3の一部及び1162－１6に限る。）、字猫作（1166－４の一部、1167－２の一部及び1168－５の一部に限る。）、字

九枚田（944－５の一部、946－２の一部、946－３、947－３の一部、947－５の一部、947－６及び953－６の一

部に限る。）、字細川（1024、1024－２、1025－２、1025－４、1027－２、1028－３、1028－４、1029－１から

1029－５まで、1029－8、1029－9、1029－１1から1029－１4まで、1031、1032－１、1033、1034－１、1034－２、

1034－６、1034－７、1035－２から1035－５まで、1035－７、1035－9、1036－２、1037－１、1037－２、1038

－１の一部、1038－２から1038－５まで、1040－３、1040－４、1041－１、1041－３から1041－１0まで、1044

－２及び1044－５に限る。）及び字田仲（985、985－１、985－２、986－１から986－１9まで、987－１から987

－３まで、988、989－２、990－１から990－４まで、993－１から993－３まで、994－１から994－３まで、995

－１から995－３まで、996、997－１から997－３まで、998、998－１、998－乙、999－７、999－9から999－１1

まで、999－１4から999－１7まで、1000－１、1000－３、1002－１、1002－２、1002－４、1002－６から1002－

８まで、1003－４、1005、1005－１、1006－１、1006－２、1007－１、1007－２、1008、1016－１、1016－２、

1017－２、1017－３、1018－１、1021－１、1021－３、1021－乙、1022－２、1023－３の一部、1023－４、1822

－２及び1822－３に限る。）、歌丸字下歌丸、字下歌丸弐、字下歌丸参、字下歌丸四、字中道、字中道弐、字中

道参、字中道四、字中道五、字中道六、字界斉、字界斉壱、字界斉弐、字界斉参、字界斉四、字界斉五、字界

斉六、字界斉七、字下河原、字下川原一（2168－１、2168－４、2182－７、2182－８の一部、2182－９、2182

－11の一部及び2182－13に限る。）、字下川原三（2217－１、2217－２、2218－１、2218－３、2235－４、2235

－５、2236－１、2236－２、2237－１から2237－３まで、2238、2239－１、2239－２、2241－２、2242－５、

2242－６、2242－９、2242－11、2242－19から2242－21まで、2244－２及び2312に限る。）、字下川原四、字川

原一、字川原二、字川原三、字川原四（2294－２、2295－２、2296－２、2296－３の一部及び2297－２に限る。）、

字六本佛壱（1188－５の一部、1188－８、1216－１、1217－２、1240－１、1240－３から1240－11まで、1240

－１3、1240－14、1243－１から1243－３まで、1245－１、1245－２、1246－１、1246－３、1247－１の一部、

1247－２、1247－４、1247－５及び1247－７から1247－12までに限る。）、字田中六（774－６、774－８、774－

10及び774－11に限る。）及び字田中七（788－２及び788－６に限る。）、河井並びに今泉

(2)都市計画区域から除外される土地の区域

なし

山形県告示第303号

都市計画法（昭和43年法律第100号）第21条第１項の規定により次の都市計画を変更したので、関係図書の写し

を次のとおり縦覧に供する。

平成22年３月30日

山形県知事 吉 村 美 栄 子

１ 都市計画の種類及び名称

(1)種 類 山形広域都市計画道路

(2)名 称 ３・４・203号荒谷高擶線

２ 都市計画を変更した土地の区域

(1)追加する部分 天童市大字荒谷字北原、字本条、字下条、字長井仏及び字日川地内

(2)削除する部分 天童市大字荒谷字本条、字桜段、字長井仏及び字金石段地内
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３ 縦覧の場所

土木部都市計画課及び村山総合支庁建設部都市計画課

山形県告示第304号

都市計画法（昭和43年法律第100号）第21条第１項の規定により次の都市計画を変更したので、関係図書の写し

を次のとおり縦覧に供する。

平成22年３月30日

山形県知事 吉 村 美 栄 子

１ 都市計画の種類及び名称

(1)種 類 米沢都市計画道路

(2)名 称 ３・３・６号万世中田線、３・４・10号通町花沢線及び３・４・12号片子旭町線

２ 都市計画を変更した土地の区域

(1)３・３・６号万世中田線

イ 追加する部分 なし

ロ 削除する部分 米沢市万世町片子字柏原、字柏原東及び字小原地内

(2)３・４・10号通町花沢線

イ 追加する部分 米沢市花沢町一丁目、花沢町及び大字花沢字下川原二地内

ロ 削除する部分 米沢市花沢町一丁目、花沢町及び大字花沢字下川原二地内

(3)３・４・12号片子旭町線

イ 追加する部分 なし

ロ 削除する部分 米沢市万世町片子、万世町片子字柏原及び字小原、東一丁目、東二丁目、東三丁目、下

花沢一丁目並びに東大通三丁目地内

３ 縦覧の場所

土木部都市計画課及び置賜総合支庁建設部道路計画課

山形県告示第305号

都市計画法（昭和43年法律第100号）第63条第１項の規定により、都市計画事業の事業計画の変更を次のとおり

認可した。

平成22年３月30日

山形県知事 吉 村 美 栄 子

１ 施行者の名称

酒 田 市

２ 都市計画事業の種類及び名称

(1)種 類 酒田都市計画下水道事業

(2)名 称 酒田公共下水道（最上川下流流域下水道（庄内処理区）酒田市流域関連公共下水道）

３ 変更の内容

設計の概要及び事業施行期間の変更

４ 事業施行期間

平成11年７月９日から平成28年３月31日まで

山形県告示第306号

都市計画法（昭和43年法律第100号）第63条第１項の規定により、都市計画事業の事業計画の変更を次のとおり

認可した。

平成22年３月30日

山形県知事 吉 村 美 栄 子

１ 施行者の名称

西 川 町

２ 都市計画事業の種類及び名称

(1)種 類 西川都市計画下水道事業

(2)名 称 西川町公共下水道
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３ 変更の内容

設計の概要及び事業施行期間の変更

４ 事業施行期間

平成６年９月27日から平成28年３月31日まで

山形県告示第307号

水防法（昭和24年法律第193号）第11条第１項の規定により、洪水予報を行う河川を次のとおり指定した。

平成22年３月30日

山形県知事 吉 村 美 栄 子

山形県告示第308号

水防法（昭和24年法律第193号）第14条第１項の規定により、浸水想定区域を次のとおり指定した。

平成22年３月30日

山形県知事 吉 村 美 栄 子

１ 村山総合支庁建設部河川砂防課関係

（「次の図」は、省略し、その関係図面を土木部河川砂防課及び村山総合支庁建設部河川砂防課に備え置いて縦

覧に供する。）

２ 村山総合支庁建設部北村山河川砂防課関係

（「次の図」は、省略し、その関係図面を土木部河川砂防課及び村山総合支庁建設部北村山河川砂防課に備え置い

て縦覧に供する。）

区 間

河川名水系名

下 流 端上 流 端

左岸

北村山郡大石田町大字岩ヶ袋 丹生川鉄道

橋まで

右岸

北村山郡大石田町大字岩ヶ袋 丹生川鉄道

橋まで

左岸

尾花沢市大字上柳渡戸 母袋橋から

右岸

尾花沢市大字母袋 母袋橋から

丹生川最上川

指定の区域及び浸水した場合に想定される水深浸水想定区域の指定に係る河川の名称

次の図のとおり最上川水系石子沢川

指定の区域及び浸水した場合に想定される水深浸水想定区域の指定に係る河川の名称

次の図のとおり最上川水系野尻川

〃最上川水系丹生川

〃最上川水系朧気川
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３ 最上総合支庁建設部河川砂防課関係

（「次の図」は、省略し、その関係図面を土木部河川砂防課及び最上総合支庁建設部河川砂防課に備え置いて縦覧

に供する。）

４ 置賜総合支庁建設部河川砂防課関係

（「次の図」は、省略し、その関係図面を土木部河川砂防課及び置賜総合支庁建設部河川砂防課に備え置いて縦覧

に供する。）

５ 置賜総合支庁建設部西置賜河川砂防課関係

（「次の図」は、省略し、その関係図面を土木部河川砂防課及び置賜総合支庁建設部西置賜河川砂防課に備え置

いて縦覧に供する。）

６ 庄内総合支庁建設部河川砂防課関係

指定の区域及び浸水した場合に想定される水深浸水想定区域の指定に係る河川の名称

次の図のとおり最上川水系鮭川

指定の区域及び浸水した場合に想定される水深浸水想定区域の指定に係る河川の名称

次の図のとおり最上川水系黒川

〃最上川水系織機川

指定の区域及び浸水した場合に想定される水深浸水想定区域の指定に係る河川の名称

次の図のとおり最上川水系置賜野川

〃荒川水系荒川

〃荒川水系横川

指定の区域及び浸水した場合に想定される水深浸水想定区域の指定に係る河川の名称

次の図のとおり最上川水系黒瀬川

〃最上川水系小牧川

〃最上川水系田沢川

〃赤川水系赤川

〃赤川水系内川

〃赤川水系新内川

〃月光川水系月光川

〃月光川水系庄内高瀬川
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（「次の図」は、省略し、その関係図面を土木部河川砂防課及び庄内総合支庁建設部河川砂防課に備え置いて縦

覧に供する。）

山形県告示第309号

土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成12年法律第57号）第６条第１項の規定

により、土砂災害警戒区域を次のとおり指定する。

平成22年３月30日

山形県知事 吉 村 美 栄 子

〃日向川水系荒瀬川

〃五十川水系五十川

〃温海川水系温海川

〃庄内小国川水系庄内小国川

〃鼠ヶ関川水系鼠ヶ関川

土砂災害の発生原因となる

自然現象の種類
指定の区域土砂災害警戒区域の名称

土石流別紙図面のとおり釈迦沢－１

土石流別紙図面のとおり釈迦沢－２

土石流別紙図面のとおり上笹野沢

土石流別紙図面のとおり笹野町沢

土石流別紙図面のとおり古志田町沢３

土石流別紙図面のとおり境の沢

土石流別紙図面のとおり山の神沢

土石流別紙図面のとおり桜谷１

土石流別紙図面のとおり桜谷２

土石流別紙図面のとおり古志田町沢１

土石流別紙図面のとおり古志田町沢２

土石流別紙図面のとおり湯の沢

土石流別紙図面のとおり笹野本町沢

土石流別紙図面のとおり芦沢
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なお、「別紙図面」は省略し、土木部河川砂防課及び置賜総合支庁建設部河川砂防課並びに米沢市役所において

縦覧に供する。

山形県告示第310号

土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成12年法律第57号）第６条第１項の規定

により、土砂災害警戒区域を次のとおり指定する。

平成22年３月30日

山形県知事 吉 村 美 栄 子

土石流別紙図面のとおり北の沢

土石流別紙図面のとおり無名沢川

土石流別紙図面のとおり山田沢１

土石流別紙図面のとおり山田沢２

土石流別紙図面のとおり滝沢

土砂災害の発生原因となる

自然現象の種類
指定の区域土砂災害警戒区域の名称

土石流別紙図面のとおり池黒沢３

土石流別紙図面のとおり池黒沢４

土石流別紙図面のとおり漆山沢１

土石流別紙図面のとおり漆山沢８

土石流別紙図面のとおり漆山沢７

土石流別紙図面のとおり羽付沢２

土石流別紙図面のとおり田町下沢

土石流別紙図面のとおり別所谷

土石流別紙図面のとおり宮内沢９

土石流別紙図面のとおり内原沢２

土石流別紙図面のとおり内原沢１

急傾斜地の崩壊別紙図面のとおり池黒１

急傾斜地の崩壊別紙図面のとおり漆山３

急傾斜地の崩壊別紙図面のとおり宮内５
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なお、「別紙図面」は省略し、土木部河川砂防課及び置賜総合支庁建設部河川砂防課並びに南陽市役所において

縦覧に供する。

山形県告示第311号

土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成12年法律第57号）第６条第１項の規定

により、土砂災害警戒区域を次のとおり指定する。

平成22年３月30日

山形県知事 吉 村 美 栄 子

なお、「別紙図面」は省略し、土木部河川砂防課及び置賜総合支庁建設部河川砂防課並びに高畠町役場において

縦覧に供する。

山形県告示第312号

土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成12年法律第57号。以下「法」という。）

第８条第１項の規定により、土砂災害特別警戒区域を次のとおり指定する。

平成22年３月30日

山形県知事 吉 村 美 栄 子

急傾斜地の崩壊別紙図面のとおり須刈田－１

急傾斜地の崩壊別紙図面のとおり須刈田－２

急傾斜地の崩壊別紙図面のとおり池黒２

急傾斜地の崩壊別紙図面のとおり漆山１

急傾斜地の崩壊別紙図面のとおり漆山２

急傾斜地の崩壊別紙図面のとおり漆山４

急傾斜地の崩壊別紙図面のとおり漆山５

急傾斜地の崩壊別紙図面のとおり宮内３－１

急傾斜地の崩壊別紙図面のとおり宮内３－２

急傾斜地の崩壊別紙図面のとおり田町下

急傾斜地の崩壊別紙図面のとおり尾島

急傾斜地の崩壊別紙図面のとおり宮内２－１

急傾斜地の崩壊別紙図面のとおり宮内２－２

土砂災害の発生原因となる

自然現象の種類
指定の区域土砂災害警戒区域の名称

地滑り別紙図面のとおり南宿
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なお、「別紙図面」は省略し、土木部河川砂防課及び置賜総合支庁建設部河川砂防課並びに米沢市役所において

縦覧に供する。

山形県告示第313号

土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成12年法律第57号。以下「法」という。）

第８条第１項の規定により、土砂災害特別警戒区域を次のとおり指定する。

平成22年３月30日

山形県知事 吉 村 美 栄 子

土砂災害の発生原因となる

自然現象の種類

指定の区域及び法第８条

第２項に規定する政令で

定める事項

土砂災害特別警戒区域の名称

土石流別紙図面のとおり釈迦沢－２

土石流別紙図面のとおり笹野町沢

土石流別紙図面のとおり古志田町沢３

土石流別紙図面のとおり山の神沢

土石流別紙図面のとおり桜谷１

土石流別紙図面のとおり古志田町沢２

土石流別紙図面のとおり湯の沢

土石流別紙図面のとおり芦沢

土石流別紙図面のとおり北の沢

土石流別紙図面のとおり山田沢１

土砂災害の発生原因となる

自然現象の種類

指定の区域及び法第８条

第２項に規定する政令で

定める事項

土砂災害特別警戒区域の名称

土石流別紙図面のとおり池黒沢３

土石流別紙図面のとおり池黒沢４

土石流別紙図面のとおり漆山沢８

土石流別紙図面のとおり漆山沢７

土石流別紙図面のとおり羽付沢２

土石流別紙図面のとおり田町下沢

土石流別紙図面のとおり別所谷
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なお、「別紙図面」は省略し、土木部河川砂防課及び置賜総合支庁建設部河川砂防課並びに南陽市役所において

縦覧に供する。

山形県告示第314号

昭和39年８月県告示第707号（山形県財務規則の規定による建設工事請負契約約款、物件売払契約約款及び物件

購入契約約款）の一部を次のように改正し、平成22年４月１日から施行する。ただし、同日前に行われた公告その

他の契約の申込の誘引に係る契約で、同日以後に締結する契約については、なお従前の例による。

平成22年３月30日

山形県知事 吉 村 美 栄 子

第１ 建設工事請負契約約款の一部を次のように改正する。

第36条第８項並びに第47条第２項及び第４項中「年3.6パーセント」を「年3.3パーセント」に改める。

第49条の２第１項第２号中「含む。）」を「含む。）若しくは第４項又は第20条の２から第20条の６まで」に改め、

同項第２号の３及び同条第２項中「第７条の２第13項又は第16項」を「第７条の２第18項又は第21項」に改める。

土石流別紙図面のとおり宮内沢９

土石流別紙図面のとおり内原沢２

土石流別紙図面のとおり内原沢１

急傾斜地の崩壊別紙図面のとおり池黒１

急傾斜地の崩壊別紙図面のとおり漆山３

急傾斜地の崩壊別紙図面のとおり宮内５

急傾斜地の崩壊別紙図面のとおり須刈田－１

急傾斜地の崩壊別紙図面のとおり須刈田－２

急傾斜地の崩壊別紙図面のとおり池黒２

急傾斜地の崩壊別紙図面のとおり漆山１

急傾斜地の崩壊別紙図面のとおり漆山２

急傾斜地の崩壊別紙図面のとおり漆山４

急傾斜地の崩壊別紙図面のとおり漆山５

急傾斜地の崩壊別紙図面のとおり宮内３－２

急傾斜地の崩壊別紙図面のとおり田町下

急傾斜地の崩壊別紙図面のとおり尾島

急傾斜地の崩壊別紙図面のとおり宮内２－１

急傾斜地の崩壊別紙図面のとおり宮内２－２
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第52条第３項並びに第54条第１項及び第２項中「年3.6パーセント」を「年3.3パーセント」に改める。

第２ 物件売払契約約款の一部を次のように改正する。

第６条第１項及び第７条第１項中「年3.6パーセント」を「年3.3パーセント」に改める。

第９条第１項第２号中「含む。）」を「含む。）若しくは第４項又は第20条の２から第20条の６まで」に改める。

第３ 物件購入契約約款の一部を次のように改正する。

第10条第１項及び第13条第１項中「年3.6パーセント」を「年3.3パーセント」に改める。

第15条第１項第２号中「含む。）」を「含む。）若しくは第４項又は第20条の２から第20条の６まで」に改める。

第４ 印刷物製造請負契約約款の一部を次のように改正する。

第14条第１項及び第17条第１項中「年3.6パーセント」を「年3.3パーセント」に改める。

第21条第１項第２号中「含む。）」を「含む。）若しくは第４項又は第20条の２から第20条の６まで」に改める。

第22条第１項及び第２項中「年3.6パーセント」を「年3.3パーセント」に改める。

山形県告示第315号

山形県体育施設条例の一部を改正する条例（平成21年３月県条例第41号）附則第３項及び同条例による改正後の

山形県体育施設条例（昭和39年３月県条例第38号）第11条第２項の規定により山形県体育館及び山形県武道館の利

用料金を次のとおり承認した。

平成22年３月30日

山形県知事 吉 村 美 栄 子

１ 利用料金

(1)施設

イ 山形県体育館

(ｲ)主競技場の全部（ステージを含む。）を単独で使用する場合

利 用 料 金 の 額

区 分

午後９時か

ら午前５時

まで

午前９時か

ら午後９時

まで

午後１時か

ら午後９時

まで

午前９時か

ら午後５時

まで

午後６時か

ら午後９時

まで

午後１時か

ら午後５時

まで

午前９時か

ら正午まで

午前５時か

ら午前９時

まで、正午

から午後１

時まで及び

午後５時か

ら午後６時

まで

１時間当た

り

1,780円10,930円7,370円7,370円4,050円3,680円2,770円

１時間当た

り

880円

児童生徒

等のみが

使用する

場合

入場料金

を領収し

ない場合

アマチュ

アスポー

ツに使用

する場合

１時間当た

り

3,560円21,860円14,740円14,740円8,100円7,360円5,540円

１時間当た

り

1,760円

上記以外

の場合

１時間当た

り

3,560円21,860円14,740円14,740円8,100円7,360円5,540円

１時間当た

り

1,760円

児童生徒

等のみが

使用する

場合

入場料金

を領収す

る場合

１時間当た

り

7,120円43,720円29,480円29,480円16,200円14,720円11,080円

１時間当た

り

3,520円

上記以外

の場合

１時間当た

り

15,900円109,300円84,800円62,600円47,600円37,100円24,900円

１時間当た

り

11,000円

平日の場

合

入場料金

を領収し

ない場合

アマチュ

アスポー

ツ以外の

用途に使

用する場

合

１時間当た

り

19,000円131,100円101,700円75,100円57,000円44,500円29,800円

１時間当た

り

13,200円

土曜日等

の場合
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(ﾛ)主競技場の北側又は南側の部分を単独で使用する場合

（ハ）小競技場の全部を単独で使用する場合

１時間当た

り

63,600円437,200円339,200円250,400円190,400円148,400円99,600円

１時間当た

り

44,000円

平日の場

合
入場料金

を領収す

る場合

１時間当た

り

76,300円524,600円407,000円300,400円228,400円178,000円119,500円

１時間当た

り

52,800円

土曜日等

の場合

利 用 料 金 の 額

区 分 午後９時から

午前５時まで

午後６時から

午後９時まで

午前５時から

午後６時まで
使用の単位

880円630円490円１時間当たり児童生徒等のみ

が使用する場合

入場料金を領

収しない場合

アマチュア

スポーツに

使用する場

合

1,760円1,260円980円１時間当たり
上記以外の場合

利 用 料 金 の 額

区 分

午後９時ら

午前５時ま

で

午前９時か

ら午後９時

まで

午後１時か

ら午後９時

まで

午前９時か

ら午後５時

まで

午後６時か

ら午後９時

まで

午後１時か

ら午後５時

まで

午前９時か

ら正午まで

午前５時か

ら午前９時

まで、正午

から午後１

時まで及び

午後５時か

ら午後６時

まで

１時間当た

り

880円5,420円3,680円3,680円2,040円1,750円1,370円

１時間当た

り

490円

児童生徒

等のみが

使用する

場合

入場料金

を領収し

ない場合

アマチュ

アスポー

ツに使用

する場合

１時間当た

り

1,760円10,840円7,360円7,360円4,080円3,500円2,740円

１時間当た

り

980円

上記以外

の場合

１時間当た

り

1,760円10,840円7,360円7,360円4,080円3,500円2,740円

１時間当た

り

980円

児童生徒

等のみが

使用する

場合

入場料金

を領収す

る場合

１時間当た

り

3,520円21,680円14,720円14,720円8,160円7,000円5,480円

１時間当た

り

1,960円

上記以外

の場合

１時間当た

り

8,030円54,890円42,380円31,130円23,550円18,610円12,620円

１時間当た

り

5,450円

平日の場

合
入場料金

を領収し

ない場合

アマチュ

アスポー

ツ以外の

用途に使

用する場

合

１時間当た

り

9,630円65,860円50,850円37,350円28,260円22,330円15,140円

１時間当た

り

6,540円

土曜日等

の場合

１時間当た

り

32,100円219,500円169,500円124,500円94,200円74,400円50,400円

１時間当た

り

21,800円

平日の場

合
入場料金

を領収す

る場合

１時間当た

り

38,500円263,400円203,400円149,400円113,000円89,200円60,400円

１時間当た

り

26,100円

土曜日等

の場合



山 形 県 公 報 第2130号平成22年３月30日（火曜日）

386

(ﾆ)(ｲ)、(ﾛ)及び(ﾊ)以外の場合

ロ 山形県武道館

(ｲ)柔道場又は剣道場の全部を単独で使用する場合

(ﾛ)(ｲ)以外の場合

利用料金の額使用の単位区 分

60円
午前９時から正午まで、午後１時から午

後５時まで及び午後６時から午後９時ま

でそれぞれ１人１回当たり

児童等が使用する場合

110円生徒等が使用する場合

220円上記以外の場合

利 用 料 金 の 額

区 分

午後９時か

ら午前５時

まで

午前９時か

ら午後９時

まで

午後１時か

ら午後９時

まで

午前９時か

ら午後５時

まで

午後６時か

ら午後９時

まで

午後１時か

ら午後５時

まで

午前９時か

ら正午まで

午前５時か

ら午前９時

まで、正午

から午後１

時まで及び

午後５時か

ら午後６時

まで

１時間当た

り

640円3,680円2,400円2,400円1,370円1,270円880円

１時間当た

り

240円

児童生徒

等のみが

使用する

場合

入場料金

を領収し

ない場合

アマチュ

アスポー

ツに使用

する場合

１時間当た

り

1,280円7,360円4,800円4,800円2,740円2,540円1,760円

１時間当た

り

480円

上記以外

の場合

１時間当た

り

1,280円7,360円4,800円4,800円2,740円2,540円1,760円

１時間当た

り

480円

児童生徒

等のみが

使用する

場合

入場料金

を領収す

る場合

１時間当た

り

2,560円14,720円9,600円9,600円5,480円5,080円3,520円

１時間当た

り

960円

上記以外

の場合

１時間当た

り

3,740円25,240円19,350円14,300円10,830円8,570円5,780円

１時間当た

り

2,560円

入場料金を領収しな

い場合
アマチュ

アスポー

ツ以外の

用途に使

用する場

合

１時間当た

り

7,480円50,480円38,700円28,600円21,660円17,140円11,560円

１時間当た

り

5,120円

入場料金を領収する

場合

利用料金の額使 用 の 単 位区 分

60円
午前９時から正午まで、午後１時から午

後５時まで及び午後６時から午後９時ま

でそれぞれ１人１回当たり

児童等が使用する場合

110円生徒等が使用する場合

220円上記以外の場合
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(2)設備

(3)電気消費及び暖房使用に係る加算額

備考

１ この表において「入場料金を領収する場合」とは、使用者がいずれの名義でするかを問わず、入場者から

その入場の対価を領収する場合をいう。

２ この表において「児童等」とは、幼稚園の幼児、小学校の児童若しくは中学校の生徒又はこれらに準ずる

者をいう。

３ この表において「生徒等」とは、高等学校の生徒又はこれに準ずる者をいう。

４ この表において「児童生徒等」とは、児童等又は生徒等をいう。

５ この表において「土曜日等」とは、土曜日及び日曜日並びに国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178

号）に規定する休日をいう。

６ この表により利用料金の額を算定する場合において、使用する時間の単位に満たないときは、その単位ま

で引き上げるものとする。

７ 施設等の使用に当たり電気を消費し、又は暖房を使用する場合は、(1)の表に掲げる額に(3)の表に掲げる

額を加算した額とする。

８ 合宿所を県外に住所を有する者が使用する場合は、(2)の表に掲げる額に300円を加算した額とする。

２ 適用期間

平成22年４月１日から平成25年３月31日まで

利 用 料 金 の 額

使 用 の 単 位区 分
アマチュアスポー

ツ以外の用途に使

用する場合

アマチュアスポーツに使用する場合

350円児童生徒等が使用する場合１人１泊当たり合宿所

480円上記以外の場合

700円270円１時間当たり会議室

700円370円１時間当たりステージ

310円170円１人１回当たり温水シャワー

1,190円440円１時間当たり放送設備

1,960円740円１組１時間当たり電光表示板

940円270円１時間当たりピアノ

95円35円１脚１回当たりいす（四連式）

加 算 額使用の単位区 分

4,070円１時間当たり全館灯（小競技場及び会議室以外の部分の全灯使用

をいう。）

山形県

体育館

電 気

2,440円１時間当たり全灯使用主競技場

1,220円１時間当たり４分の１灯を超え２分の１灯以下使用

610円１時間当たり４分の１灯以下使用

1,520円１時間当たり換気

610円１時間当たりステージ

160円１時間当たり小競技場

100円１時間当たり柔道場山形県

武道館 100円１時間当たり剣道場

40円１時間当たり会議室

500円１時間当たり特殊電源装置

9,680円１時間当たり山形県体育館主競技場暖 房

240円１人１泊当たり合宿所

420円１時間当たり会議室
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山形県告示第316号

山形県体育施設条例の一部を改正する条例（平成21年３月県条例第41号）附則第３項及び同条例による改正後の

山形県体育施設条例（昭和39年３月県条例第38号）第11条第２項の規定により山形県あかねケ丘陸上競技場の利用

料金を次のとおり承認した。

平成22年３月30日

山形県知事 吉 村 美 栄 子

１ 利用料金

(1)施設

イ 全部を単独で使用する場合

ロ イ以外の場合

(ｲ)個人使用の場合

(ﾛ)パスポートで使用する場合

利 用 料 金 の 額区 分

１時間当たり 700円児童生徒等のみが使用する場合入場料金を領収しない場

合

アマチュアスポー

ツに使用する場合

１時間当たり 1,400円上記以外の場合

１時間当たり 1,400円児童生徒等のみが使用する場合
入場料金を領収する場合

１時間当たり 2,900円上記以外の場合

１時間当たり 7,300円入場料金を領収しない場合アマチュアスポー

ツ以外の用途に使

用する場合 １時間当たり 29,300円入場料金を領収する場合

利 用 料 金 の 額区 分

１人１回当たり 50円児童等が使用する場合

１人１回当たり 100円生徒等が使用する場合

１人１回当たり 200円上記以外の場合

利 用 料 金 の 額区 分

１人当たり 3,000円
小学校の児童若しくは中学校の生徒又はこれらに準ずる者が使用する場

合

１人当たり 6,000円生徒等が使用する場合
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(2)設備

(3)電気消費に係る加算額

備考

１ この表において「入場料金を領収する場合」とは、使用者がいずれの名義でするかを問わず、入場者から

その入場の対価を領収する場合をいう。

２ この表において「児童等」とは、幼稚園の幼児、小学校の児童若しくは中学校の生徒又はこれらに準ずる

者をいう。

３ この表において「生徒等」とは、高等学校の生徒又はこれに準ずる者をいう。

４ この表において「児童生徒等」とは、児童等又は生徒等をいう。

５ この表により利用料金の額を算定する場合において、使用する時間の単位に満たないときは、その単位ま

で引き上げるものとする。

６ 施設の使用に当たり設備を使用し又は電気を消費する場合は、(1)の表に掲げる額に(2)又は(3)の表に掲

げる額を加算した額とする。ただし、パスポート使用の場合は、加算しないものとする。

７ パスポートの申請は、各学校のクラブその他のクラブが行うものとする。

８ パスポートの有効期限は、最初に当該パスポートによる使用の許可のあった日以後における最初の3月31

日までとする。

２ 適用期間

平成22年４月１日から平成25年３月31日まで

教育委員会関係

規 則

山形県体育施設条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成22年３月30日

山 形 県 教 育 委 員 会

委 員 長 長 南 博 昭

山形県教育委員会規則第２号

山形県体育施設条例施行規則の一部を改正する規則

山形県体育施設条例施行規則の一部を改正する規則（昭和41年７月県教育委員会規則第５号）の一部を次のよう

に改正する。

利 用 料 金 の 額

使 用 の 単 位区 分
アマチュアスポーツ以外に

使用する場合

アマチュアスポーツに使

用する場合

300円100円１人１回当たり温水シャワー

1,100円400円１人１回当たり放送設備

加算額使用の単位区 分

700円１時間当たり単独で使用する場合夜間照明電気

10円１人１回当たり上記以外の場合

500円１時間当たり特殊電源装置
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第１条中「第６条」を「第13条」に改める。

第２条から第４条までを削る。

第５条第１項中「体育館等」を「体育施設」に、「毎月」を「条例第８条の規定により指定管理者が管理を行う場

合を除き、毎月」に、「翌年１月３日まで」を「翌年の１月３日までの日」に改め、同条第２項中「館長」を「教育

委員会」に改め、同条を第２条とする。

第６条第１項中「体育館等」を「体育施設」に、「午前９時」を「条例第８条の規定により指定管理者が管理を行

う場合を除き、午前９時」に改め、同条第２項中「館長」を「教育委員会」に改め、同条を第３条とする。

第７条第１項中「により、体育館等の使用の許可」を「による体育施設の使用の許可（以下「使用許可」とい

う。）」に、「者は」を「者は、条例第８条の規定により指定管理者が管理を行う場合を除き」に、「館長」を「教育

委員会」に改め、同条第２項中「施設又は設置」を「体育施設の施設又は設備」に改め、同条を第４条とする。

第８条中「館長は、条例第２条の規定による許可」を「教育委員会は、使用許可」に改め、同条を第５条とする。

第９条中「条例第２条の規定による許可」を「使用許可」に、「当該許可」を「条例第８条の規定により指定管理

者が管理を行う場合を除き、当該使用許可」に、「館長」を「教育委員会」に改め、同条を第６条とする。

第10条中「館長」を「教育委員会」に、「使用の許可」を「使用許可」に改め、同条を第７条とする。

第11条第１項中「体育館等」を「体育施設」に、「を第７条の規定による山形県体育施設使用許可申請書に添えて

館長」を「により教育委員会」に改め、同条第２項中「館長」を「教育委員会」に、「体育館等」を「体育施設」に

改め、同条を第８条とする。

第12条中「体育館等の使用の許可」を「使用許可」に、「当該許可」を「当該使用許可」に改め、同条を第９条と

する。

第13条第１項各号を次のように改める。

(1)使用許可を受けた体育施設の施設以外には立ち入らないこと。

(2)使用許可を受けた体育施設の施設又は設備以外は使用しないこと。

(3)教育委員会（条例第８条の規定により指定管理者が管理を行う場合にあっては指定管理者）の許可なく寄付

金の募集、物品の販売、飲食物の提供を行わないこと。

(4)教育委員会（条例第８条の規定により指定管理者が管理を行う場合にあっては指定管理者）の許可なく広告

物等の掲示若しくは配布又は看板、立札等の設置を行わないこと。

(5)前各号に掲げるもののほか、教育委員会（条例第８条の規定により指定管理者が管理を行う場合にあっては

指定管理者）の指示する事項。

第13条第２項中「体育館等」を「体育施設」に改め、同条を第10条とする。

第14条中「館長は、体育館等に入館又は入場している者（前条の規定の適用がある者を除く。）が前条第１項第３

号及び第４号に規定する事項に違反したとき、その他体育館等」を「教育委員会（条例第８条の規定により指定管

理者が管理を行う場合にあっては指定管理者）は、体育施設に入館又は入場している者（前条第２項の規定の適用

がある者を除く。）が前条第１項各号に規定する事項に違反したとき、その他体育施設」に改め、同条を第11条とす

る。

第15条を削る。

第16条中「体育館等」を「体育施設」に、「第４条の規定により使用の許可」を「第４条（条例第10条第２項の規

定により読み替えて適用される場合を含む。以下同じ。）の規定により使用許可」に、「するとともに、館長の検査

を受けなければならない」を「しなければならない」に改め、同条を第12条とする。

第17条中「体育館等の使用等の許可」を「使用許可」に、「県」を「県及び指定管理者」に改め、同条を第13条と

する。

第18条中「体育館等」を「体育施設」に、「教育長の承認を得て館長」を「教育委員会」に改め、同条を第14条と

する。

別記様式第１号、別記様式第２号甲、別記様式第３号及び別記様式第４号中「山形県体育館長」を「山形県教育委

員会」に改める。

附 則

１ この規則は、平成22年４月１日から施行する。

２ この規則の施行の際現にあるこの規則による改正前の様式による用紙については、当分の間、使用することが

できる。
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訓 令

山形県教育委員会訓令第２号

本 庁

教 育 事 務 所

県 立 学 校

学校以外の教育機関

山形県教育委員会職員安全衛生管理規程の一部を改正する訓令を次のように定める。

平成22年３月30日

山 形 県 教 育 委 員 会

委 員 長 長 南 博 昭

山形県教育委員会職員安全衛生管理規程の一部を改正する訓令

山形県教育委員会職員安全衛生管理規程（昭和51年４月県教育委員会訓令第３号）の一部を次のように改正す

る。

第31条第１項中第３号を削り、第４号を第３号とし、第５号を第４号とし、第６号を第５号とする。

第40条第１項中「第31条第１項第５号及び第６号」を「第31条第１項第４号及び第５号」に改める。

附 則

この訓令は、平成22年４月１日から施行する。

告 示

山形県教育委員会告示第７号

山形県体育施設条例の一部を改正する条例（平成21年３月県条例第41号）附則第３項及び同条例による改正後の

山形県体育施設条例（昭和39年３月県条例第38号）第９条第２項の規定により、山形県体育館及び山形県武道館の

休業日を次のとおり承認した。

平成22年３月30日

山 形 県 教 育 委 員 会

委 員 長 長 南 博 昭

１ 休業日

(1)毎月の第３月曜日（その日が国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178号）に規定する休日（以下「休

日」という。））であるときは、その日後においてもっとも近い休日でない日）

(2)12月29日から翌年１月３日まで

２ 適用期間

平成22年４月１日から平成25年３月31日まで

山形県教育委員会告示第８号

山形県体育施設条例の一部を改正する条例（平成21年３月県条例第41号）附則第３項及び同条例による改正後の

山形県体育施設条例（昭和39年３月県条例第38号）第９条第２項の規定により、山形県あかねケ丘陸上競技場の休

業日を次のとおり承認した。

平成22年３月30日

山 形 県 教 育 委 員 会

委 員 長 長 南 博 昭

１ 休業日

(1)毎月の第２月曜日（その日が国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178号）に規定する休日（以下「休

日」という。））であるときは、その日後においてもっとも近い休日でない日）

(2)12月29日から翌年１月３日まで

２ 適用期間

平成22年４月１日から平成25年３月31日まで
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公安委員会関係

規 則

山形県警察職員の定数の配分に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成22年３月30日

山 形 県 公 安 委 員 会

委 員 長 吉 田 美 智 子

山形県公安委員会規則第３号

山形県警察職員の定数の配分に関する規則の一部を改正する規則

山形県警察職員の定数の配分に関する規則（昭和34年９月県公安委員会規則第６号）の一部を次のように改正す

る。

第２条の表を次のように改める。

附 則

この規則は、平成22年４月１日から施行する。

内水面漁場管理委員会関係

指 示

山形県内水面漁場管理委員会指示第１号

漁業法（昭和24年法律第267号）第67条第１項及び第130条第４項の規定により、コイヘルペスウイルス病のまん

延を防止するため、次のとおり指示する。

平成22年３月30日

山形県内水面漁場管理委員会

会 長 伊 藤 健 雄

１ 指示の内容

(1)持出しの禁止

県内の区画漁業権漁場以外の公共用水面及びこれと連接一体を成す水面において、コイ（マゴイ及びニシキ

ゴイをいう。以下同じ。）がコイヘルペスウイルス病にかかり、又はかかっている疑いがあるとして知事が定

めた水域（水面に設置した工作物等により、コイのそ上が考えられず、制限の必要がないと判断される水域を

除く。）においては、内水面漁場管理委員会が承認した場合を除き、コイを持ち出してはならない。

(2)放流等の制限

イ 県内の公共用水面及びこれと連接一体を成す水面においては、内水面漁場管理委員会が承認した場合及び

捕獲したコイをその場で再び放す場合を除き、コイの放流又は移植を行ってはならない。

ロ 生死を問わず、県内の公共用水面及びこれと連接一体を成す水面にコイを遺棄してはならない。

２ 指示の期間 平成22年４月１日から平成23年３月31日まで

備 考合 計
その他の
職 員

警 察 官

区 分
計

警 部 補
巡査部長
巡 査

警 部警 視

警部補の総数は550人と

し、巡査部長の総数は

568人とする。

823人241人582人432人92人58人警 察 本 部

1,512人119人1,393人1,273人89人31人警 察 署
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企 業 局 関 係

規 程

山形県企業管理規程第１号

山形県企業局職員の人事に関する手続規程を次のように定める｡

平成22年３月30日

山形県企業管理者 細 谷 知 行

山形県企業局職員の人事に関する手続規程

目次

第１章 総則（第１条―第７条）

第２章 一般職の職員

第１節 常勤職員及び再任用短時間勤務職員等（第８条―第36条）

第２節 再任用短時間勤務職員等以外の非常勤職員（第37条―第41条）

第３章 特別職の職員

第１節 常勤職員（第42条）

第２節 非常勤職員（第43条―第44条）

第４章 雑則（第45条）

附則

第１章 総則

（趣旨）

第１条 この規程は、別に定めがある場合を除き、企業局の企業職員の任免、給与、服務、勤務条件、分限、懲戒

等（以下「人事」という。）に関する事務処理について必要な事項を定めることを目的とする。

（用語の定義）

第２条 この規程において、次の各号に掲げる用語の定義は、当該各号に定めるところによる。

(1)所属長 本局の課長及び事業所の長をいう。

(2)職員 企業管理者（以下「管理者」という。）の任命に係る者をいう。

(3)身分 一般職に属する常勤職員、地方公務員法（昭和25年法律第261号）第28条の４第１項、第28条の５第１

項又は第28条の６第１項若しくは第２項の規定により採用された職員で同法第28条の５第１項に規定する短時

間勤務の職を占めるもの（以下「再任用短時間勤務職員」という。）及び地方公務員の育児休業等に関する法

律（平成３年法律第110号。以下「育児休業法」という。）第18条第１項の規定により採用された職員（以下

「任期付短時間勤務職員」という。）（以下「一般職に属する常勤職員等」という。）の身分をいう。

(4)職 一般職に属する常勤職員等の職をいい、山形県企業局組織規程（昭和40年６月県企業管理規程第８号）

その他法令により定められている職員の職とする。

(5)職務 職員に遂行すべきものとして割り当てられる仕事をいう。

(6)採用、昇任及び降任 職員の任用に関する規則（昭和32年９月県人事委員会規則４―１。以下「任用規則」

という。）第４条に規定する採用（再任用を除く。）、昇任及び降任をいう。

(7)配置換 一般職に属する常勤職員等を昇任、降任、兼職以外の方法で他の職に任命すること。

(8)出向 一般職に属する常勤職員等を他の任命権者の任命に係る一般職に属する常勤職員等に転出させるこ

と。

(9)転入 他の任命権者の任命に係る一般職に属する常勤職員等を、併任以外の方法で一般職に属する常勤職員

等に任命すること。

(10)併任 他の任命権者の任命に係る一般職に属する常勤職員等を、当該職員のまま、一般職に属する常勤職員

等に任命すること。

(11)兼職 一般職に属する常勤職員等を、その現に有する職を保有させたまま、他の職に任命すること。

(12)昇格 一般職に属する常勤職員等の職務の級を、当該職員に対して現に適用されている、山形県企業局職員

の給与の支給に関する規程（昭和29年２月県電気事業管理規程第５号。以下「給与規程」という。）第２条第１

項の規定によりその例によるものとされる山形県職員等の給与に関する条例（昭和32年８月県条例第30号。以

下「県給与条例」という。）第４条第１項又は技能労務職員に関する規則（昭和33年４月県規則第22号）第３条

第１項に規定する給料表（以下「給料表」という。）と同一の給料表の上位の職務の級に変更すること。
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(13)昇給 一般職に属する常勤職員の給料を、当該職員に対して現に適用されている給料表の職務の級と同一

の職務の級の上位の号給に変更すること。

(14)休職 職員を、その身分を保有させたまま、地方公務員法第28条第２項又は職員の分限に関する条例（昭和

40年３月県条例第11号。以下「分限条例」という。）第２条の規定により職務に従事させないこと。

(15)復職 休職を命ぜられた職員を、職務に就かせること。

(16)退職 失職、免職又は定年退職の場合を除いて、職員がその身分を失うこと。

(17)定年退職 職員が、地方公務員法第28条の２第１項の規定により、その身分を失うこと。

(18)勤務延長 定年退職すべきこととなる職員を、山形県職員の定年等に関する条例（昭和58年12月県条例第

31号）第４条の規定により引き続いて勤務させること。

(19)再任用 定年退職した者等を、地方公務員法第28条の４第１項、第28条の５第１項又は第28条の６第１項若

しくは第２項の規定により職員に任用すること。

(20)免職 職員を、地方公務員法第28条第１項又は第29条第１項の規定により、その意に反して身分を失わせる

こと。

(21)失職 職員が、地方公務員法第28条第４項の規定により、その身分を失うこと。

(22)失職の例外 職員を、分限条例第７条第１項の規定により、その身分を失わせないこと。

(23)人事記録 職員の人事に関する別表に掲げる書類をいう。

（書類の提出）

第３条 この規程により提出又は送付する書類は、すべて総務企画課長を経由しなければならない。

（内申等）

第４条 管理者に対する職員の人事に関する内申は、所属長が行う。

２ 所属長を異にすることとなる職員の人事に関する内申は、新たに所属長となる者が内申するものとする。

３ 所属長は、職員の人事に関する内申をしようとする場合は、あらかじめ総務企画課長と協議しなければならな

い。ただし、定例的な事項又は軽易な事項については、この限りでない。

（組織等の変更）

第５条 所属長は、組織（職員の職を含む。）の新設又は改廃、職員の増減、人事に関する条例又は管理規程の制

定又は改廃等を行う必要があると認めた場合は、その理由及び内容を記載した書類に関係資料を添えて局長に提

出しなければならない。

２ 前条第３項の規定は、前項の場合について準用する。

（調査、報告）

第６条 総務企画課長は、職員の人事に関し必要な事項について調査をし、及び所属長から報告を求めることがで

きる。

（人事事務の整理）

第７条 所属長は、所属職員に係る人事記録を保管し、人事に関する通知書を受理した場合は、その都度関係人事

記録を整理しておかなければならない。

２ 局長その他本局の課に所属しない職員に係る人事に関する事務は、総務企画課長が整理するものとする。

第２章 一般職の職員

第１節 常勤職員及び再任用短時間勤務職員等

（採用内申）

第８条 所属長は、職員（非常勤及び特別職の職員（任期付短時間勤務職員を除く。）を除く。以下この節におい

て同じ。）に採用する必要があるときは、次により内申しなければならない。

(1)任用規則第８条に掲げる職に選考により採用しようとする場合は、人事内申書（別記様式第１号）及び次に

掲げる書類を提出して行うこと。ただし、内申に係る者が現に国又は人事委員会を置く他の地方公共団体の職

員である場合は、ニ及びホの書類を省略することができる。

イ 履歴に関する書類（本人自筆のもの）

ロ 評定調書（別記様式第２号）

ハ 学歴経験年数調書（別記様式第３号）

ニ 身体検査書（別記様式第４号）

ホ 最終学校の成績証明書（最終学校卒業（中途退学を含む。以下この号において同じ。）後２年以内の者又

は最終学校卒業後の職歴を有しない者に限る。）

ヘ 職歴を証明する書類又はその写し（最終学校卒業後の職歴を有しない者を除く。）



山 形 県 公 報 第2130号平成22年３月30日（火曜日）

395

ト 資格証明資料（採用につき資格又は免許を必要とするものについて、その資格若しくは免許を有すること

を証明する書類又はその写し）

(2)任用規則第10条第１項各号のいずれか又は育児休業法第６条第１項第２号に該当する場合において臨時的に

任用しようとする場合は、人事内申書及び前号イからトまでの書類を提出して行うこと。

２ 前項第１号ロの評定調書は、所属長又はその命を受けた者が、当該採用しようとする者に面接の上作成するも

のとする。

３ 所属長は、任期付採用又は臨時的任用に係る職員の任用期間を更新しようとする場合は、人事内申書により内

申しなければならない。この場合において、育児休業法第６条第３項又は第18条第３項の規定により任用期間を

更新しようとする場合は、当該職員の同意書（別記様式第５号）を添えて内申するものとする。

（採用）

第９条 採用される職員には、辞令書（別記様式第６号）を交付する。

２ 前項の辞令書は、次の表の左欄に掲げる職員の区分に応じ、同表の右欄に定める者が交付するものとする。た

だし、当該辞令書交付者が必要と認める場合は、所属長に交付させることができるものとする。

３ 総務企画課長は、新たに採用された職員（以下「新規採用者」という。）がある場合は、当該職員に係る次の

各号に掲げる書類等を所属長に送付するものとする。

(1)人事通知書（別記様式第７号）

(2)職員コード決定通知書（別記様式第８号）

(3)職員記章（山形県企業局就業規程（昭和43年４月県企業管理規程第２号。以下「就業規程」という。）別記様

式第３号による。）

(4)履歴書（別記様式第９号）

(5)用紙（職員証（就業規程別記様式第１号による。）及び勤務成績判定報告書（別記様式第10号））

４ 所属長は、前項の書類等を受理した場合は、次により処理するものとする。

(1)職員記章を当該職員に交付すること。

(2)職員証に所要事項を記載し、及び写真をちょう付して総務企画課長に送付すること。

５ 総務企画課長は、前項第２号の規定により職員証の送付を受けた場合は、職員証を整備して所属長に送付する

ものとする。

６ 所属長は、新規採用者について、その所属内における所属を定める場合は、第１項の辞令書により定められた

者を除き、辞令書（別記様式第11号）を交付して行うものとする。

７ 所属長は、新規採用者について職務を定める場合は、事務分担表により定めるものとする。

（昇任、降任）

第10条 所属長は、所属職員を任用規則第９条に掲げる職に昇任させようとする場合は、人事内申書に、履歴書及

び昇任させようとする職が特別の資格又は免許を必要とする場合におけるその資格若しくは免許を有することを

証明する書類又はその写しを添えて内申しなければならない。この場合において、給料表の適用を異にする必要

があるときは、当該人事内申書にその旨を併記して内申するものとする。

２ 前項の規定により職員を昇任させようとする場合において、当該職員を次条の規定により昇格させようとする

ときは、同条の規定にかかわらず、前項の人事内申書にその旨を併記することによって同条の規定による昇格の

内申に替えることができる。

３ 職員の昇任に伴い、所属長を異にすることとなる場合は、当該職員の昇任前の所属長は、当該職員に係る人事

記録（第10号から第14号までを除く。）を新たに当該職員の所属長となる者に引き継がなければならない。

４ 総務企画課長は、職員の昇任があった場合は、所属長（当該職員が、所属長を異にすることとなる場合は、そ

れぞれの所属長）に人事通知書を送付するものとする。

辞令書交付者職員の区分

管理者任用規則別表第１の職級１から職級４までの職にある職員

局長任用規則別表第１の職級５及び職級６の職にある職員

総務企画課長上記以外の職にある職員
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５ 前条第１項、第２項、第６項及び第７項の規定は、職員の昇任について準用する。

６ 前各項の規定は、職員の降任（分限処分による降任を除く。）について準用する。この場合において、人事内

申書には、当該職員の意に反しないことを証明する書類を添えるものとする。

（昇格）

第11条 所属長は、第13条の規定に該当する場合を除き、４月１日（以下「昇格日」という。）に給与規程第２条第

１項の規定によりその例によるものとされる給与の支給に関する基準と手続（昭和32年９月県人事委員会規則５

―１。以下「給与規則」という。）第25条又は第26条の規定に該当する職員を昇格させようとする場合は、昇格日

の属する月（以下「昇格月」という。）の前月の25日までに昇格の内申書（別記様式第12号）に昇格の勤務成績調

書（別記様式第13号）を添えて内申しなければならない。ただし、所属長に係る勤務成績の判定は、局長が行う

ものとする。

２ 総務企画課長は、職員の昇格があった場合は、昇格発令通知書（別記様式第14号）及び昇格発令書（別記様式

第15号）を所属長に送付するものとし、所属長は、当該昇格発令書を当該職員に交付するものとする。

（昇給）

第12条 所属長は、次条の規定に該当する場合を除き、１月１日（以下「昇給日」という。）に給与規程第２条第１

項の規定によりその例によるものとされる県給与条例第６条第１項の規定により職員を昇給させようとする場合

は、昇給日前１年間における当該職員の勤務成績を判定のうえ、昇給日の属する月（以下「昇給月」という。）

の前月の25日までに昇給等内申書（別記様式第16号）に昇給の勤務成績調書（別記様式第17号）を添えて内申し

なければならない。ただし、所属長に係る勤務成績の判定は、局長が行うものとする。

２ 所属長は、給与規程第２条第１項の規定によりその例によるものとされる給与規則第39条後段又は第40条第４

項の規定により昇給しないこととなる職員について、前項の規定に準じて内申しなければならない。

３ 総務企画課長は、職員の昇給があった場合は、昇給発令通知書（別記様式第18号）及び昇給発令書（別記様式

第19号）を所属長に送付するものとし、所属長は、当該昇給発令書を当該職員に交付するものとする。

（特別の場合の昇格又は昇給）

第13条 所属長は、給与規程第２条第１項の規定によりその例によるものとされる給与規則第27条、第42条若しく

は第43条又は公益的法人等への職員等の派遣等に関する規則（平成14年３月県人事委員会規則４―５）第４条に

該当する職員を昇格させ、又は昇給させようとする場合は、人事内申書に理由書を添えて内申しなければならな

い。

２ 第11条第２項及び前条第３項の規定は、前項の昇格及び昇給について準用する。当該昇格又は昇給が職員の死

亡によるものである場合は、昇格発令書又は昇給発令書は、当該職員であった者の遺族に交付するものとする。

（号給の調整）

第14条 所属長は、休職を命ぜられた職員が復職した場合、休暇の承認若しくは専従の許可を受けた職員が再び勤

務するに至った場合又は外国の地方公共団体の機関等に派遣される職員等の処遇等に関する条例（昭和63年３月

県条例第６号。以下「外国派遣条例」という。）第２条第１項の規定に基づき派遣された職員（以下「外国派遣

職員」という。）、公益的法人等への職員等の派遣等に関する条例（平成13年12月県条例第57号。以下「公益的法

人等派遣条例」という。）第２条第１項の規定に基づき派遣された職員（以下「公益的法人等派遣職員」とい

う。）、育児休業の承認を受けた職員若しくは山形県職員等の自己啓発等休業に関する条例（平成19年12月県条例

第63号。以下「自己啓発等休業条例」という。）第２条第１項の規定に基づき自己啓発等休業の承認を受けた職

員が職務に復帰した場合において、給与規程第２条第１項の規定によりその例によるものとされる給与規則第48

条、山形県職員等の育児休業等に関する条例（平成４年３月県条例第７号）第８条、自己啓発等休業条例第９条

又は公益的法人等への職員等の派遣等に関する規則第５条の規定により、その号給を調整する必要があると認め

るときは、復職等の日において号給を調整する場合にあっては人事内申書に復職時等における号給調整調書（別

記様式第20号）を添えて、復職等の日後における最初の昇給日において号給を調整する場合にあっては第12条第

１項に規定する昇給等内申書により内申しなければならない。

２ 総務企画課長は、前項の調整について決定したときは、復職時等における号給調整通知書（別記様式第21号）

を所属長に送付するものとし、所属長は、当該復職時等における号給調整通知書により当該職員に通知するもの

とする。

（初任給基準の異動）

第15条 所属長は、給与規程第２条第１項の規定によりその例によるものとされる給与規則第30条、第31条又は第

47条の規定により、職員の職務の級及び号給を決定する必要がある場合は、人事内申書に、初任給の基準を異に

することとなることを証明する書類又はその写し及び学歴経験年数調書を添えて内申しなければならない。
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２ 第11条第２項及び第12条第３項の規定は、前項の場合に準用する。

（給料表の異動）

第16条 所属長は、昇任、降任、配置換以外の方法で、職員を一の職務から給料表の適用を異にして他の職務に異

動させる必要がある場合は、人事内申書に、就かせようとする職が特別の資格又は免許を必要とする場合におけ

るその資格若しくは免許を有することを証明する書類又はその写しを添えて内申しなければならない。

２ 総務企画課長は、前項の職員について職務の級及び号給を決定した場合は、その旨を通知書により所属長に通

知するものとし、所属長は、当該通知書により当該職員に通知するものとする。

（配置換）

第17条 所属長は、職員を配置換させようとする場合は、人事内申書に、新たに任命される職が特別の資格又は免

許を必要とする場合におけるその資格若しくは免許を有することを証明する書類又はその写しを添えて内申しな

ければならない。この場合において、給料表の適用を異にする必要があるときは、当該人事内申書にその旨を併

記して内申するものとする。

２ 前項の規定により、職員を配置換させようとする場合において、当該職員を第11条の規定により昇格させよう

とするときは、同条の規定にかかわらず、前項の人事内申書にその旨を併記することによって、同条の規定によ

る昇格の内申に替えることができる。

３ 第９条第１項、第２項、第６項及び第７項並びに第10条第３項及び第４項の規定は、職員の配置換について準

用する。

（兼職）

第18条 所属長は、職員を兼職させようとする場合は、人事内申書に、新たに兼職させようとする職について特別

の資格又は免許を必要とする場合におけるその資格若しくは免許を有することを証明する書類又はその写しを添

えて内申しなければならない。

２ 所属長は、所属職員の兼職を解く必要があると認める場合は、職員がその身分を失うことによる場合を除き、

人事内申書により内申しなければならない。

３ 第９条第１項、第２項、第６項及び第７項並びに第10条第３項及び第４項の規定は、職員の兼職について準用

する。

（出向、転入及び併任）

第19条 所属長は、所属職員を出向させ、又は他の任命権者の任命に係る者を転入させ、若しくは併任させようと

する場合は、あらかじめ、その内容を記載した書類を局長に提出しなければならない。

２ 第９条の規定は職員の転入及び併任について、同条第１項及び第２項並びに第10条第４項の規定は職員の出向

について、それぞれ準用する。

（退職）

第20条 所属長は、所属職員から退職願（就業規程別記様式第24号による。）の提出があった場合は、速やかに人事

内申書に当該退職願を添えて内申しなければならない。この場合において、当該職員につき給与規程第２条第２

項の規定によりその例によるものとされる山形県職員等に対する退職手当支給条例（昭和28年10月県条例第26

号）第27条第２項又は公益的法人等派遣条例第19条第３項の規定の適用があるときは、その旨を人事内申書に記

載するものとする。

２ 所属長は、所属職員のうち死亡したものがある場合は、速やかに死亡診断書を添えて届け出なければならない。

３ 第９条第１項及び第２項並びに第10条第４項の規定は、第１項の場合に準用する。

（定年退職）

第21条 第９条第１項及び第２項並びに第10条第４項の規定は、定年退職について準用する。

（勤務延長）

第22条 所属長は、所属職員について勤務延長を行う必要があると認める場合又は勤務延長の期限を延長し、若し

くは繰り上げる必要があると認める場合は、人事内申書に当該職員の同意書（別記様式第22号）を添えて内申し

なければならない。

２ 第９条第１項及び第２項並びに第10条第４項の規定は、勤務延長、勤務延長の期限の延長又は繰上げ及び勤務

延長の期限到来による退職について準用する。

（再任用）

第23条 所属長は、再任用を行う必要があると認める場合は、人事内申書に第８条第１項第１号イ、ロ、ホ及びチ

に掲げる書類を添えて内申しなければならない。

２ 所属長は、再任用の任期を更新する必要があると認める場合は、人事内申書に当該更新に係る職員の同意書
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（別記様式第23号）を添えて内申しなければならない。

３ 第９条及び第10条第４項の規定は、再任用、再任用の任期の更新及び再任用の任期満了による退職について準

用する。

（退職手当）

第24条 所属長は、所属職員のうち給与規程第２条第２項の規定によりその例によるものとされる山形県職員等に

対する退職手当支給条例第３条及び第７条の５の規定による退職手当の支給を受けることとなる者について、退

職手当の支給に関する報告書（別記様式第24号）に次の各号に掲げる書類を添えて、企業局長に報告しなければ

ならない。

(1)所得税法（昭和40年法律第33号）第203条第１項に規定する退職所得の受給に関する申告書（死亡による退職

の場合を除く。）

(2)在職期間の計算等に必要な書類

(3)診断書（地方公務員等共済組合法（昭和37年法律第152号）第84条第２項に規定する障害等級に該当する程度

の障害の状態にある傷病による退職の場合に限る。）

(4)戸籍謄本（死亡による退職の場合に限る。）

２ 総務企画課長は、退職手当の額の決定があった場合は、退職手当決定通知書（別記様式第25号）を当該職員

（死亡による退職の場合は、当該職員であった者の遺族）に、退職手当通知書（別記様式第26号）を所属長に送

付するものとする。

（分限）

第25条 所属長は、所属職員（地方公務員法第22条に基づく条件附採用期間中の職員及び臨時的に任用された職員

を除く。以下この条及び次条において同じ。）が地方公務員法第28条第１項各号のいずれか又は同条第２項第２

号に該当すると認める場合は、当該該当する内容を記載した調書に意見を付して報告し、同条第２項第１号又は

分限条例第２条第１項各号のいずれかに該当すると認める場合は、人事内申書に医師の診断書（就業規程別記様

式第14号の２による。）等の関係書類を添えて内申しなければならない。

２ 所属長は、休職を命ぜられている職員について、当該休職の期間満了後引き続いて休職させる必要があると認

める場合は、前項の場合に準じて内申しなければならない。

３ 第９条第１項及び第２項並びに第10条第４項の規定は、職員の分限処分について準用する。

（復職）

第26条 所属長は、休職を命ぜられている職員について、当該休職の理由が消滅したと認める場合は、人事内申書

に復職願（就業規程別記様式第16号による。）及び医師の診断書等の関係書類を添えて内申しなければならない。

２ 第９条第１項及び第２項並びに第10条第４項の規定は、職員の復職について準用する。

（懲戒）

第27条 所属長は、所属職員が地方公務員法第29条第１項各号のいずれかに該当すると認める場合は、速やかに当

該該当する事実を調査し、その旨を関係書類を添えて報告しなければならない。

２ 第９条第１項及び第２項並びに第10条第４項の規定は、職員の懲戒処分について準用する。

（懲戒処分の履歴事項の抹消）

第28条 所属長は、次の表の左欄に掲げる懲戒処分を受けた職員が、当該処分のあった日から同表の右欄に掲げる

期間を良好な成績で勤務したと認められる場合は、当該職員の処分に係る履歴事項について履歴事項抹消申請書

（別記様式第27号）を２部提出しなければならない。ただし、所属長に係る場合は、局長が行うものとする。

２ 総務企画課長は、懲戒処分に係る履歴事項が抹消された場合は、所属長に対してその旨通知するものとする。

（失職、失職の例外）

第29条 所属長は、所属職員が地方公務員法第16条各号のいずれかに該当すると認める場合は、速やかにその旨を

期 間処 分 事 項

７年以上減給処分

５年以上管理監督以外の責任を問われた場合

戒告処分

３年以上管理監督上の責任を問われた場合
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関係書類を添えて報告しなければならない。この場合において、所属長は、当該職員が禁錮以上の刑に処せられ、
こ

その刑に係る罪が公務執行中のものであり、かつ、その刑の執行を猶予された者であるときは、当該職員につい

ての失職の例外に関する意見を付さなければならない。

２ 所属長は、失職の例外とされた職員が、分限条例第７条第２項に該当すると認める場合は、前項前段の場合に

準じて報告しなければならない。

３ 第９条第１項及び第２項並びに第10条第４項の規定は、職員の失職及び失職の例外について準用する。

（専従）

第30条 所属長は、所属職員から専従許可申請書（就業規程別記様式第22号による。）の提出があった場合は、速や

かに意見を付して進達しなければならない。

２ 第９条第１項及び第２項並びに第10条第４項の規定は、専従の許可、専従の許可の取消し及び専従の許可を受

けた職員の職務復帰について準用する。

（派遣）

第31条 所属長は、外国派遣条例第２条第１項の規定又は公益的法人等派遣条例第２条第１項の規定により所属職

員を派遣させる必要があると認める場合は、人事内申書に次に掲げる書類を添えて内申しなければならない。

(1)当該職員の同意書（別記様式第28号又は別記様式第29号）

(2)外国の地方公共団体の機関等に派遣させる場合にあっては外国の地方公共団体との間の合意若しくはそれに

準ずるものを証する文書又は外国派遣条例第２条第１項各号に掲げる機関からの要請を証する文書、公益的法

人等に派遣させる場合にあっては公益的法人等との取決めを証する文書

２ 前項の規定は、所属長が、外国派遣職員又は公益的法人等派遣職員について、派遣期間満了後引き続いて派遣

させる必要があると認める場合に準用する。

３ 所属長は、外国派遣職員又は公益的法人等派遣職員についてその派遣の必要がなくなったと認める場合は、人

事内申書にその根拠となる書類を添えて内申しなければならない。

４ 第９条第１項及び第２項並びに第10条第４項の規定は、職員の派遣について準用する。

（表彰）

第32条 所属長は、所属職員が、山形県企業局職員表彰規程（昭和52年２月県企業管理規程第３号）第２条各号

（第３号を除く。）のいずれかに該当し、表彰に値すると認めた場合は、職員表彰内申書（同規程別記様式によ

る。）に履歴書を添えて内申しなければならない。

（事故報告）

第33条 所属長は、所属職員に係る事故が発生したことを知った場合は、速やかにその状況を調査し、事故報告書

（別記様式第30号）により局長に報告しなければならない。ただし、当該事故が道路交通法（昭和35年法律第105

号）第67条第２項に規定する交通事故若しくは同法第８章の規定により罰金以上の刑が定められている罪に当た

るものである場合又は当該所属職員が同法第103条第１項第５号から第７号までのいずれかに該当することと

なった場合にあっては、交通事故（違反）報告書（別記様式第31号）により報告しなければならない。

（進達）

第34条 所属長は、所属職員から次の各号に掲げる書類の提出があった場合は、速やかに関係書類を添え、かつ、

意見を必要とするものには意見を付して進達しなければならない。

(1)営利企業等従事許可申請書（就業規程別記様式第８号による。）

(2)営利企業等（団体役職員等）離職届（就業規程別記様式第９号による。）

(3)団体役職員就任承認願（就業規程別記様式第10号による。）

(4)履歴事項異動届（訂正願）（就業規程別記様式第23号による。）（氏名、本籍又は住所の変更に係るものを除

く。）

(5)職員証（職員記章）再交付申請書（就業規程別記様式第２号による。）

２ 総務企画課長は、前項各号の申請、願等に対する許可、承認等があった場合は、所属長及び職員に通知するも

のとする。

（報告）

第35条 所属長は、所属職員の勤務状況について、別に定めるところにより報告するものとする。

２ 所属長は、地方公務員法第22条第１項に基づく条件附採用期間中の職員について同期間満了２週間前までに、

当該職員の勤務成績を勤務成績判定報告書により報告しなければならない。ただし、任用規則第８条第２号に該

当し採用された職員については、この限りでない。

３ 事業所の長は、労働基準法（昭和22年法律第49号）第36条の規定による協定を結んだ場合は、その写しを添え
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て報告しなければならない。

４ 事業所の長は、就業規程第９条第８項及び第９項の規定により勤務時間の特例を定めた場合は、その内容を報

告しなければならない。

５ 所属長は、所属職員のうち休職を命ぜられている者の状況について、必要の都度報告しなければならない。

６ 所属長は、所属職員を長期研修（自治大学校、東北自治研修所及び山形県職員育成センターが行う研修以外の

研修で、その期間が14日を超えるものをいう。）に派遣した場合には、長期研修派遣報告書（別記様式第32号）に

より報告しなければならない。

（所属長の処理等）

第36条 所属長は、所属職員が総務事務システム（職員の服務、給与、福利厚生等に関する手続を行う電子情報処

理組織をいう。）により次に掲げる書類を提出することにより行うこととされている手続を行った場合又は所属

職員から次の各号に掲げる書類の提出があった場合は、当該書類の根拠となる規程の定めるところにより処理

し、又は整理保管しておかなければならない。ただし、異例に属する事項については、総務企画課長に協議しな

ければならない。

(1)育児休業（期間延長）承認請求書（就業規程別記様式第３号の２による。）

(2)育児休業等計画書（就業規程別記様式第３号の３による。）

(3)養育状況変更届出書（就業規程別記様式第３号の４による。）

(4)育児短時間勤務（期間延長）承認請求書（就業規程別記様式第３号の６による。）

(5)部分休業承認請求書（就業規程別記様式第３号の８による。）

(6)修学部分休業承認申請書（就業規程別記様式第３号の９による。）

(7)修学状況変更届（就業規程別記様式第３号の10による。）

(8)自己啓発等休業（期間延長）承認申請書（就業規程別記様式第３号の11による。）

(9)自己啓発等休業に係る状況変更報告書（就業規程別記様式第３号の12による。）

(10)深夜勤務・時間外勤務制限請求書（就業規程別記様式第３号の14による。）

(11)育児又は介護の状況変更届（就業規程別記様式第３号の15による。）

(12)欠勤届（就業規程別記様式第６号による。）

(13)職務専念義務免除承認申請書（就業規程別記様式第７号による。）

(14)復命書（就業規程別記様式第11号による。）

(15)年次有給休暇請求書（就業規程別記様式第12号による。）

(16)生理休暇請求書（就業規程別記様式第12号による。）

(17)結核要療養休暇承認申請書（就業規程別記様式第13号による。）

(18)特別休暇承認申請書（就業規程別記様式第13号による。）

(19)忌引休暇承認申請書（就業規程別記様式第14号による。）

(20)産前産後休暇請求書（就業規程別記様式第15号による。）

(21)介護休暇承認申請書（就業規程別記様式第15号の２による。）

(22)職場復帰願（就業規程別記様式第16号による。）

(23)就業規程第29条の規定による許可の申請、届出及び報告に関する書類

２ 前項の場合において、次の各号に掲げる許可又は承認をする場合にあっては、それぞれ当該各号に定める書類

を職員に交付するものとする。

(1)結核要療養休暇、特別休暇（負傷又は疾病によるもの及び復職後又は休暇後においてなお健康上普通勤務を

困難とする場合に時間を単位として与えられるものに限る。第４項において同じ。）、忌引休暇、職場復帰又は

職務専念義務の免除を承認するとき 結核要療養休暇等承認通知書（別記様式第33号）

(2)介護休暇の承認 当該介護休暇の承認の可否を記載した介護休暇承認申請書の写し

３ 第１項の場合において、次の各号のいずれかに該当するときは、辞令書（別記様式第５号）を当該職員に交付

するものとする。

(1)育児休業、育児短時間勤務又は自己啓発等休業を承認するとき。

(2)育児休業、育児短時間勤務又は自己啓発等休業の期間の延長を承認するとき。

(3)育児休業又は自己啓発等休業の承認を受けた職員が職務に復帰するとき（当該育児休業若しくは自己啓発等

休業の期間が満了したとき又は当該育児休業若しくは自己啓発等休業の承認を受けた職員が休職若しくは停職

の処分を受けて当該承認が効力を失ったときを除く。）。

(4)育児短時間勤務の承認が効力を失ったとき（当該育児短時間勤務の承認を受けた職員が休職又は停職の処分
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を受けて当該承認が効力を失ったときを除く。）。

(5)育児短時間勤務の承認を取り消すとき。

(6)育児休業法第17条の規定による短時間勤務をさせるとき又は当該短時間勤務が終了したとき。

４ 所属長は、結核要療養休暇又は特別休暇でその期間（年次有給休暇に引き続く結核要療養休暇又は特別休暇に

あっては、その年次有給休暇の期間を合算した期間）が30日を超えるものを承認した場合は結核要療養（特別）

休暇承認報告書（別記様式第34号）により、介護休暇若しくはその期間の延長を承認し、又は介護休暇を取り消

した場合は介護休暇承認等報告書（別記様式第35号）に当該介護休暇に係る介護休暇承認申請書の写しを添えて、

報告しなければならない。

５ 所属長は、前項の規定による承認を受けた者の状況について、必要の都度報告しなければならない。

６ 所属長は、次の各号のいずれかに該当する場合は、別に定めるところにより報告しなければならない。

(1)育児休業、育児短時間勤務又は自己啓発等休業を承認した場合

(2)育児休業、育児短時間勤務又は自己啓発等休業の期間の延長を承認した場合

(3)育児休業又は自己啓発等休業の承認を受けた職員が当該承認の失効又は取消しにより職務に復帰した場合

(4)育児短時間勤務の承認の失効又は取消しにより当該承認を受けた職員の育児短時間勤務が終了した場合

(5)育児休業法第17条の規定による短時間勤務をさせた場合又は当該短時間勤務をさせた職員の短時間勤務が終

了した場合

７ 所属長は、部分休業又は修学部分休業を承認した場合は、別に定めるところにより報告しなければならない。

８ 所属長は、所属職員に係る職員証の所属職名の書換えの申出を受けた場合は、書き換えして押印するものとす

る。

９ 所属長は、所属職員が、職員としての身分を失った場合は、当該職員の職員証及び職員記章を返還させ、総務

企画課長に提出しなければならない。

第２節 再任用短時間勤務職員等以外の非常勤職員

（雇用）

第37条 次の各号に掲げる所属において、日々雇用する職員（以下「日々雇用職員」という。）を雇用しようとする

場合は、当該各号に定める者は、日々雇用職員雇用伺（別記様式第36号）により決裁を受けなければならない。

ただし、個別的に選考することが不適当な場合に包括選考する者及び技能労務に従事する者で雇用継続予定期間

が15日未満のもの（以下「包括雇用の日々雇用職員等」という。）については、この限りでない。

(1)本局の課 本局の課長

(2)事業所 総務企画課長

２ 事業所において、日々雇用職員（包括雇用の日々雇用職員等を除く。）を雇用しようとする場合は、当該事業

所の長は、次項各号に掲げる書類を総務企画課長に提出しなければならない。

３ 第１項の日々雇用職員雇用伺には、次に掲げる書類を添付しなければならない。

(1)履歴に関する書類

(2)学歴経験年数調書

(3)予算明細書（別記様式第37号）

(4)資格若しくは免許を有することを証明する書類又はその写し（雇用について特別の資格又は免許を必要とす

る場合に限る。）

(5)就かせようとする職務が著しく危険、不快、不健康又は困難な勤務その他の著しく特殊な勤務で、一般職に

属する常勤職員の特殊勤務手当の支給対象となる勤務に準じて給与上特別の考慮を必要とすると認める場合に

おける当該職務の内容を具体的に記載した書類

第38条 前条第１項各号に掲げる所属において、日々雇用職員を雇用する場合は、当該各号に定める者は、当該職

員に、職務内容、雇用予定期間、賃金の額その他の雇用条件を雇用通知書（別記様式第38号）を交付することに

より明示しなければならない。

２ 所属長は、日々雇用職員の雇用があった場合は、当該職員について、健康保険、厚生年金保険、労働者災害補

償保険又は雇用保険に関するそれぞれの法律に基づいて、当該保険への加入の手続をとらなければならない。

（事故報告）

第39条 第33条の規定は、日々雇用職員に係る事故が発生した場合に準用する。この場合において、その事故が、

労働者災害補償保険法（昭和22年法律第50号）の適用を受けない者に係るもので、かつ、公務によるものである

と認められるときは、事故報告書に公務災害報告書（別記様式第39号）を添えるものとする。

（退職）
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第40条 所属長は、日々雇用職員の雇用予定期間が満了する場合は、当該満了する日に、当該職員に対し、その旨

を通知しなければならない。

２ 所属長は、日々雇用職員が、雇用予定期間の満了前に退職願を提出した場合は、事務処理に支障がない限り、

その退職を承認するものとする。

（その他の手続）

第41条 所属長は、日々雇用職員が地方公務員法第28条第１項若しくは第２項若しくは分限条例第２条第１項第２

号又は同法第29条第１項に規定する分限又は懲戒の理由に該当すると認める場合は、その旨を報告しなければな

らない。

第３章 特別職の職員

第１節 常勤職員

（人事関係書類の保管整理）

第42条 管理者に係る履歴に関する書類、給与簿、旅行命令簿等の保管整理は、総務企画課長が行うものとする。

第２節 非常勤職員

（嘱託等の任命及び解任）

第43条 第37条第１項各号に掲げる所属において、地方公務員法第３条第３項第３号に規定する職員（以下「嘱託

等」という。）を任命しようとする場合は、当該各号に定める者は、非常勤嘱託職員任免伺（別記様式第40号）に

次の各号に掲げる書類を添えて決裁を受けなければならない。

(1)履歴に関する書類

(2)予算明細書

(3)その他管理者が必要と認める書類

２ 第37条第１項各号に掲げる所属において、前項の規定により任命された嘱託等を解任しようとする場合は、当

該各号に定める者は、非常勤嘱託職員任免伺に退職願等の関係書類を添えて、決裁を受けなければならない。

３ 第９条第１項の規定は、嘱託等の任命及び解任について準用する。

（事故報告）

第44条 第39条の規定は、嘱託等に係る事故が発生した場合に準用する。

第４章 雑則

（その他の事務処理）

第45条 人事に関する事務処理については、この規程に定めるもののほか、知事の事務部局に勤務する職員の例に

よる。

附 則

１ この規程は、平成22年４月１日から施行する。ただし、第34条第１項第４号の規定（本籍に係る部分に限る。）

は、平成22年７月１日から施行する。

２ 第24条び別記様式第24号から別記様式第26号までの規定は、平成22年４月１日以後に退職した者について適用

し、同日前に退職した者については、なお従前の例による。

別表

人事記録

(1)履歴書

(2)学歴経験年数調書

(3)出勤簿（就業規程別記様式第４号による。）

(4)遅刻、早退簿（就業規程別記様式第５号による。）

(5)年次有給休暇台帳（別記様式第41号）

(6)職員別給与簿（給与規程第２条第１項の規定によりその例によるものとされる給与の支払監理（昭和33年

12月県人事委員会規則５―４）別記様式による。）

(7)扶養手当認定簿（給与規程第２条第１項の規定によりその例によるものとされる給与規則別記様式第２号

による。）及び証明書類（扶養親族届（給与規程第２条第１項の規定によりその例によるものとされる給与

規則別記様式第１号による。）を含む。）

(8)住居手当認定簿（給与規程第２条第１項の規定によりその例によるものとされる給与規則別記様式第７号

による。）及び証明書類（住居届（給与規程第２条第１項の規定によりその例によるものとされる給与規則

別記様式第６号による。）を含む。）
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(9)単身赴任手当認定簿（給与規程第２条第１項の規定によりその例によるものとされる給与規則別記様式第10

号による。）及び証明書類（単身赴任届（給与規程第２条第１項の規定によりその例によるものとされる給与

規則別記様式第９号による。）を含む。）

(10)時間外勤務等命令簿（給与規程第２条第１項の規定によりその例によるものとされる給与規則別記様式第

３号による。）

(11)宿日直勤務命令簿（給与規程第２条第１項の規定によりその例によるものとされる給与規則別記様式第３

号の２による。）

(12)管理職員特別勤務実績簿（給与規程第２条第１項の規定によりその例によるものとされる給与規則別記様

式第３号の３による。）

(13)特殊勤務実績簿（給与規程第５条に規定するものによる。）

(14)旅行命令簿（山形県企業局職員旅費支給規程（昭和41年12月県企業管理規程第13号）第２条の規定によりそ

の例によるものとされる職員等の旅費に関する条例の施行手続（昭和26年11月県人事委員会規則６－２）別表

第１の３による。）

(15)人事関係申請書、通知書等

別記

様式第１号（甲）

第 号

年 月 日

山形県企業管理者 殿

所属長 職 氏名 □印

人事（ ）内申書

備 考内 申 事 項現 在

（発令年月日） 年 月 日

ふ り が な
氏 名

所 属

職 名

職 員 コ ー ド

給 料 表

級 ・ 号 給

（発令年月日） 年 月 日

ふ り が な
氏 名

所 属

職 名

職 員 コ ー ド

給 料 表

級 ・ 号 給
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（乙）

（注）１ 「所属」、「職名」及び「内申事項」の欄は、辞令書（別記様式第５号）の記載の例によること。

２ 休職（復職）の場合は、備考の欄に休職（復職）に至る経過を具体的に記載すること。

３ （ ）内には、採用、退職、昇任、配置換、兼職、休職等の区分を記載すること。

備 考内 申 事 項現 在

（発令年月日） 年 月 日

ふ り が な

氏 名

所 属

職 名

職 員 コ ー ド

給 料 表

級 ・ 号 給

（発令年月日） 年 月 日

ふ り が な

氏 名

所 属

職 名

職 員 コ ー ド

給 料 表

級 ・ 号 給

軸 雫宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍軸 雫宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍
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様式第２号

評 定 調 書

評 定 内 容評 定 項 目

容 姿 態 度

表 現 力

堅 実 性

社 会 性

積 極 性

判 断 力

風 評

総 合 意 見

○印
作 成 者

氏 名
調 書 作 成 年 月 日
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様式第３号

学 歴 経 験 年 数 調 書

上記の記載事実に間違いありません。

年 月 日

氏名 ○印

上記の記載事実に相違ないことを証明する。

年 月 日

所属長職氏名 □印

（注）１ 「職務内容」欄には、従事する職務内容を記載すること。

２ 「経歴の種類」欄には、従事した職務内容を記載すること。

３ ※欄は記載しないこと。

職
（ ）

給 料 表

年 月 日生
氏 名
生 年 月 日

職 名

※
学歴資格所 属職 務 内 容

学 校（免 許）名卒業（取得）年月日入学（合格）年月日

・ ・・ ・

学

歴

・ ・・ ・

・ ・・ ・

・ ・・ ・

・ ・・ ・

・ ・・ ・

年 月 日現在の経験年数

※換算率経歴の種類※月数期 間※換算率経歴の種類※月数期 間

・ ・・ ・

・ ・・ ・

※ ×1.0＝・ ・

×0.8＝・ ・

×0.5＝・ ・

×0.25＝・ ・

・ ・

計・ ・

※修学年数調整 月・ ・

年 月換算経験年数※計・ ・

user
ノート
平成２２年５月１１日付け第２１４１号５９４頁に正誤あり



１所見あり ２ 所見なし右1000Ｈz

聴 力
１所見あり ２ 所見なし4000Ｈz

１所見あり ２ 所見なし左1000Ｈz

１所見あり ２ 所見なし4000Ｈz

直 接 異常なし

間 接 異常あり

エックス線

写 真 所 見

身 体 検 査 書

年
齢

住
所

性
別

氏
名

最高 最低血圧（㎜Ｈg）
業 務 歴

（既往ツ反応 ）
既 往 歴

自 覚 症

理 学 的

所 見

㎝身 長

㎏体 重

Ｂ Ｍ Ｉ

（ ）右
視 力

（ ）左

色 覚

年 月 日 検査

医 療 機 関 名

医師氏名 ○印

ｇ／dl血 色 素 量
貧 血 検 査

万／㎜3赤 血 球 数

IＵ／lＧ Ｏ Ｔ
肝 機 能

検 査
IＵ／lＧ Ｐ Ｔ

IＵ／lγ － Ｇ Ｔ Ｐ

mg／dl総コレステロール
血 中 脂 質

検 査
mg／dlHDLコレステロール

mg／dlトリグリセライド

mg／dl血 糖 検 査

－ ± ＋ ＋＋ ＋＋＋糖
尿 検 査

－ ± ＋ ＋＋ ＋＋＋蛋 白

心 電 図

検 査

そ の 他 の

検 査

診 断

健 康 者 要注意者

要休養者 要療養者

指 導 上 の

分 類

備 考
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様式第４号

注１ 用紙の大きさは、Ａ４とする。

２ その他の検査欄には、既往症、理学的所見等の上記検査との関連又は外見上から必要と思われる検査をし

たときに、その検査項目及び結果を具体的に記入すること。

３ 備考欄には、血糖検査を空腹時以外に行った場合の食事から検査までの経過時間等留意事項を記入するこ

と。

user
ノート
平成２２年５月１１日付け第２１４１号５９４頁に正誤あり
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様式第５号

同 意 書

地方公務員の育児休業等に関する法律第６条第３項（第18条第３項）の規定により、○年○月○日まで任期を更

新されることに同意します。

年 月 日

山形県企業管理者 殿

所 属 職 氏 名 ○印

様式第６号

辞 令 書

（注）１ 「所属・職名」の欄には、発令する際の職員の所属及び職名を記載し、一般職員の採用及び特別職の

職員の場合は記載しないこと。

２ 「発令事項」の欄には、次の表に定めるところにより記載すること。

（氏 名）

（所属）

（職名）

（発令事項）

年 月 日

山形県企業管理者 氏 名 □印
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(1)一般職の職員の場合

備 考記 載 事 項区 分

任期を更新する場合は、「任

用期間を○年○月○日まで更

新する」と記載すること。

山形県企業局職員に任命する

（地方公共団体の一般職の任期付職員

の採用に関する法律第３条第１項、地

方公共団体の一般職の任期付職員の採

用に関する法律第３条第２項、地方公

務員の育児休業等に関する法律第６条

第１項第１号）

（任期は○年○月○日までとする）

（職名）を命ずる

（給料表名）○級に決定する

○号給を給する

一般的任用の

場合

常勤職員１ 採用

山形県企業局職員に臨時的に任命する

（地方公務員法第22条第２項、地方公

務員の育児休業等に関する法律第６条

第１項第２号）

任期は○年○月○日までとする

（職名）を命ずる

（給料表名）○級に決定する

○号給を給する

臨時的任用の

場合

臨時的任用期間を○年○月○日まで更

新する

臨時的任用の

任期を更新す

る場合

山形県企業局職員に任命する

任期は○年○月○日までとする

非常勤とする

（職名）を命ずる

○号給を給する

任期付短時間

勤務職員以外

の職員の場合

非常勤

任期を更新する場合は、「任

用期間を○年○月○日まで更

新する」と記載すること。

山形県企業局職員に任命する

（地方公務員の育児休業等に関する法

律第18条第１項）

任期は○年○月○日までとする

（職名）を命ずる

週○時間○分勤務とする

（給料表名）○級に決定する

○号給を給する

任期付短時間

勤務職員の場

合

昇任に伴い級号給に変更を生

じない場合は、級号給は記載

しないこと。

（職名）を命ずる

（給料表名）○級に決定する

○号給を給する

２ 昇任

降任に伴い級号給に変更を生

じない場合は、級号給は記載

しないこと。

地方公務員法第28条第１項第○号の規

定により降任する

（職名）を命ずる

（給料表名）○級に決定する

○号給を給する

本人の意に反する場合３ 降任
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（職名）を命ずる

(給料表名)○級に決定する

○号給を給する

本人の意による場合

（職名）を命ずる４ 配置換

○○へ出向を命ずる５ 出向

外国の地方公共団体の機関等に派遣さ

れる職員等の処遇等に関する条例第２

条第１項の規定に基づき○年○月○日

から○年○月○日まで○○○へ派遣を

命ずる

派遣期間中、給料、扶養手当、地域手

当、住居手当及び期末手当のそれぞれ

100分の○○を支給する

(派遣期間中給与の全額を支給する。

派遣期間中給与は支給しない）

外国派遣条例

上の派遣

派遣する

場合

６ 派遣

公益的法人等への職員等の派遣等に関

する条例第２条第１項の規定に基づき

○年○月○日から○年○月○日まで○

○○へ派遣を命ずる

公益的法人等

派遣条例上の

派遣

派遣期間を○年○月○日まで更新（延

長）する

派遣期間を更新（延長）

する場合

職務復帰に伴い新たな発令を

する場合には、当該発令事項

を記載すること。

○○○への派遣を解く派遣期間途中で解く場合

山形県企業局職員に任命する

（職名）を命ずる

（給料表名）○級に決定する

○号給を給する

７ 転入

山形県企業局職員に併任する

任期は○年○月○日までとする

（職名）を命ずる

任命する場合８ 併任

併任期間を○年○月○日まで更新する併任期間を更新する場合

任期満了の場合は、辞令書を

交付しない

山形県企業局職員の併任を解く併任を解く場合

兼ねて（職名）を命ずる任命する場合９ 兼職

（職名）の兼職を解く兼職を解く場合

地方公務員法第28条第２項第○号（職

員の分限に関する条例第２条第１項第

○号（第２項））の規定により休職を

命ずる

休職期間は○年○月○日までとする

休職期間中、給料、扶養手当、地域手

当、住居手当及び寒冷地手当のそれぞ

れ100分の○○（給料、扶養手当、地域

手当及び住居手当のそれぞれ100分の

○○）を支給する（休職期間中給与の

全額を支給する。休職期間中給与は支

給しない）

命ずる場合10 休職

user
ノート
平成２２年５月１１日付け第２１４１号５９４頁に正誤あり
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期間以外について変更を生じ

る場合にあっては、その旨を

記載すること。

例：○年○月○日からは、休

職期間中給与は支給しない

休職期間を○年○月○日まで更新する休職期間を更新する場合

(1)復職に伴い新たな発令を

する場合は、当該事項を記

載すること。

(2)号給等の調整を必要とす

る場合は、調整後の号給等

を記載すること。

復職を命ずる11 復職

地方公営企業等の労働関係に関する法

律第６条第１項ただし書の規定に基づ

き労働組合の業務に専ら従事すること

を許可する

期間は○年○月○日から○年○月○日

までとする

許可する場合12 専従

地方公営企業等の労働関係に関する法

律第６条第１項ただし書の規定に基づ

き労働組合の業務に専ら従事すること

の許可を取り消す

取り消す場合

復職の場合に準ずること。職務に復帰することを命ずる職務復帰の場合

育児休業を承認する

期間は○年○月○日から○年○月○日

までとする

承認する場合13 育児

休業

育児休業の期間を○年○月○日まで延

長する

育児休業の期間の延長を

承認する場合

育児休業を取り消し、○年○月○日付

けで請求のあった育児休業を承認する

育児休業の期間は○年○月○日から○

年○月○日までとする

育児休業をしている職員

について当該育児休業に

係る子以外の子に係る育

児休業を承認する場合

(1)地方公務員の育児休業等

に関する法律第５条第１項

の場合（休職又は停職の処

分を受けた場合を除く。）

は「失効」と、同条第２項

の場合は「取消し」と記載

すること。

(2)復職の場合に準ずるこ

と。

育児休業の承認の失効（取消し）によ

り職務に復帰することを命ずる

職務に復帰する場合

育児短時間勤務を承認する

期間は○年○月○日から○年○月○日

までとする

育児短時間勤務を承認す

る場合

14 育児

短時間

勤務等

育児短時間勤務を○年○月○日まで延

長する

育児短時間勤務の期間の

延長を承認する場合
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育児短時間勤務の承認を取り消し、○

年○月○日付けで請求のあった育児短

時間勤務を承認する

週○時間○分勤務とする

期間は○年○月○日から○年○月○日

までとする

育児短時間勤務をしてい

る職員について当該育児

短時間勤務に係る子以外

の子に係る育児短時間勤

務を承認する場合又は当

該育児短時間勤務の内容

と異なる内容の育児短時

間勤務を承認する場合

(1)育児短時間勤務の承認を

受けた職員が休職又は停職

の処分を受けて当該承認が

効力を失った場合を除く。

(2)承認の失効に伴い新たな

発令をする場合には、当該

発令事項を記載すること。

育児短時間勤務の承認の失効育児短時間勤務の承認が

効力を失った場合

承認を取り消すことに伴い新

たな発令をする場合には、当

該発令事項を記載すること。

育児短時間勤務の承認を取り消す育児短時間勤務の承認を

取り消す場合

地方公務員の育児休業等に関する法律

第17条の規定による短時間勤務を命ず

る

地方公務員の育児休業等

に関する法律第17条の規

定による短時間勤務をさ

せる場合

短時間勤務の終了に伴い新た

な発令をする場合には、当該

発令事項を記載すること。

地方公務員の育児休業等に関する法律

第17条の規定による短時間勤務の終了

地方公務員の育児休業等

に関する法律第17条の規

定による短時間勤務が終

了した場合

自己啓発等休業を承認する

期間は○年○月○日から○年○月○日

までとする

承認する場合15 自己

啓発等

休業

自己啓発等休業の期間を○年○月○日

まで延長する

自己啓発等休業の期間の

延長を承認する場合

復職の場合に準ずること。自己啓発等休業の承認の取消しにより

職務に復帰することを命ずる

職務に復帰する場合

地方公務員法第28条第１項第○号の規

定により免職する

16 分限免職

地方公務員法第28条第４項の規定によ

り失職（同法第16条第○号該当）

17 失職

職員の分限に関する条例第７条第１項

の規定により失職させない

18 失職の例外

地方公務員法第29条第１項第○号の規

定により戒告する

19 戒告

地方公務員法第29条第１項第○号の規

定により○年○月○日から○年○月○

日まで給料の月額の○分の○を減給す

る

20 減給

地方公務員法第29条第１項第○号の規

定により○年○月○日から○年○月○

日まで停職を命ずる

21 停職
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地方公務員法第29条第１項第○号の規

定により免職する

22 懲戒免職

公職の候補者となった場合は

「公職選挙法第90条の規定に

より辞職とみなす」と記載す

ること。

退職を承認する退職手当を支給する場合23 退職

退職を承認する

退職手当は支給しない

（山形県企業局職員の給与の支給に関

する規程第２条第２項の規定によりそ

の例によるものとされる山形県職員等

に対する退職手当支給条例第○条。公

益的法人等への職員等の派遣等に関す

る条例第19条第３項）

退職手当を支給しない場

合

地方公務員法第28条の２第１項の規定

により定年退職

24 定年退職

○年○月○日まで勤務延長する勤務延長をする場合25 勤務

延長 勤務延長の期限を○年○月○日まで延

長する

勤務延長の期限を延長す

る場合

勤務延長の期限を○年○月○日に繰り

上げる

勤務延長の期限を繰り上

げる場合

山形県職員の定年等に関する条例第４

条の規定による期限の到来により退職

勤務延長の期限到来によ

り退職する場合

山形県企業局職員に再任用する

任期は○年○月○日までとする

（職名）を命ずる

（給料表名）○級に決定する

給料月額○円を給する

常勤職員

再

任

用

す

る

場

合

26 再任

用

山形県企業局職員に再任用する

任期は○年○月○日までとする

（職名）を命ずる

短時間勤務とする（週○時間○分勤務）

（給料表名）○級に決定する

給料月額○円を給する

再任用短時間

勤務職員

再任用の任期を○年○月○日まで更新

する

再任用の任期を更新する

場合

地方公務員法第○条第○項の規定に基

づき任期の満了により退職

再任用の任期の満了によ

り退職する場合
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備 考記 載 事 項区 分

（所属名）の○○業務（○○員）を嘱

託する

非常勤とする

任期は○年○月○日までとする

報酬月（日）額○円、通勤割増

報酬月（日）額○円を給する

嘱託等１ 任命

（所属名）の○○業務（○○員）の嘱

託を解く

嘱託等２ 解任

(2)特別職の場合

３ 職名には、課名、事業所名（事業所の役付職員にあっては、事業所の課名及び係名を含む。）を冠するものと

し、課長補佐で特定業務の担当を命ぜられる者については、当該業務名を括弧書きすること。

様式第７号

人 事 通 知 書

上記のとおり発令されたので通知します。

年 月 日

総務企画課長

殿

氏 名職 名

（発令事項）

年 月 日
発 令

年 月 日

user
ノート
平成２２年５月１１日付け第２１４１号５９４頁に正誤あり
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様式第８号

年 月 日

（所属長） 殿

総務企画課長 □印

職員コード決定通知書

このたび採用された貴所属の職員について、次のとおり職員コードが決定されたので通知します。

摘 要職 員 コ ー ド氏 名採用年月日

軸 雫宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍軸 雫宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍
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履 歴 書

職 員 番 号

発行年月日

様式第９号

本 籍

現住所

かな

氏 名 現

旧

性別生年月日職種

区 分修 学 期 間学校・学部・学科名

学

歴

種 別取得年月日種 別取得年月日

免
許
・
資
格

軸 雫宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍軸 雫宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍

任命者所属・職名年度任命者所属・職名年度

所
属
・
職
名
歴

軸 雫宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍軸 雫宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍
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発 令 歴

発 令 庁発 令 事 項発 令 年 月 日

機関名研 修 名修 了 日

研

修

歴

前職所属・職名終期始期

前

職

歴

表彰区分表彰年月日表彰区分表彰年月日

表

彰

歴

軸 雫宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍軸 雫宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍

軸 雫宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍軸 雫宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍

軸 雫宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍軸 雫宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍

軸 雫宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍軸 雫宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍
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（注）１ 判定の対象期間は、採用された日から５箇月の期間とする。

２ 原則として、第一次判定者は直属の上司とし、第二次判定者は所属長とする。

３ 判定者の欄中「５は優、４は良、３は普通、２はやや劣る、１は劣る」とし該当番号を○で囲むこと。

４ 「性格」欄は、該当するものを○で囲むこと。

５ ※欄は、記入しないこと。

第 号

年 月 日

山形県企業管理者 殿

所属長 職 氏 名 □印

勤 務 成 績 判 定 報 告 書

年 月 日
採 用

年 月 日
職 名

所 属

（課係名）

最終学歴歳年 齢氏 名

判定要素について判定者の意見

第二次判定者第一次判定者判定者

判定要素

職名

氏名 ○印

職名

氏名 ○印

５・４・３・２・１５・４・３・２・１１ 勤 勉 さ

５・４・３・２・１５・４・３・２・１２ 積 極 性

５・４・３・２・１５・４・３・２・１３ 責 任 感

５・４・３・２・１５・４・３・２・１４ 速 度

５・４・３・２・１５・４・３・２・１５ 確 実 性

５・４・３・２・１５・４・３・２・１６ 理 解 力

５・４・３・２・１５・４・３・２・１７ 知識と技術

５・４・３・２・１５・４・３・２・１８ 規 律

５・４・３・２・１５・４・３・２・１９ 協 調 性

５・４・３・２・１５・４・３・２・１10 信 頼 性

５・４・３・２・１５・４・３・２・１11 注 意 力

５・４・３・２・１５・４・３・２・１12 表 現 力

５・４・３・２・１５・４・３・２・１13 常 識

５・４・３・２・１５・４・３・２・１14 整 理 整 頓
とん

様式第10号

強 健・普 通

やや弱・ 弱
健 康 状 態健

康

適してい 普 通
・

る

適してい 普 通
・

る

現在の仕事に

適しているか
適

性 日
病 気 と

欠 勤 日 数

やや適正を 適正を
・

欠く 欠く

やや適正を 適正を
・

欠く 欠く

本人に適当と

思われる仕事

親切・誠実・明朗・機敏・慎重・気長・素直・淡白・おしゃべり・意志強固

不親切・不誠実・陰気・鈍重・軽率・短気・わがまま・しつこい・無口・意志薄弱
性 格

特 技 ・ 資 格

その他特記事項

※

user
ノート
平成２２年５月１１日付け第２１４１号５９４頁に正誤あり
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様式第11号

辞 令 書

（注）１ 「職名」欄には、職員の職を記載すること。

２ 「発令事項」欄には、「課係を命ずる」、「兼ねて課係を命ずる」等と記載すること。

様式第12号

氏 名職 名

（発令事項）

年 月 日

所属長 職 氏 名 □印

第 号

年 月 日

山形県企業管理者 殿

（所属長）職 氏 名 □印

年 月 日付け昇格内申書

年 月 日付け昇格を別紙昇格調書のとおり内申します。
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様式第13号

昇 格 の 勤 務 成 績 調 書

○秘 勤務成績判定者 職 氏 名 ○印

（注）昇格の勤務成績調書記入要領

１ 勤務成績判定者職氏名○印は、判定者の職氏名を記入し、私印を押印すること。

２ 「判定期間」欄は、現級を受けるに至った時（採用、昇格、降格等の時）から昇格月の前月の末日まで

「22．４.１から
の期間を のように記入すること。

25.３.31まで」

３ 「勤務実績」欄は、２の判定期間中の勤務実績を次のとおり記入すること。

(1)「研修、表彰等による昇給」欄は、給与規程第２条第１項の規定によりその例によるものとされる給

与規則第42条第１号又は第２号の規定により昇給した職員について、その時期及び理由を記入するこ

と。

(2)「表彰」欄は、山形県企業局職員表彰規程に基づき、職員の職務に関連して表彰を受けた職員につい

て、その時期及び内容を簡潔に記入すること。

(3)「勤務成績不良」欄は、給与規程第２条第１項の規定によりその例によるものとされる給与規則第40

条第１項第３号の規定に該当して勤務成績が良好であると認められなかった職員について、その時期及

び理由を記入すること。

(4)「休職、結核要療養休暇」欄は、休職、結核要療養休暇を受けた職員について、その期間及び種類を

「22.４.１～22.９.30 休職」のように記入すること。

(5)「懲戒処分」欄は、懲戒処分を受けた職員について、その時期及び処分の種類を「22.４.１～22.７.31

停職」のように記入すること。

４ 「判定者の意見」欄は、当該職員の勤務実績を総合勘案するほか、部内職員との均衡等を十分考慮して

昇格させることが適当かどうかについての意見を記入すること。

５ 「勤務成績の評語」欄は、判定期間内における当該職員の勤務成績を次の区分により記入すること。

(1)勤務成績が優秀である者 Ａ

(2)勤務成績が良好である者 Ｂ

(3)勤務成績が良好でない者 Ｃ

６ 「備考」欄は、その他参考となるべき事項を簡潔に記入すること。

備考

勤務
成績
の
評語

判定者
の意見

勤 務 実 績

判定期間氏名職名
懲戒処分

休職、結
核要療養
休 暇

勤務
成績
不良

表彰

研修、
表彰等
による
昇 給

・ ・ から

・ ・ まで

・ ・ から

・ ・ まで

・ ・ から

・ ・ まで

・ ・ から

・ ・ まで

・ ・ から

・ ・ まで

・ ・ から

・ ・ まで
軸 雫宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍
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様式第14号

企業総企第 号

年 月 日

（所属長） 殿

総務企画課長 □印

年 月 日付け昇格発令通知書

年 月 日付け昇格が別紙昇格発令者リストのとおり発令されたので通知します。

なお、該当職員に対して貴職から昇格発令書を交付してください。

摘 要

発 令 給 料

職 名氏 名職員コード

号 給級給 料 表

様式第15号

昇 格 発 令 書

年 月 日

給料表 級に決定する

号給を給する

発令年月日 年 月 日

山形県企業管理者 氏 名 □印

所 属

氏 名職員コード

（別紙）

年 月 日付け昇格発令者リスト

発令年月日 年 月 日

所 属 名所 属 コ ー ド

軸 雫宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍

user
ノート
平成２２年５月１１日付け第２１４１号５９５頁に正誤あり
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様式第16号

第 号

年 月 日

山形県企業管理者 殿

（所属長） 職 氏 名 □印

年 月 日付け昇給等内申書

年 月 日付け昇給等を別紙昇給等調書のとおり内申します。

所 属

様式第17号

○秘 年 月 日付昇給の勤務成績調書

勤 務 成 績

備考

勤務 し な か っ た 期 間

判 定 期 間氏名職名
良好とは

認められ

ない等

良好
特に

良好
計欠勤

休職、病気特別休暇、結核

要療養休暇、育児休業等

から まで 日から まで

から まで 日から まで

から まで 日から まで

から まで 日から まで

から まで 日から まで

から まで 日から まで

から まで 日から まで

勤務成績判定者 職 氏名 ○印

（注）昇給の勤務成績調書記入要領

１ 所属職員のうち、給与規程第２条第１項の規定によりその例によるものとされる給与規則第39条に規定

する勤務成績の証明が得られるものについて記入すること。

２ 「判定期間」欄には、前回の昇給日から昇給月の前月の末日までの期間（当該期間の中途において新た

に職員となった者にあっては、新たに職員となった日から昇給月の前月の末日までの期間）を「22.１.

１から22.12.31まで」のように記入すること。

３ 「勤務しなかった期間」欄

(1)「休職、病気特別休暇、結核要療養休暇、育児休業等」欄には、２の期間内における次の日数の合計

日数を記入すること。なお、休職、負傷又は疾病による特別休暇、結核要療養休暇、育児休業、介護休

暇及び自己啓発等休業の期間中に勤務を要しない日又は休日が含まれていてもそれを除かない全日数を

記入すること。

軸 雫宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍軸 雫宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍
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イ 休職の日数（公務上の負傷若しくは疾病又は通勤による負傷若しくは疾病に起因するものを除く。

以下ロからニまでにおいて同じ。）

ロ 負傷又は疾病による特別休暇の日数

ハ 結核要療養休暇の日数

ニ 負傷若しくは疾病により休職を命ぜられた者又は結核要療養休暇若しくは特別休暇を与えられた者

が復帰後又は休暇後において、なお健康上普通勤務を困難とする場合に時間を単位として与えられる

特別休暇の日数（７時間45分をもって１日とし、端数は切り捨てる。以下ヘ及び(2)に規定する日数に

ついて同じ。）

ホ 育児休業の日数

ヘ 介護休暇の日数

ト 自己啓発等休業の日数

(2)「欠勤」欄には、２の期間における給与規程第２条第１項の規定によりその例によるものとされる県

給与条例第14条第１項の規定に該当する日数を記入すること。

(3)「計」欄には、(1)及び(2)の日数の総計を記入すること。

４ 「備考」欄には、２の期間中に、停職、減給又は戒告処分を受けた場合又はその他の事由により勤務成

績が良好と認められない場合にその旨を記入するほか、その他参考となる事項を記入すること。

５ 「勤務成績」欄には、２の期間における当該職員の勤務成績を判定のうえ、次の各号に掲げる区分に応

じ、当該各号に定める欄に「○」を記入すること。

(1)給与規程第２条第１項の規定によりその例によるものとされる給与規則第40条第１項第１号の規定に

該当する職員 「特に良好」欄

(2)給与規程第２条第１項の規定によりその例によるものとされる給与規則第40条第１項第２号の規定に

該当する職員 「良好」欄

(3)給与規程第２条第１項の規定によりその例によるものとされる給与規則第40条第１項第３号の規定に

該当する職員 「良好とは認められない等」欄

６ 勤務成績判定者職氏名○印は、判定者の職氏名を記入し、私印を押印すること。
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様式第18号

（別紙）

年 月 日付け昇給発令者リスト

発令年月日 年 月 日

企業総企第 号

年 月 日

（所属長） 殿

総務企画課長 □印

年 月 日付け昇給発令通知書

年 月 日付け昇給が別紙昇給発令者リストのとおり発令されたので通知します。

なお、当該職員に対して貴職から昇給発令書を交付してください。

所 属 名所 属 コ ー ド

摘 要

発 令 給 料

職 名氏 名職員コード

号 給級給 料 表

様式第19号

昇　　　給　 発　　　令　　 書

年 月 日

号給を給する。

発令年月日 年 月 日

山形県企業管理者 氏 名 □印

所 属

氏 名職員コード

軸 雫宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍

軸 雫宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍
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様式第20号

復職時等における号給調整調書

（ 年 月 日）

氏 名職 名

年 月 日
同 左 発 令

年 月 日
級 号給級号給給料表

年 月 日～ 年 月 日勤務状況を調査する期間

（注）復職時等における号給調整調書記入要領

１ 「級号給」欄には、休職等の期間の初日において受けていた級号給を記入すること。

２ 「勤務状況を調査する期間」欄には、基準日（休職等の期間の初日の直前の昇給日（休職等の期間の初

日が昇給日である場合にあっては、その日））から復職等の日の前日までの期間を記入すること。

３ 「期間」、「日数」、「休暇等の種類」及び「備考」欄には、算定期間（一の昇給日から次の昇給日の前日

までの期間）ごとに記入すること。また、「備考」欄には、勤務状況を調査する期間中に停職、減給又は

戒告処分を受けた場合にあっては処分の種類及び年月日を、給与規程第２条第１項の規定によりその例に

よるものとされる県給与条例第14条第１項に規定する欠勤がある場合にあっては欠勤日数を記入するこ

備考休暇等の種類日 数期 間

月 日
年 月 日から

年 月 日まで

月 日
年 月 日から

年 月 日まで

月 日
年 月 日から

年 月 日まで

月 日
年 月 日から

年 月 日まで

月 日
年 月 日から

年 月 日まで

月 日
年 月 日から

年 月 日まで

図 解

調 整 数
合 算

期 間

調 整 期 間
※

決

定

勤 務 期 間

発 令 級

号 給
調 整

調 整 数
合 算

期 間

調 整 期 間
※
次
期
昇
給
日
の
予
定

勤 務 期 間

発 令 級

号 給

調 整 数

の 合 計
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と。

４ 「図解」欄には、勤務状況を調査する期間中の勤務及び休職等の状況について、勤務期間及び休職等の

期間を算定期間ごとに図解すること。また、休職等の期間中に、給与規程第２条第１項の規定によりその

例によるものとされる給与規則第39条に規定する昇給、給与規程第２条第１項の規定によりその例による

ものとされる給与規則第42条若しくは第43条に規定する昇給、給与規程第２条第１項の規定によりその例

によるものとされる給与規則第28条第１項の規定に該当する昇格、給与規程第２条第１項の規定によりそ

の例によるものとされる給与規則29条第１項の規定に該当する降格又は給与規程第２条第１項の規定によ

りその例によるものとされる給与規則第30条第１項若しくは第32条第１項に規定する異動（以下「昇給

等」という。）があった場合には、図解中に当該昇給等の年月日と昇給等後の級号給を記入すること。

５ ※欄は、記入しないこと。
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様式第21号

企業総企第 号

年 月 日

殿

総務企画課長 □印

復職時等における号給調整通知書

さきに内申のあった号給の調整について、下記のとおり決定されたので通知します。

なお、該当職員には貴職から通知してください。

記

次期昇給日における発令予定級号給決 定 級 号 給氏 名所 属 職 名

軸 雫宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍



山 形 県 公 報 第2130号平成22年３月30日（火曜日）

428

様式第22号

同 意 書

山形県職員の定年等に関する条例第４条の規定により、

〇年〇月〇日まで勤務延長される

勤務延長の期限を〇年〇月〇日まで延長される ことに同意します。

勤務延長の期限を〇年〇月〇日に繰り上げられる

年 月 日

山形県企業管理者 殿

所 属 職 氏 名 ○印

様式第23号

同 意 書

山形県職員の再任用に関する条例第３条の規定により、再任用の任期を〇年〇月〇日まで更新されることに同

意します。

年 月 日

山形県企業管理者 殿

所 属 職 氏 名 ○印
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様式第24号

第 号

年 月 日

企 業 局 長 殿

所属長 職 氏 名 □印

退職手当の支給に関する報告書

ふ り が な

送 金 先
退 職 事 由

退 職

（ 死 亡 ）

年 月 日

退職（死亡）者及び

ふりがな

遺 族 氏 名

元 職 名
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様式第25号

退職手当決定通知書

氏 名

年 月 日退職による退職手当として金 円を支給する。

年 月 日

山形県企業管理者 氏 名 □印

記

山形県企業局職員の給与の支給に関する規程第２条第２項の規定によ

りその例によるものとされる山形県職員等に対する退職手当支給条例

第 条

根 拠 条 項

年 月勤 続 期 間

金 円退 職 手 当 額

金 円所 得 税

控

除

額

金 円道　府　県（　都　）民　税

金 円市 町　村（特別区）民　税

金 円住民税残額（一括徴収分）

金 円貸　付　金　等　返　済　額

金 円計

金 円現 金 支 給 額



山 形 県 公 報 第2130号平成22年３月30日（火曜日）

431

様式第26号

企業総企第 号

年 月 日

（所 属 長） 殿

総 務 企 画 課 長 □印

退 職 手 当 通 知 書

さきに報告のあった退職者について、別紙退職手当決定一覧表のとおり退職手当支給額が決定されたので通知

します。

なお、別添のとおり退職手当決定通知書を送付しますので本人に交付してください。

（別紙）

退 職 手 当 決 定 一 覧 表

差引現金

支 給 額

住民税残額

（一括徴収分）

源泉（特別）徴収税額
退 職

手当額

退職

事由

退 職

年月日
氏名所属名

計
市町村

(特別区)民税

道府県

（都）民税
所得税
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様式第27号

第 号

年 月 日

山形県企業管理者 殿

所属長 職 氏 名 □印

履歴事項抹消申請書

所 属

職 名

氏 名

年 月 日懲 戒 処 分 を 受 け た 年 月 日

懲戒処分の発令事項

判 定 期 間 に お け る 勤 務 成 績 の 判 定

そ の 他 参 考 事 項

決 定 通 知 書

（決定事項）

年 月 日

山形県企業管理者 氏 名 □印
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様式第28号

同 意 書

外国の地方公共団体の機関等に派遣される職員等の処遇等

に関する条例第２条第１項の規定により、○○○に○年○

月○日から○年○月○日まで派遣される
ことに同意します。

外国の地方公共団体の機関等に派遣される職員等の処遇等

に関する条例第３条第１項の規定により、派遣の期間を○

年○月○日から○年○月○日まで更新される

年 月 日

山形県企業管理者 殿

所 属 職 氏 名 ○印

様式第29号

同 意 書

公益的法人等への職員等の派遣等に関する条例第２条第１

項の規定により、○○○に○年○月○日から○年○月○日

まで派遣される

ことに同意します。

公益的法人等への一般職の地方公務員の派遣等に関する法

律第３条第２項の規定により、派遣の期間を○年○月○日

まで延長される

年 月 日

山形県企業管理者 殿

所 属 職 氏 名 ○印

券
献
献
献
献
犬
献
献
献
鹸

券
献
献
献
献
犬
献
献
献
鹸
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様式第30号

第 号

年 月 日

山形県企業管理者 殿

所属長 職 氏 名 □印

事 故 報 告 書

生年

月日
氏名職名

事故者の職名氏名等

所 属（係まで）

事 故 発 生 の 場 所

及 び 日 時

事故の種類及び内容

事故発生の状況及び原因

事故発生後の処置等

そ の 他 参 考 事 項
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様式第31号

第 号

年 月 日

山形県企業管理者 殿

所属長 職 氏 名 □印

交通事故（違反）報告書

天 候
事 故 発 生

場 所
年 月 日 時 分ころ事故発生日時

職 業住 所氏 名同

乗

者

自 動 車 登

録 番 号

生 年

月 日
氏 名

所 属

(係名まで)

職 名

物件の損害車 の 損 害人 身 傷 害

損

害

状

況

復 旧 費損害内訳復 旧 費損害部分備 考治癒日数病 名氏 名

県
側

相
手
方

事 故 の 発 生 状 況

県 側故意・過失

の内容及び

その程度 相手方

相 手 方 の 要 求

事故発生後の措置

所 属 長 の 意 見

職 業住 所氏 名同

乗

者

自 動 車 登

録 番 号

生年

月日
職

業

氏 名住 所

は
当
事
者

運
転
手
又

県

側

事

故

当

事

者

は
当
事
者

運
転
手
又

相
手
方

user
ノート
平成２２年５月１１日付け第２１４１号５９５頁に正誤あり
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様式第32号

第 号

年 月 日

山形県企業管理者 殿

所属長 職 氏 名 □印

長 期 研 修 派 遣 報 告 書

（注）研修の要綱等があれば、資料として添付すること。

摘 要研 修 場 所研 修 概 要
期 間

（ 休 暇 ）
氏 名職 名

様式第33号

第 号

年 月 日

殿

所属長 職 氏 名 □印

結核要療養休暇等承認通知書

年 月 日付けで申請のあった については、承認されましたので通知しま

す。
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様式第34号

第 号

年 月 日

山形県企業管理者 殿

所属長 職 氏 名 □印

結核要療養（特別）休暇承認報告書

備 考
承 認

年月日
理 由

医 師 の

診 断 期 間

（診断日）

承 認 期 間

氏 名職 名

計特別休暇
年次有

給休暇

日
から

日
まで

日

日
から

日
まで

日

日
から

日
まで

日

日
から

日
まで

日

日
から

日
まで

日

日
から

日
まで

日

様式第35号

第 号

年 月 日

山形県企業管理者 殿

所属長 職 氏 名 □印

介護休暇承認等報告書

（注）１ 「区分」の欄には、承認、期間延長又は取消しの区分を記載すること。

２ 「期間」の欄には、次により記載すること。

(1)介護休暇を承認した場合は、当該承認に係る期間を記載すること。

(2)介護休暇の期間の延長を承認した場合は、当該延長に係る期間を記載すること。

(3)介護休暇の取消しの場合は、当該介護休暇の期間を記載すること。

期 間氏 名職 名区 分

年 月 日から 年 月 日まで
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（
注
）
１

「
基
本
額
」
の
欄
に
は
、
１
日
当
た
り
の
賃
金
を
も
っ
て
雇
用
さ
れ
る
者
に
つ
い
て
は
そ
の
日
額
を
、
１
時
間
当
た
り
の
賃
金
を
も
っ
て
雇
用
さ
れ
る
者
に
つ
い
て
は
そ
の
額
を
記
載
す

る
こ
と
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
１
時
間
当
た
り
の
賃
金
を
も
っ
て
雇
用
さ
れ
る
者
に
つ
い
て
は
、
「
合
計
」
の
欄
を
斜
線
で
表
示
す
る
と
と
も
に
、
「
備
考
」
の
欄
に
そ
の
勤
務
時
間
を
記

載
す
る
こ
と
。

２
「
備
考
」
の
欄
に
は
、
前
項
後
段
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
職
務
の
特
殊
性
に
よ
り
賃
金
に
つ
い
て
特
別
の
考
慮
を
必
要
と
す
る
場
合
に
そ
の
理
由
等
を
記
載
す
る
こ
と
。

様
式
第
3
6
号

日
々
雇
用
職
員
雇
用
（
解
雇
）
伺

備
考

発
令
予
定
年

月
日

賃
金

雇
用
予
定

期
間

職
名

従
事
業
務
の
内
容

氏
名

区
分

番
号

合
計

通
勤
割
増

基
本
額

基
本
表

軸
雫

宍
宍

宍
宍

宍
宍

宍
宍

宍
宍

宍
宍

宍
宍

宍
宍

宍
宍

宍
宍

宍
宍

宍
宍

宍
宍

宍
宍

宍
宍

宍
宍

宍
宍

宍
宍

宍
宍

宍
宍

宍
宍

宍
宍

宍
宍

宍
宍

宍
宍

宍
宍

宍
宍

宍
宍

宍
宍

宍
宍

宍
宍

宍
宍

宍
宍

宍
宍

宍
宍

宍
宍

宍
宍

宍
宍

宍
宍

宍
宍

宍
宍

宍
宍

宍
宍

宍
宍

宍
宍

宍
宍

宍
宍

宍
宍

宍
宍

宍
宍

宍
宍

宍
宍

宍
宍

宍
宍

宍
宍

宍
宍

宍
宍

宍
宍

宍
宍

宍
宍

宍
宍



山 形 県 公 報 第2130号平成22年３月30日（火曜日）

439

（注）１ 番号は、日々雇用職員雇用（解雇）伺の番号と同一とすること。

２ 「事業項目」、「賃金予算算出の基礎」欄には、予算の内訳書に基づいて記載すること。

３ 「賃金予算額」欄には、当初予算額を記載し、さらに内申時における現在額を（ ）書で記載するこ

と。

様式第37号

予 算 明 細 書

賃金予算算出の基礎賃金予算額事業項目款項目番号

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

軸 雫宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍宍
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様式第38号

雇 用 通 知 書

年 月 日

氏 名 様

所 属 長 □印

あなたを次により日々雇用することになりましたので通知します。

勤 務 場 所

職務内容

従 事 業 務 の 内 容

時 分から 時 分まで

（ただし、 時 分から 時 分までは休憩時間）

時間外勤務の有無（有 ・ 無）

勤務時間

年 月 日から

年 月 日まで

ただし、山形県の休日を定める条例（平成元年３月県条例第10号）第１条第１項各号に掲

げる日は原則として雇用しません。

雇用予定期間

１日当たり 円基 本 賃 金

賃 金

１日当たり 円通 勤 割 増

１日当たり 円計

賃金締切日 日

賃金支払日 日

年次有給休暇の日数休 暇

その他 １ その他の勤務条件は、山形県企業局日々雇用職員取扱要綱で定められたとおりです。

２ 雇用予定期間が満了し、又は雇用予定期間の中途において雇用事業が完了したときは、雇用は

その日までとします。

（注）１ 「基本賃金」の欄には、１日当たりの賃金をもって雇用される者については「１日当たり○○円」と、

１時間当たりの賃金をもって雇用される者については「１時間当たり○○円」と記載すること。

２ 「計」の欄には、１時間当たりの賃金をもって雇用される者については、斜線で表示すること。
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様式第39号

第 号

年 月 日

山形県企業管理者 殿

所属長 職 氏 名 □印

公 務 災 害 報 告 書

職 名（嘱託業務名）

被災害者の職名、氏名等

性別
生年

月日

（ふりがな）

氏 名

本 籍 地

現 住 所

被災害者の業務分担内容

災害直前に行った業務内容

災 害 発 生 の 場 所

年 月 日 時 分ころ災 害 発 生 の 日 時

災害による傷病名、傷病の

部 位 及 び そ の 程 度

災害発生の状況とその原因（詳細に）

災害発生後

とった処置等

災 害 発 生 後 の 処 理 療 養 状 況

休 養 状 況

公務災害と認められる理由

年 月 日

所属長 職 氏 名 □印

添付書類

(1)災害発生場所の略図

(2)医師の診断書及び意見書

(3)定期健康診断の記録の写し

(4)災害が第三者の行為によって生じたものであるときは、その事実、第三者の氏名及び住所を記載した書類

(5)その他公務上のものであるかどうかを認定するために参考となる資料
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様
式
第
4
0
号

非
常
勤
嘱
託
職
員
任
免
伺

（
注
）
１

「
任
用
期
間
」
の
欄
に
は
、
任
用
期
間
の
最
終
日
を
記
載
す
る
こ
と
。

２
「
日
月
額
」
の
欄
に
は
、
報
酬
の
日
額
、
月
額
の
別
を
記
載
す
る
こ
と
。

３
「
費
用
弁
償
」
の
欄
に
は
、
行
政
職
給
料
表
の
相
当
級
を
記
載
す
る
こ
と
。

備
考

発
令
予
定

年
月
日

費
用

弁
償

報
酬

任
用
期
間

職
名

所
属
名

区
分

氏
名

番
号

合
計

通
勤

割
増

基
本
額

基
本
表

日
月
額

軸
雫

宍
宍

宍
宍

宍
宍

宍
宍

宍
宍

宍
宍

宍
宍

宍
宍

宍
宍

宍
宍

宍
宍

宍
宍

宍
宍

宍
宍

宍
宍

宍
宍

宍
宍

宍
宍

宍
宍

宍
宍

宍
宍

宍
宍

宍
宍

宍
宍

宍
宍

宍
宍

宍
宍

宍
宍

宍
宍

宍
宍

宍
宍

宍
宍

宍
宍

宍
宍

宍
宍

宍
宍

宍
宍

宍
宍

宍
宍

宍
宍

宍
宍

宍
宍

宍
宍

宍
宍

宍
宍

宍
宍

宍
宍

宍
宍

宍
宍

宍
宍

宍
宍

宍
宍

宍
宍

宍
宍

宍
宍

宍
宍

宍
宍

宍
宍

宍
宍

宍
宍

宍
宍
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様
式
第
4
1
号

（
表
）

年
次

有
給

休
暇

台
帳

詣
警

罫
罫

罫
罫

罫
罫

罫
罫

罫
罫

罫
罫

罫
罫

罫
罫

罫
罫

罫
罫

罫
罫

罫

（
注
）
１

「
１
」
欄
に
は
、
2
0
と
記
載
す
る
こ
と
。
た
だ
し
、
山
形
県
企
業
局
就
業
規
程
（
以
下
「
就
業
規
程
」
と
い
う
。
）
第
4
0
条
第
１
項
第
２
号
及
び
第
３
号
に
掲
げ
る
職
員
に
係
る
採
用
年
欄

の
日
数
に
つ
い
て
は
、
同
規
程
第
4
0
条
第
１
項
第
２
号
及
び
第
３
号
の
規
定
に
よ
り
付
与
さ
れ
る
日
数
を
記
載
す
る
こ
と
。

２
「
２
」
欄
に
は
、
前
年
に
お
け
る
「
５
」
欄
の
日
数
を
記
載
す
る
こ
と
。

３
「
４
」
欄
の
う
ち
、
「
繰
り
越
し
た
休
暇
」
欄
に
は
、
そ
の
年
に
使
用
し
た
休
暇
の
う
ち
「
２
」
欄
の
日
数
に
な
る
ま
で
の
日
数
を
記
載
し
、
「
休
暇
」
欄
に
は
、
そ
の
年
に
使
用
し
た
休

暇
日
数
か
ら
「
繰
り
越
し
た
休
暇
」
欄
の
日
数
を
減
じ
た
日
数
を
記
載
す
る
こ
と
。

年
月

日
採

用

年
月
日

氏
名

職
名

所
属
名

年

(
年
目
)

年

(
年
目
)

年

(
年
目
)

年

(
年
目
)

年

(
年
目
)

年

(
年
目
)

年

(
年
目
)

年

(
年
目
)

年

(
年
目
)

年

(
年
目
)

年

(
年
目
)

年

(
年
目
)

年

(
採
用
年
)

年
次

区
分

１
条
例
に
よ
る
休
暇
日

数

２
繰
り
越
し
た
休
暇
日

数

（
１
＋
２
）

３
計
（
請
求
し
得
る
休

暇
日
数
）

繰
り
越
し
た
休
暇

４

休
暇

消
化

日
数

休
暇

計

５
翌
年
に
繰
り
越
す
日

数
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４
「
５
」
欄
に
は
、「
１
」
欄
の
日
数
か
ら
、「
４
」
欄
の
う
ち
「
休
暇
」
欄
の
日
数
を
減
じ
た
日
数
を
記
載
す
る
こ
と
。
た
だ
し
、
2
0
を
超
え
る
場
合
は
2
0
と
、
マ
イ
ナ
ス
と
な
る
場
合
は
０

と
記
載
す
る
こ
と
。

「

５
臨
時
的
任
用
に
係
る
職
員
に
あ
っ
て
は
、

と
あ
る
の
は

」

「

と
、
「
繰
り
越
し
た
休
暇
日
数
」
と
あ
る
の
は
「
既
に
使
用
し
た
休
暇
日
数
」
と
、
「
（
１
＋
２
）
」
と

」

「

「

あ
る
の
は
「
（
１
－
２
）
」
と
、

と
あ
る
の
は

と
訂
正
し
、
及
び
「
５
」
欄
抹
消
し

」

」

て
使
用
す
る
こ
と
と
し
、「
１
」
欄
に
は
就
業
規
程
第
4
0
条
第
４
項
の
規
定
に
よ
り
付
与
さ
れ
る
日
数
を
、「
２
」
欄
に
は
当
初
の
任
用
期
間
に
お
け
る
「
４
」
欄
の
日
数
を
記
載
す
る
こ
と
。

年

（
年

目
）

年

（
採

用
年
）

更
新
後
の
任
用
期
間

（
月

日
か
ら

月
日
ま
で
）

当
初

の
任

用
期

間

（
月

日
か
ら

月
日
ま
で
）

繰
り
越
し
た
日
数

４

休
暇

使
用

日
数

休
暇

計

４
休
暇
使
用
日
数
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年

(
年
目
)

年

(
年
目
)

年

(
年
目
)

年

(
年
目
)

年

(
年
目
)

年

(
年
目
)

年

(
年
目
)

年

(
年
目
)

年

(
年
目
)

年

(
年
目
)

年

（
採
用
）

年
区
分

月
区
分

現
年

休
暇

繰
越

日
数

現
年

休
暇

繰
越

日
数

現
年

休
暇

繰
越

日
数

現
年

休
暇

繰
越

日
数

現
年

休
暇

繰
越

日
数

現
年

休
暇

繰
越

日
数

現
年

休
暇

繰
越

日
数

現
年

休
暇

繰
越

日
数

現
年

休
暇

繰
越

日
数

現
年

休
暇

繰
越

日
数

現
年

休
暇

繰
越

日
数

2
0

2
0

2
0

2
0

2
0

2
0

2
0

2
0

2
0

2
0

2
0

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 1
0

1
1

1
2

翌
年
に
繰
り
越
す
日
数

（
裏
）
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「

注
１

欄
の
上
方
に
は
、
使
用
し
た
休
暇
日
数
を
、
下
方
に
は
差
引
残
日
数
を
記
載
す
る
こ
と
。

」

２
「
翌
年
に
繰
り
越
す
日
数
」
欄
に
は
、
（
表
）
の
「
５
」
欄
と
同
じ
日
数
を
記
載
す
る
こ
と
。

「

３
臨
時
的
任
用
に
係
る
職
員
に
あ
っ
て
は
、

と
あ
る
の
は

」

「

と
訂
正
し
、
月
区
分
の
欄
は
４
月
か
ら
始
ま
り
翌
年
の
３
月
ま
で
と
な
る
よ
う
に
訂
正
し
、「
2
0
」
と
あ
る
の
は

」

「
就
業
規
程
第
4
0
条
第
４
項
の
規
定
に
よ
り
付
与
さ
れ
る
日
数
」
と
読
み
替
え
、
及
び
「
翌
年
に
繰
り
越
す
日
数
」
欄
を
抹
消
し
て
使
用
す
る
こ
と
。

年

（
年

目
）

年

（
採

用
）

更
新
後
の
任
用
期
間

（
月

日
か
ら

月
日
ま
で
）

当
初

の
任

用
期

間

（
月

日
か
ら

月
日
ま
で
）
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山形県企業管理規程第２号

山形県企業局職員の給与の支給に関する規程の一部を改正する規程を次のように定める｡

平成22年３月30日

山形県企業管理者 細 谷 知 行

山形県企業局職員の給与の支給に関する規程の一部を改正する規程

山形県企業局職員の給与の支給に関する規程（昭和29年２月県電気事業管理規程第５号）の一部を次のように改

正する。

第５条の５中「休日又は」を「休日若しくは」に、「に当たるときは、これらの日」を「又は就業規程第14条の２

第１項の規定により割り振られた勤務時間の全部について同項に規定する時間外勤務代休時間を指定された日（以

下この条において「休日等」という。）に当たるときは、当該休日等」に改める。

第６条に次の１項を加える。

２ 職員が指定された時間外勤務代休時間に勤務した場合において支給する当該時間外勤務代休時間の指定に代え

られた時間外勤務手当の支給に係る時間外勤務手当に対する前項の規定の適用については、同項中「翌月の」と

あるのは、「就業規程第14条の２第１項の規定により時間外勤務代休時間が指定された日の属する給与期間の翌

月の」とする。

附 則

この規程は、平成22年４月１日から施行する。

山形県企業管理規程第３号

山形県企業局職員住宅管理規程の一部を改正する規程を次のように定める。

平成22年３月30日

山形県企業管理者 細 谷 知 行

山形県企業局職員住宅管理規程の一部を改正する規程

山形県企業局職員住宅管理規程（昭和30年８月県電気事業管理規程第４号）の一部を次のように改正する。

「

「

別表第２中 を に改め、同表酒田公舎の項

」

」

「 「

中 を に改める。

」 」

附 則

この規程は、平成22年４月１日から施行する。

山形県企業管理規程第４号

山形県企業局就業規程の一部を改正する規程を次のように定める｡

平成22年３月30日

山形県企業管理者 細 谷 知 行

山形県企業局就業規程の一部を改正する規程

山形県企業局就業規程（昭和43年４月県企業管理規程第２号）の一部を次のように改正する。

第９条第10項中「前各号」を「前各項」に改め、同条第11項中「勤務時間を割り振られた日」を「勤務日等（前

各項の規定により勤務時間が割り振られた日をいう。以下同じ。）」に改める。

第12条第1項中「請求は」を「請求は、総務事務システム（職員の服務、給与、福利厚生等の手続を行う電子情報

処理組織をいう。以下同じ。）により、育児休業を始めようとする日の１月前までに行うものとする。ただし、総務

事務システムを使用できない職員にあつては」に改め、「、育児休業を始めようとする日の１月前までに」を削り、同

条第４項中「遅滞なく」を「遅滞なく、総務事務システムにより届け出なければならない。ただし、総務事務シス

テムを使用できない職員にあつては」に改め、同条第６項を削る。

第12条の２第１項中「請求は」を「請求は、総務事務システムにより行うものとする。ただし、総務事務システ

ムを使用できない職員にあつては」に改め、同条第７項を削る。

1,600米沢公舎

1,500長井公舎

1,500米沢公舎

1,4001,500
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第12条の３第５項中「職員は」を「職員は、総務事務システムにより請求しなければならない。ただし、総務事

務システムを使用できない職員にあつては」に改める。

第12条の４第６項中「修学部分休業承認申請書（別記様式第３号の９）を提出」を「総務事務システム（総務事

務システムを使用できない職員にあつては、修学部分休業承認申請書（別記様式第３号の９））により申請」に改

め、同条第８項中「遅滞なく」を「速やかに総務事務システムにより届け出なければならない。ただし、総務事務

システムを使用できない職員にあつては、」に改める。

第12条の５第１項中「申請は」を「申請は、総務事務システムにより、自己啓発等休業を始めようとする日の１

月前までに行うものとする。ただし、総務事務システムを使用できない職員にあつては」に改め、「、自己啓発等休

業を始めようとする日の１月前までに」を削り、同条中第７項を削り、同条第８項中「前項の場合において」を

「職員の自己啓発等休業の期間が満了したときは」に改め、同項を同条第７項とする。

第13条の２第１項中「第９条第３項から第８項までの規定により勤務時間が割り振られた日（以下「勤務日等」

という。）」を「勤務日等」に、「（休日」を「（休日及び第14条の２第１項の規定により同項に規定する時間外勤務代

休時間が指定された勤務日等（以下「代休時間指定日」という。）」に改める。

第14条の次に次の１条を加える。

（時間外勤務代休時間）

第14条の２ 管理者は、山形県企業局職員の給与の支給に関する規程（昭和29年２月県電気事業管理規程第５号。

以下「給与規程」という。）第２条第１項の規定によりその例によることとされる山形県職員等の給与に関する

条例（昭和32年８月県条例第30号。以下「県給与条例」という。）第15条第４項の規定により時間外勤務手当を

支給すべき職員に対して、当該時間外勤務手当の一部の支給に代わる措置の対象となるべき時間（以下「時間外

勤務代休時間」という。）として、同項に規定する60時間を超えて勤務した全時間に係る月（第３項において「60

時間超過月」という。）の末日の翌日から同日を起算日とする２月後の日までの期間内にある勤務日等（休日及

び代休日を除く。以下この条において同じ。）に割り振られた勤務時間の全部又は一部を指定することができる。

２ 前項の規定により時間外勤務代休時間を指定された職員は、当該時間外勤務代休時間には、特に勤務すること

を命ぜられる場合を除き、正規の勤務時間においても勤務することを要しない。

３ 管理者は、第１項の規定に基づき時間外勤務代休時間を指定する場合には、同項に規定する期間内にある勤務

日等に割り振られた勤務時間のうち、時間外勤務代休時間の指定に代えようとする時間外勤務手当の支給に係る

60時間超過月における給与規程第２条第１項の規定によりその例によることとされる県給与条例第15条第４項の

規定の適用を受ける時間（以下この項及び第７項において「60時間超過時間」という。）の次の各号に掲げる区分

に応じ、当該各号に定める時間数の時間を指定するものとする。

(1)給与規程第２条第１項の規定によりその例によることとされる県給与条例第15条第１項第１号に掲げる勤務

に係る時間（次号に掲げる時間を除く。）又は第３項（育児休業条例第15条（育児休業条例第25条第１項におい

て準用する場合を含む。）又は第27条の規定により読み替えて適用する場合を含む。）の規定により時間外勤務

手当が支給されることとなる勤務の時間 当該時間に該当する60時間超過時間の時間数に100分の25を乗じて

得た時間数

(2)給与規程第２条第１項の規定によりその例によることとされる県給与条例第15条第２項（育児休業条例第15

条（育児休業条例第25条第１項において準用する場合を含む。）又は第27条の規定により読み替えて適用する

場合を含む。）に規定する７時間45分に達するまでの間の勤務に係る時間 当該時間に該当する60時間超過時

間の時間数に100分の50を乗じて得た時間数

(3)給与規程第２条第１項の規定によりその例によることとされる県給与条例第15条第１項第２号に掲げる勤務

に係る時間 当該時間に該当する60時間超過時間の時間数に100分の15を乗じて得た時間数

４ 前項の場合において、その指定は、４時間又は７時間45分（第40条から第40条の５までに規定する年次有給休

暇の時間に連続して時間外勤務代休時間を指定する場合にあつては、当該年次有給休暇の時間の時間数と当該時

間外勤務代休時間の時間数を合計した時間数が４時間又は７時間45分となる時間）を単位として行うものとする。

５ 管理者は、第１項の規定に基づき１回の勤務に割り振られた勤務時間の一部について時間外勤務代休時間を指

定する場合には、同項に規定する期間内にある勤務日等の始業の時刻から連続し、又は終業の時刻まで連続する

勤務時間について行わなければならない。ただし、管理者が、業務の運営並びに職員の健康及び福祉を考慮して

必要があると認める場合は、この限りではない。

６ 管理者は、職員があらかじめ時間外勤務代休時間の指定を希望しない旨申し出た場合には、時間外勤務代休時

間を指定しないものとする。

７ 管理者は、第１項に規定する措置が60時間超過時間の勤務をした職員の健康及び福祉の確保に特に配慮したも
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のであることにかんがみ、前項に規定する場合を除き、当該職員に対して時間外勤務代休時間を指定するよう努

めるものとする。

第20条中「直ちに」を「直ちに総務事務システムにより自ら出勤を申告しなければならない。ただし、総務事務

システムを使用できない職員にあつては、」に改める。

第21条に次の１項を加える。

２ 所属長は、職員の遅刻又は早退を承認したときは、総務事務システムに所要事項を記録しなければならない。

第22条中「あらかじめ欠勤届」を「あらかじめ総務事務システムにより届け出なければならない。ただし、総務

事務システムを使用できない職員にあつては、欠勤届」に改め、同条ただし書を削り、同条に次の１項を加える。

２ 前項の規定にかかわらず、緊急やむを得ない事由により、あらかじめ総務事務システムにより届け出ること又

は欠勤届を提出することができないときは、電話その他の方法により所属長に欠勤する旨を連絡するとともに、

できるだけ速やかに総務事務システムにより届け出、又は欠勤届を提出しなければならない。

第24条中「職務専念義務免除承認申請書（別紙様式第７号）に」を「総務事務システムにより申請するとともに」

に、「一に」を「いずれかに」に改め、「添えて」を削り、同条ただし書を次のように改める。

ただし、総務事務システムを使用できない職員にあつては、職務専念義務免除承認申請書（別記様式第７号）

に、同条各号のいずれかに該当する旨を証明する書類又はその写を添えて提出しなければならない。

第24条に次の１項を加える。

２ 前項の規定にかかわらず、研修を受ける場合その他管理者があらかじめ特に承認した場合は、総務事務システ

ムによる申請又は職務専念義務免除承認申請書の提出は要しないものとする。

第46条中第８項を第９項とし、同条第７項中「第１項」を「第２項」に改め、同項を同条第８項とし、同条中第

６項を第７項とし、第５項を第６項とし、第４項を第５項とし、同条第３項中「前条第２項」を「介護休暇の承認

の申請は、介護休暇を受けようとする期間の始まる日の前日までに行わなければならない。この場合において、前

条第２項」に改め、同項を同条第４項とし、同条第２項中「書類」を「書類（介護休暇承認申請書を除く。）」に、

「場合（介護休暇を除く。）」を「場合」に改め、同項を同条第３項とし、同条第１項中「職員は」を「前項の規定

にかかわらず、総務事務システムを使用できない職員が」に、「ときは、次に掲げる書類を提出しなければならない」

を「ときに提出する書類は、次のとおりである」に改め、同項を同条第２項とし、同条に第１項として次の１項を

加える。

職員が、第40条から前条までの規定による休暇を受けようとするときは、休暇を受けようとする日（介護休暇

にあつては、介護休暇を受けようとする期間の始まる日）の前日までに、総務事務システムにより申請しなけれ

ばならない。ただし、病気、災害その他やむを得ない事由により前日までに申請できない場合は、直ちに電話そ

の他の方法による連絡を行い、できるだけ速やかに申請しなければならない。

第48条中「書類」を「書類に記載すべき事項を総務事務システムにより届け出なければならない。ただし、総務

事務システムを使用できない職員にあつては、次に掲げる書類」に改め、同条の表新規採用者の項第３項及び第４

項を削り、同表転任を命ぜられた職員の項を次のように改める。

転任を命ぜられた職員 通勤届（通勤手当被支給者の要件を有する者に限る。）

第49条第１項中「（別記様式第22号の２）」を「（別記様式第22号）」に改める。

第51条第２項中「履歴事項に」を「履歴事項のうち、学歴、資格、免許その他の履歴事項（任免、給与等の発令

事項及び職員育成センターの研修を除く。）に」に改め、「（住所に係る場合を除く。）」を削り、同項を同条第４項と

し、同条第１項中「、本籍、住所、氏名」、「住所以外の異動にあつては」及び「、住所の異動の場合にあつては住

所略図を」を削り、同項を同条第２項とし、同項の次に次の１項を加える。

３ 職員は、履歴書に登載された履歴事項のうち、本籍、住所及び氏名について誤り、又は脱落を発見したときは、

総務事務システムにより訂正を願い出るとともに、当該事実を証明する書類又はその写（住所に係る場合を除

く。）を提出しなければならない。ただし、総務事務システムを使用できない職員にあつては、履歴事項訂正願

（別記様式第23号）に、当該事実を証明する書類又はその写（住所に係る場合を除く。）を添えて提出しなけれ

ばならない。

第51条に第１項として次の１項を加える。

職員は、本籍、住所及び氏名に関して異動が生じたときは、速やかに総務事務システムにより届け出るととも

に、当該事実を証明する書類又はその写（住所に係る場合を除く。）を提出しなければならない。ただし、総務

事務システムを使用できない職員にあつては、履歴事項異動届（別記様式第23号）に、当該事実を証明する書類

又はその写（住所に係る場合を除く。）を添えて提出しなければならない。

第54条中「山形県企業局職員の給与の支給に関する規程（昭和29年２月県電気事業管理規程第５号）」を「給与規
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程」に改める。

別表第３その他の項第14号及び第15号中「、休日」を「、代休時間指定日、休日」に改める。

別記様式第３号の５を次のように改める。

様式第３号の５ 削除

別記様式第３号の７を次のように改める。

様式第３号の７ 削除

別記様式第３号の13を次のように改める。

様式第３号の13 削除

別記様式第17号から別記様式第21号までを次のように改める。

様式第17号から様式第21号まで 削除

別記様式第22号を削り、別記様式第22号の２を別記様式第22号とする。

附 則

この規程は、平成22年４月１日から施行する。ただし、第48条の改正規定（「書類」を「書類に記載すべき事項を

総務事務システムにより届け出なければならない。ただし、総務事務システムを使用できない職員にあつては、次

に掲げる書類」に改める部分に限る。）及び第51条の改正規定は、平成22年７月１日から施行する。

山形県企業管理規程第５号

山形県企業局宿泊施設管理規程の一部を改正する規程を次のように定める。

平成22年３月30日

山形県企業管理者 細 谷 知 行

山形県企業局宿泊施設管理規程の一部を改正する規程

山形県企業局宿泊施設管理規程（昭和46年４月山形県企業管理規程第４号）の一部を次のように改正する。

第２条中「及び」を「は、山形県企業局猿渡職員合宿所とし、」に、「別表のとおり」を「西村山郡朝日町大字立

木」に改める。

第３条中「各宿泊施設」を「宿泊施設」に、｢宿泊施設ごとに別表に掲げる者（以下「管理分掌者」という。）｣を

「村山事務所長」に改める。

第５条、第６条、第９条、第11条及び第12条中「管理分掌者」を「村山事務所長」に改める。

別表を削る。

附 則

この規程は、公布の日から施行する。

病院事業局関係

規 程

山形県病院事業管理規程第３号

山形県病院事業局聴聞の手続に関する規程の一部を改正する規程を次のように定める。

平成22年３月30日

山形県病院事業管理者 安 孫 子 痩 也

山形県病院事業局聴聞の手続に関する規程の一部を改正する規程

山形県病院事業局聴聞の手続に関する規程（平成15年３月県病院事業管理規程第５号）の一部を次のように改正

する。

別記様式第３号、別記様式第４号、別記様式第６号及び別記様式第７号中「氏名又は名称及び代表者氏名 ㊞」

「氏名又は名称及び代表者氏名
を に改める。

（記名押印又は署名）」

附 則

この規程は、平成22年４月１日から施行する。
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山形県病院事業管理規程第４号

山形県病院事業局就業規程の一部を改正する規程を次のように定める。

平成22年３月30日

山形県病院事業管理者 安 孫 子 痩 也

山形県病院事業局就業規程の一部を改正する規程

山形県病院事業局就業規程（平成15年３月県病院事業管理規程第17号）の一部を次のように改正する。

第10条第２項中「勤務時間を割り振られた日」を「勤務日等（前条第５項から第９項まで及び前項の規定により

勤務時間が割り振られた日をいう。以下同じ。）」に改める。

第14条第１項中「請求は、」を「請求は、総務事務システム（職員の服務、給与、福利厚生等の手続を行う電子情

報処理組織をいう。以下同じ。）により、育児休業を始めようとする日の１月前までに行うものとする。ただし、総

務事務システムを使用できない職員にあっては」に改め、「、育児休業を始めようとする日の１月前まで」を削り、同

条第５項中「遅滞なく」を「遅滞なく、総務事務システムにより届け出なければならない。ただし、総務事務シス

テムを使用できない職員にあっては」に改め、同条第７項を削る。

第14条の２第１項中「請求は」を「請求は、総務事務システムにより行うものとする。ただし、総務事務システ

ムを使用できない職員にあっては」に、「別記様式第７号の２」を「別記様式第７号」に改め、同条第７項を削る。

第15条第５項中「請求は」を「請求は、総務事務システムにより行わなければならない。ただし、総務事務シス

テムを使用できない職員にあっては」に改める。

第15条の２第６項中「修学部分休業を始めようとする日の１月前までに、修学部分休業承認申請書（別記様式第

８号の２）により」を「総務事務システム（総務事務システムを使用できない職員にあっては、修学部分休業承認

申請書（別記様式第８号の２））により、修学部分休業を始めようとする日の１月前までに」に改め、同条第８項中

「遅滞なく」を「速やかに総務事務システムにより届け出なければならない。ただし、総務事務システムを使用で

きない職員にあっては、」に改める。

第15条の３第１項中「申請は」を「申請は、総務事務システムにより、自己啓発等休業を始めようとする日の１

月前までに行うものとする。ただし、総務事務システムを使用できない職員にあっては」に改め、「、自己啓発等休

業を始めようとする日の１月前までに」を削り、同条第７項を削り、同条第８項中「前項の場合において」を「職

員の自己啓発等休業の期間が満了したときは」に改め、同項を同条第７項とする。

第17条第１項中「第９条第５項から第９項まで及び第10条第１項の規定により勤務時間が割り振られた日（以下

「勤務日等」という。）」を「勤務日等」に、「（休日」を「（休日及び第18条の２第１項の規定により時間外勤務代休

時間が指定された勤務日等（以下「代休時間指定日」という。）」に改める。

第18条の次に次の１条を加える。

（時間外勤務代休時間）

第18条の２ 管理者は、山形県病院事業局職員の給与の支給に関する規程（平成15年３月県病院事業管理規程第19

号。以下「給与規程」という。）第３条第１項の規定によりその例によるものとされる山形県職員等の給与に関

する条例（昭和32年８月県条例第30号。以下「県給与条例」という。）第15条第４項の規定により時間外勤務手当

を支給すべき職員に対して、当該時間外勤務手当の一部の支給に代わる措置の対象となるべき時間（以下「時間

外勤務代休時間」という。）として、同項に規定する60時間を超えて勤務した全時間に係る月（第３項において

「60時間超過月」という。）の末日の翌日から同日を起算日とする２月後の日までの期間内にある勤務日等（休日

及び代休日を除く。以下この条において同じ。）に割り振られた勤務時間の全部又は一部を指定することができ

る。

２ 前項の規定により時間外勤務代休時間を指定された職員は、当該時間外勤務代休時間には、特に勤務すること

を命ぜられる場合を除き、正規の勤務時間においても勤務することを要しない。

３ 管理者は、第１項の規定に基づき時間外勤務代休時間を指定する場合には、同項に規定する期間内にある勤務

日等に割り振られた勤務時間のうち、時間外勤務代休時間の指定に代えようとする時間外勤務手当の支給に係る

60時間超過月における給与規程第３条第１項の規定によりその例によるものとされる県給与条例第15条第４項の

規定の適用を受ける時間（以下この項及び第７項において「60時間超過時間」という。）の次の各号に掲げる区

分に応じ、当該各号に定める時間数の時間を指定するものとする。

(1)給与規程第３条第１項の規定によりその例によるものとされる県給与条例第15条第１項第１号に掲げる勤務

に係る時間（次号に掲げる時間を除く。）又は第３項（育児休業条例第15条（育児休業条例第25条第１項にお

いて準用する場合を含む。）又は第27条の規定により読み替えて適用する場合を含む。）の規定により時間外勤

務手当が支給されることとなる勤務の時間 当該時間に該当する60時間超過時間の時間数に100分の25を乗じ
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て得た時間数

(2)給与規程第３条第１項の規定によりその例によるものとされる県給与条例第15条第２項（育児休業条例第15

条（育児休業条例第25条第１項において準用する場合を含む。）又は第27条の規定により読み替えて適用する

場合を含む。）に規定する７時間45分に達するまでの間の勤務に係る時間 当該時間に該当する60時間超過時間

の時間数に100分の50を乗じて得た時間数

(3)給与規程第３条第１項の規定によりその例によるものとされる県給与条例第15条第１項第２号に掲げる勤務

に係る時間 当該時間に該当する60時間超過時間の時間数に100分の15を乗じて得た時間数

４ 前項の場合において、その指定は、４時間又は７時間45分（第43条に規定する年次有給休暇の時間に連続して

時間外勤務代休時間を指定する場合にあっては、当該年次有給休暇の時間の時間数と当該時間外勤務代休時間の

時間数を合計した時間数が４時間又は７時間45分となる時間）を単位として行うものとする。

５ 管理者は、第１項の規定に基づき１回の勤務に割り振られた勤務時間の一部について時間外勤務代休時間を指

定する場合には、同項に規定する期間内にある勤務日等の始業の時刻から連続し、又は終業の時刻まで連続する

勤務時間について行わなければならない。ただし、管理者が、業務の運営並びに職員の健康及び福祉を考慮して

必要があると認める場合は、この限りでない。

６ 管理者は、職員があらかじめ時間外勤務代休時間の指定を希望しない旨を申し出た場合には、時間外勤務代休

時間を指定しないものとする。

７ 管理者は、第１項に規定する措置が60時間超過時間の勤務をした職員の健康及び福祉の確保に特に配慮したも

のであることにかんがみ、前項に規定する場合を除き、当該職員に対して時間外勤務代休時間を指定するよう努

めるものとする。

第25条第１項中「直ちに」を「直ちに総務事務システムにより自ら出勤を申告しなければならない。ただし、総

務事務システムを使用できない職員にあっては、」に改める。

第26条に次の１項を加える。

２ 所属長は、職員の遅刻又は早退を承認したときは、総務事務システムに所要事項を記録しなければならない。

第27条中「あらかじめ欠勤届」を「あらかじめ総務事務システムにより届け出なければならない。ただし、総務

事務システムを使用できない職員にあっては、欠勤届」に改め、同条ただし書を削り、同条に次の１項を加える。

２ 前項の規定にかかわらず、緊急やむを得ない理由により、あらかじめ総務事務システムにより届け出ること又

は欠勤届を提出することができないときは、電話その他の方法により所属長に欠勤する旨を連絡するとともに、

できるだけ速やかに総務事務システムにより届け出、又は欠勤届を提出しなければならない。

第29条中「職務専念義務免除承認申請書（別記様式第15号）に」を「総務事務システムにより申請するととも

に」に改め、「添えて」を削り、同条ただし書を次のように改める。

ただし、総務事務システムを使用できない職員にあっては、職務専念義務免除承認申請書（別記様式第15号）

に、同条各号のいずれかに該当する旨を証明する書類又はその写を添えて提出しなければならない。

第29条に次の１項を加える。

２ 前項の規定にかかわらず、研修を受ける場合その他管理者があらかじめ特に承認した場合は、総務事務システ

ムによる申請又は職務専念義務免除承認申請書の提出は要しないものとする。

第50条中第９項を第10項とし、第８項中「第１項」を「第２項」に改め、同項を同条第９項とし、同条第４項か

ら第７項までを１項ずつ繰り下げ、同条第３項中「前条第２項」を「介護休暇の承認の申請は、介護休暇を受けよ

うとする期間の始まる日の前日までに行わなければならない。この場合において、」に、「初めて介護」を「初めて

介護休暇」に改め、同項を同条第４項とし、同条第２項中「書類」を「書類（介護休暇承認申請書を除く。）」に、

「疾病」を「病気」に改め、同項中「（介護休暇を除く。）」を削り、同項を同条第３項とし、同条第１項中「職員

は」を「前項の規定にかかわらず、総務事務システムを使用できない職員が」に、「は、次の表の左欄に掲げる休暇

の区分に応じ、それぞれ同表の右欄に定める書類を提出しなければならない。」を「に提出する書類は、次のとおり

である。」に改め、同項を同条第２項とし、同条に第１項として次の１項を加える。

職員は、第43条から前条までの規定による休暇を受けようとするときは、休暇を受けようとする日（介護休暇

にあっては、介護休暇を受けようとする期間の始まる日）の前日までに、総務事務システムにより申請しなけれ

ばならない。ただし、病気、災害その他やむを得ない理由により前日までに申請できない場合は、直ちに電話そ

の他の方法による連絡を行うとともに、できるだけ速やかに申請しなければならない。

第52条中「書類」を「書類に記載すべき事項を総務事務システムにより届け出なければならない。ただし、総務

事務システムを使用できない職員にあっては、次の表の左欄に掲げる職員の区分に応じ、それぞれ同表の右欄に定

める次に掲げる書類」に改め、同条の表新規採用者の項提出書類の欄中「４ 着任届（別記様式第28号）」及び「５
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住所略図（別記様式第29号）」を削り、同表転任を命ぜられた職員の項提出書類の欄を次のように改める。

通勤届（通勤手当被支給者の要件を有する者に限る。）

第55条の見出しを「（履歴事項異動届等）」に改め、同条第２項中「履歴事項について誤り」を「履歴事項のうち

学歴、資格、免許その他の履歴事項（任免、給与等の発令事項及び職員育成センターの研修を除く。）について誤

り、」に改め、「速やかに」及び「（住所に係る場合を除く。）」を削り、同項を同条第４項とし、同項の前に次の１

項を加える。

３ 職員は、履歴書に登載された履歴事項のうち、本籍、住所及び氏名について誤り、又は脱落を発見したときは、

総務事務システムにより訂正を願い出るとともに、当該事実を証明する書類又はその写し（住所に係る場合を除

く。）を提出しなければならない。ただし、総務事務システムを使用できない職員にあっては、履歴事項訂正願

（別記様式第31号）に、当該事実を証明する書類又はその写し（住所に係る場合を除く。）を添えて提出しなけれ

ばならない。

第55条第１項中「、本籍、住所、氏名」を削り、「任命」を「任免」に、「山形県職員育成センター」を「職員育

成センターの」に、「住所以外の異動にあっては当該異動」を「当該事実」に改め、「、住所の異動の場合にあって

は住所略図を」を削り、同項を同条第２項とし、同項の前に次の１項を加える。

職員は、本籍、住所及び氏名に関して異動が生じたときは、速やかに総務事務システムにより届け出るととも

に、当該事実を証明する書類又はその写し（住所に係る場合を除く。）を提出しなければならない。ただし、総

務事務システムを使用できない職員にあっては、履歴事項異動届（別記様式第31号）に、当該事実を証明する書

類又はその写し（住所に係る場合を除く。）を添えて提出しなければならない。

第58条中「山形県病院事業局職員の給与の支給に関する規程（平成15年３月県病院事業管理規程第19号）」を「給

与規程」に改める。

別表第３区分の項「添付書類」を「申請をするときに提出すべき書類」に改め、同表第21号中「、休日」を「、

代休時間指定日、休日」に改め、同表第22号中「、休日」を「、代休時間指定日、休日」に改める。

別記様式第７号を削り、別記様式第７号の２を別記様式第７号とし、別記様式第７号の３及び別記様式第８号の

６を削り、別記様式第28号及び別記様式第29号を次のように改める。

別記様式第28号及び別記様式第29号 削除

附 則

この規程は、平成22年４月１日から施行する。ただし、第52条の改正規定（「書類」を「書類に記載すべき事項を

総務事務システムにより届け出なければならない。ただし、総務事務システムを使用できない職員にあっては、次

の表の左欄に掲げる職員の区分に応じ、それぞれ同表の右欄に定める次に掲げる書類」に改める部分に限る。）及び

第55条の改正規定は、平成22年７月１日から施行する。

山形県病院事業管理規程第５号

山形県病院事業局職員の給与の支給に関する規程の一部を改正する規程を次のように定める。

平成22年３月30日

山形県病院事業管理者 安 孫 子 痩 也

山形県病院事業局職員の給与の支給に関する規程の一部を改正する規程

山形県病院事業局職員の給与の支給に関する規程（平成15年３月県病院事業管理規程第19号）の一部を次のよう

に改正する。

第７条第２項中「12,600円」を｢12,500円｣に改める。

第８条第１項の表病院の項中「鶴岡病院の副院長を除き、」及び「鶴岡病院の副院長（医療職給料表(1)の適用を

受ける者に限る。）」を削る。

第20条中「に当たるときは、当該職員の休日」を「又は就業規程第18条の２第１項の規定により割り振られた勤

務時間の全部について同項に規定する時間外勤務代休時間（以下「時間外勤務代休時間」という。）を指定された日

（以下この条において「休日等」という。）に当たるときは、当該休日等」に改める。

第23条に次の１項を加える。

２ 職員が指定された時間外勤務代休時間に勤務した場合において支給する当該時間外勤務代休時間の指定に代え

られた時間外勤務手当の支給に係る時間外勤務手当に対する前項の規定の適用については、同項中「翌月の」と

あるのは、「就業規程第18条の２第１項の規定により時間外勤務代休時間が指定された日の属する給与期間の翌

月の」とする。

附 則

この規程は、平成22年４月１日から施行する。
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公 告

特定非営利活動促進法（平成10年法律第７号）第10条第１項の規定により、次のとおり特定非営利活動法人の設

立の認証について申請があった。

平成22年３月30日

山形県知事 吉 村 美 栄 子

１ 申請のあった年月日

平成22年３月23日

２ 申請に係る特定非営利活動法人の名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地並びにその定款に記載された

目的

(1)名称

特定非営利活動法人山形コアラ

(2)代表者の氏名

高橋 敏博

(3)主たる事務所の所在地

南陽市椚塚1258番地の４

(4)定款に記載された目的

この法人は、高齢者、障害者、病弱者に対して、介護保険法に基づく居宅サービス事業、介護予防サービス

事業と一般乗用旅客自動車運送事業（福祉輸送事業限定）を行い、公共の福祉の増進に寄与することを目的と

する。

公営住宅法（昭和26年法律第193号）第22条第１項の規定により、山形県県営住宅の入居者の一般公募を次のと

おり行う。

平成22年３月30日

山形県知事 吉 村 美 栄 子
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（注）「収入」とは、入居者（申込者）及び同居親族の過去１年間における所得税法（昭和40年法律第33号）の例

により算出した所得金額の合計から次に掲げる額を控除した額を12で除した額をいう。

(1)同居親族又は控除対象配偶者若しくは扶養親族で入居者及び同居親族以外のもの１人につき 380,000円

(2)控除対象配偶者が老人控除対象配偶者である場合又は扶養親族が老人扶養親族である場合には、その老人控

除対象配偶者又は老人扶養親族１人につき 100,000円

(3)扶養親族が特定扶養親族である場合には、その特定扶養親族１人につき 200,000円

(4)入居者又は(1)に規定する者に障害者がある場合には、その障害者１人につき 270,000円 （その者が特別

障害者である場合には400,000円）

(5)入居者又は同居親族に寡婦又は寡夫がある場合には、その寡婦又は寡夫１人につき 270,000円 （その者の

所得金額が270,000円未満である場合には、当該所得金額）

２ 入居者の資格

県営住宅に入居することができる者は、次の(1)から(4)に掲げる条件を具備する者でなければならない。

(1)現に同居し、又は同居しようとする親族（婚姻の届出をしないが、事実上婚姻関係と同様の事情にある者そ

の他婚姻の予約者を含む）があること。

(2)その者の収入が、次のイ又はロに掲げる場合の区分に応じ、それぞれイ又はロに定める金額を超えないこと。

イ 次のいずれかに該当する場合 214,000円

(ｲ)入居者又は同居親族に障害者基本法（昭和45年法律第84号）第２条に規定する障害者でその障害の程度

が、次のａ、ｂ又はｃに掲げる障害の種類に応じ、それぞれａ、ｂ又はｃに定める程度のものがある場合

ａ 身体障害 身体障害者福祉法施行規則（昭和25年厚生省令第15号）別表第５号の１級から４級まで

ｂ 精神障害（知的障害を除く。） 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施行令（昭和25年政令第155

号）第６条第３項に規定する１級又は２級

ｃ 知的障害 ｂに規定する精神障害の程度に相当する程度

(ﾛ)入居者が昭和31年４月１日以前に生まれた者であり、かつ、同居親族のいずれもが昭和31年４月１日以

前に生まれた者又は18歳未満の者である場合

(ﾊ)入居者又は同居親族に、次のいずれかに該当する者がある場合

ａ 戦傷病者特別援護法（昭和38年法律第168号）第２条第１項に規定する戦傷病者でその障害の程度が

国土交通省令で定める程度であるもの

ｂ 原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律（平成６年法律第117号）第11条第１項の規定による厚生

労働大臣の認定を受けている者

ｃ 海外からの引揚者で本邦に引き揚げた日から起算して５年を経過していない者

(ﾆ)同居者に小学校就学の始期に達するまでの者がある場合

ロ イに掲げる場合以外の場合 158,000円

(3)現に住宅に困窮していることが明らかな者であること。

(4)その者及び同居親族が暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）

第２条第６号に規定する暴力団員をいう。）でないこと。

３ 選考方法

募集の区分欄に「一般用」とあるのは、心身障害者世帯、高齢者世帯、母子・父子世帯、生活保護世帯、多子

世帯、過去１年間に３回以上入居者一般公募に申込み、いずれにおいても選考されなかった一定の要件に該当す

る世帯の当選確率を優遇して公開抽選とする。

４ 申込期間及び方法

(1)申込期間 平成22年４月２日から同月８日まで（月曜日は休館日となります。）（受付時間午前10時から午

後６時）（ただし、郵送の場合は平成22年４月８日までの消印のあるものに限り有効とする。）

(2)申込用紙の請求先及び申込書の提出先

山形市城南町一丁目１番１号 霞城セントラル22階

山形県すまい情報センター

５ 入居の時期 平成22年６月１日

公営住宅法（昭和26年法律第193号）第22条第１項の規定により、山形県県営住宅の入居者の一般公募を次のと

おり行う。

平成22年３月30日

山形県知事 吉 村 美 栄 子



山 形 県 公 報 第2130号平成22年３月30日（火曜日）

458

１
県
営
住
宅
の
名
称
等

摘
要

敷
金

家
賃

区
分

公
募

戸
数

規
格

所
在

地
名

称
収
入
が
18
6,
00
0円

を
超
え
21
4,
00
0円

以
下
の
者

収
入
が
15
8,
00
0円

を
超
え
18
6,
00
0円

以
下
の
者

収
入
が
13
9,
00
0円

を
超
え
15
8,
00
0円

以
下
の
者

収
入
が
12
3,
00
0円

を
超
え
13
9,
00
0円

以
下
の
者

収
入
が
10
4,
00
0円

を
超
え
12
3,
00
0円

以
下
の
者

収
入
が

1
0
4
,
0
0
0
円

以
下
の
者

1戸
当
た
り

住
戸
専
用

面
積

住
宅
形
式

単
身
可

３
月
分

の
家
賃

に
相
当

す
る
額

円
円

円
円

円
円

特
定
目
的
用

（
高
齢・
身
障
者
用
）

１
平
方
メ
ー
ト
ル

２
Ｄ
Ｋ

南
陽
市
宮
内
3
5
2

－
３

県
営
関
口
ア
パ
ー

ト
３
号

3
9
,
0
0
0

3
3
,
8
0
0

2
9
,
6
0
0

2
6
,
2
0
0

2
2
,
9
0
0

1
9
,
9
0
0

5
7
.
3

同
3
8
,
6
0
0

3
3
,
5
0
0

2
9
,
3
0
0

2
6
,
0
0
0

2
2
,
7
0
0

1
9
,
7
0
0

一
般
用

１
5
7
.
2

同
同

同
１
号

4
3
,
9
0
0

3
8
,
1
0
0

3
3
,
3
0
0

2
9
,
5
0
0

2
5
,
8
0
0

2
2
,
4
0
0

同
１

6
8
.
8

３
Ｄ
Ｋ

米
沢
市
中
田
町

6
5
8
－
３

同
中
田
第
一
ア

パ
ー
ト
２
号

2
7
,
4
0
0

2
3
,
7
0
0

2
0
,
8
0
0

1
8
,
4
0
0

1
6
,
1
0
0

1
3
,
9
0
0

同
１

5
8
.
0

同
東
置
賜
郡
高
畠
町

字
町
裏
6
9
5
－
1
2

同
大
町
ア
パ
ー

ト



山 形 県 公 報 第2130号平成22年３月30日（火曜日）

459

（注）「収入」とは、入居者（申込者）及び同居親族の過去１年間における所得税法（昭和40年法律第33号）の例

により算出した所得金額の合計から次に掲げる額を控除した額を12で除した額をいう。

(1)同居親族又は控除対象配偶者若しくは扶養親族で入居者及び同居親族以外のもの１人につき 380,000円

(2)控除対象配偶者が老人控除対象配偶者である場合又は扶養親族が老人扶養親族である場合には、その老人控

除対象配偶者又は老人扶養親族１人につき 100,000円

(3)扶養親族が特定扶養親族である場合には、その特定扶養親族１人につき 200,000円

(4)入居者又は(1)に規定する者に障害者がある場合には、その障害者１人につき 270,000円 （その者が特別

障害者である場合には400,000円）

(5)入居者又は同居親族に寡婦又は寡夫がある場合には、その寡婦又は寡夫１人につき 270,000円 （その者の

所得金額が270,000円未満である場合には、当該所得金額）

２ 入居者の資格

県営住宅に入居することができる者は、次の(1)から(4)に掲げる条件を具備する者でなければならない。ただ

し、１の表の「摘要」の欄に「単身可」と記載のある県営住宅については、身体上又は精神上著しい障害がある

ために常時の介護を必要とし、かつ、居宅においてこれを受けることができず、又は受けることが困難であると

認められる者以外の者は、(1)を除く。

(1)現に同居し、又は同居しようとする親族（婚姻の届出をしないが、事実上婚姻関係と同様の事情にある者そ

の他婚姻の予約者を含む）があること。

(2)その者の収入が、次のイ又はロに掲げる場合の区分に応じ、それぞれイ又はロに定める金額を超えないこと。

イ 次のいずれかに該当する場合 214,000円

(ｲ)入居者又は同居親族に障害者基本法（昭和45年法律第84号）第２条に規定する障害者でその障害の程度

が、次のａ、ｂ又はｃに掲げる障害の種類に応じ、それぞれａ、ｂ又はｃに定める程度のものがある場合

ａ 身体障害 身体障害者福祉法施行規則（昭和25年厚生省令第15号）別表第５号の１級から４級まで

ｂ 精神障害（知的障害を除く。） 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施行令（昭和25年政令第155

号）第６条第３項に規定する１級又は２級

ｃ 知的障害 ｂに規定する精神障害の程度に相当する程度

(ﾛ)入居者が昭和31年４月１日以前に生まれた者であり、かつ、同居親族のいずれもが昭和31年４月１日以

前に生まれた者又は18歳未満の者である場合

(ﾊ)入居者又は同居親族に、次のいずれかに該当する者がある場合

ａ 戦傷病者特別援護法（昭和38年法律第168号）第２条第１項に規定する戦傷病者でその障害の程度が

国土交通省令で定める程度であるもの

ｂ 原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律（平成６年法律第117号）第11条第１項の規定による厚生

労働大臣の認定を受けている者

ｃ 海外からの引揚者で本邦に引き揚げた日から起算して５年を経過していない者

(ﾆ)同居者に小学校就学の始期に達するまでの者がある場合

ロ イに掲げる場合以外の場合 158,000円

(3)現に住宅に困窮していることが明らかな者であること。

(4)その者及び同居親族が暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）

第２条第６号に規定する暴力団員をいう。）でないこと。

３ 選考方法

募集の区分欄に「特定目的用（高齢・身障者用）」とあるのは、高齢者世帯及び身体障害者世帯から選考す

る。

募集の区分欄に「一般用」とあるのは、心身障害者世帯、高齢者世帯、母子・父子世帯、生活保護世帯、多子

世帯、過去１年間に３回以上入居者一般公募に申込み、いずれにおいても選考されなかった一定の要件に該当す

る世帯の当選確率を優遇して公開抽選とする。

４ 申込期間及び方法

(1)申込期間 平成22年４月５日から同月９日まで（受付時間午前10時から午後５時）（ただし、郵送の場合は

平成22年４月９日までの消印のあるものに限り有効とする。）

(2)申込用紙の請求先及び申込書の提出先

米沢市金池七丁目１番50号

山形県すまい情報センター 置賜事務所

５ 入居の時期 平成22年６月上旬
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